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寄稿 ・解説

e-Japan重 点計画への経済産業省の取組

経済産業省商務情報政策局情報政策課

1.は じめ に

現在,我 が 国 は西 暦2005年 まで に世 界最 先

端 のIT国 家 とな る こ とを 目指 し,IT戦 略 本 部

の 主導 の下,本 年3月 に詳細 な施 策 を盛 り込

ん だ 「e-Japan重 点計 画」 を,6月 にその年 次

プ ラ ンであ る 「e-Japan2002プ ロ グ ラム」 を

策 定 し,各施 策 の実 施 に向 け て積 極 的 な取 り

組 み を行 ってい る。IT戦 略 本部の副 本部長 と

い う役 割 を担 う経済 産業 省は,こ れ まで,経

済 ・社 会 活動 にお け る情 報化 を強力 に推 し進

め る と ともに,ル ール,セ キ ュ リテ ィ等 の基

盤整 備や技 術開 発の推進役 を果た して きた と

ころで あ り,今 後 と も,① 電 子政 府 ・公 共分

野 の情報 化,② 教 育 の情報 化 ・人材 の育 成,

③ 情 報 セ キ ュ リテ ィ,④ 電 子商取 引 ・中小 企

業 の情 報化 の推 進,⑤ 情報 通信技術 開発,⑥

国際 的 な協 調お よび貢 献 の推 進等 の施策 を実

施 してい くこ とと してい る。

本稿 で は,こ う した経済 産業 省の取 組 につ

い て,施 策 の柱立 て に従 って,そ れぞれ の施

策 の 目標 と基本的 内容 につ いて概説 す る。

図1

政府における取組

2001年1月

re-Japan戦 略 」

目標:2005年 に 世 界 最 先 端 のIT国 家

3月 亘
re-Japan重 点計画」

が かっ すべき 策

re-Japan2002プ ロ グ ラ ム 」
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ll.電 子 政 府 ・公 共 分 野 の 情 報 化

世界最先端 のITI三司家 を実現 す るため に,行

政活動 にITを 取 り入 れ,さ まざまな公共サ ー

ビス を提 供す るこ とが重要 であ る。

当省 と して は本分野 において,①2003年 ま

でに電 子情報 を紙情報 と同等 に扱 う行政 の実

現,②ITの 活 用 による公共分野 にお けるサ ー

ビスの多様化 ・質の向 上,を 目標 として,具

体的 に以下 の施策 に取 り組 んでい く。

る電子 申請 シス テムの開発等 可能 な限 り速 や

か に手続 きの オ ンラ イン化 の前 倒 しを実施す

べ く,作 業 に取 り組 んでい る。

e-Japan2002プ ロ グ ラム にお い て は,手 数

料納付 の電子化 に必要 とされ る シス テムの整

備,内 部事務 処理 の効率化 に資 す る審査 支援

デー タベ ース,稟 議 ・決 済,文 書 管理 システ

ム等 の整備 ・機能 高度化等 具体 的 に2002年 度

中に行 うべ きこ とが明記 され てい る。

(1)電 子政 府の構築

経済産業 省は本年6月 の第5回IT戦 略本 部 に

おい て,電 子 政府 の推 進 に向け 「経済産 業省

申請 ・届 出等 手続の電子化推 進 アクシ ョン ・

プラ ン」 を改定 した。当省 としてはIT化 を積

極 的 に推 進す る との立場 か ら,本 年9月 に事

務 次官 を本 部長 とす る 「電子 経済 産業 省(e-

meti)推 進本部」 を設 置 し,経 済産業 省認証

局の構築 や 申請 ・届 け出等行 政手続 きの電子

化 の ため,各 省庁 において汎 用的 に利用 で き

(2)シ ス テ ム開発 に係 る評 価 指標 の策 定 と ソ

フ トウェアの特質 を踏 まえた政府調 達方式

の導 入 ・普及

電子 政府 の構築 にあた っては,政 府 自身 の

シス テム開 発 ・調 達 の在 り方 を見 なお して い

くこ とが必 要 で あ る。 係 る観 点 か らCMMの

活用 な ど,ソ フ トウェア開発,調 達 プ ロセス

を改善 す る。
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(3)公 共分野 の情報化

地域 におけ る情 報 システ ムの統 合化 や広域

連携 の推進,ア ウ トソー シ ング等 に よる民 間

活力 の積極 的活用 によ り,情 報化 にか か る投

資 コス トを低 減化 させ,よ り適正 な情報 シス

テムの導入環境 を整 備す る。 また情 報 システ

ムの 開発 ・導 入 を推 進 す る こ とに よ り,効 率

的 かつ効果 的 な制 度改革 や構 造改 革の実 現 を

図る。

e-Japan2002に お い て打 ち出 され て い る,

国際 空 港 にお け る高 速 無線LAN環 境 の整 備

(e－エ ア ポ ー ト)や 多機 能 都市 街 区 にお け る

IPv6に よ る高 速 イ ン ター ネ ッ ト環 境 の整 備

(e－オ フ ィス)等 を2005年 に実現 され る世 界

最・先端 のIT国 家の姿 と して国民 のみ な らず世

界 に広 く提 示 す るため の シ ョーケ ー ス と し,

国民 や海外 の ビジネスマ ン等 にア ピールす る

こ とを打 ち出 した 「e!プ ロジ ェ ク ト」 が 分

か りやす い だろ う。

他 に もICカ ー ドを軸 と した電子 市町村 シス

テムの構築 や地域 間の広域 連 合等 の実現,及

びその ための非接 触型ICカ ー ドシステムの整

合化 に 向 け たEUと の 実 証 実験 の 実 施(IT

City構i想)や,医 療福 祉 分野 の 情報 化,GIS

(地理 情 報 シス テム)等,先 進 的 な情報 シス

テムの 開発 ・導 入 を推進 す る ことに よる効 率

的 かつ効果 的 な制 度改革 や構 造改 革の実現 が

あげ られてい る。

図3 行政の情報化及び公共分野における

情報通信技術の活用の推進
'「

2005年 の姿 口点計画の施策
.

①行政の情報化(2003年 度)
○原則として24時間、自宅やオフィスからインターネッ
トを利用して実質的に全ての行政情報の閲覧、申請 ・
届出等手続、手数料納付 ・政府■違手続が可能

②公共分野における情報通信技術の活用
○地理的な制約なくインターネットを通じて日本中の

文化財、美術品等に関する情報の入手 ・利用が可能
○電子カルテの普及等により、多様で質の高い医療サー
ビスを享受
○交通渋滞の解消等に資するITSの推進 ・普及が実現

■

一
・2003年度までに法令、白書などの行政情報を原則とし

てインターネット提供
・2003年度までに実質的にすべての申請 ・届出等手続を

オンライン化するため、個別手続のオンラインシステ
ムの整備。 必要な法令の見直しを実施

・2004年度までに原則として入札 ・開札を電子化

・自治事務等のオンライン化に関し、個別手続に係るア
クション・プランを2001年度早期に策定
・2002年度までに各府省共通事務に関しペーパーレス化

(電子化)するなど内部事務の電子化を推進
▲

目 標

①行政情報の提供、申請 ・届出等手続の電子化、文
書の電子化、ペーパーレス化及び必要な業務改革を
重点的に推進し、2003年 度までに、電子情報を紙情
報と同等に扱う行政を実現②
ITを活用 した公共サービスの多様化 ・質の向上によ
り、国民がITの恩恵を享受できる社会を実現.

( .

公共分野における情報通信技術の活用
・2005年 度 まで にスーパ ーS[NETを 全国(25～30ケ 所)に

拡大 、

・2005年 度 まで に文化財 、美術品等の情報 をデ ータベー

ス化 し、イ ンターネ ッ トで提供

・2001年 度早期 に医療のIT化 のグラン ドデザインを策定

・2002年 度 まで に道路交通情報通信 システム(VICS)を 全

国実施

・2003年 度 まで にイ ンターネ ッ トを通 じた地理情報等の

流通利用の仕組みを構築
L

グ

現 状
L

1
1

①政府の車首 ・届出手続のオンライン化、内部事務の
ペーパーレス化{電子化}の他、地方公共団体の電子

化もまだ緒にっいたばかり
②文化、福祉等の公共分野において、情報のデータベー
ス化、ネットワーク化等が着実に進展
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皿.教 育 の 情 報 化 ・人 材 の 育 成

教 育活 動 にITを 取 り入れ るこ とは,国 民 全

体 の情報 リテ ラ シー向 上 に資 す る と ともに,

地理 的,身 体 的,経 済的制約 等 にかかわ らず,

誰 もが最 高水準 の教育 を受 ける こ とを可 能 に

す る こ とで あ り,我 が 国の知 的創造活動 の ポ

テ ンシャルの向上 に も役立つ もので ある。 ま

た,我 が 国産業 の 国際競 争 力 の維持 ・強化 を

図 るためにはITの 活用 は不可 欠であ り,そ の

ため にITに 関す る高度 な専 門 的知識 ・技 術 を

持 つ人材 を育成す る ことは重 要で ある。

本分野で は,①2005年 に インターネ ッ ト個

人普及率60%以 上,② 小 中高大学 ・社 会 人へ

のIT教 育の普 及,③IT関 連 の修 士,博 士 号取

得者増加,高 度 なIT技 術者等 の確保,④2005

年 まで に3万 人程度 の優 秀 な外 国 人 人材 の取

り入れ,を 目標 と して具体 的 に以下 の政 策 に

取 り組 んで い く。

e-Japan2002プ ロ グラムで も,「IT人 づ く り

計画」 と銘打 ち,平 成17年 度 まで にIT人 的資

源大 国 となる こ とが 目指 されて いる。

(1)教 育の情報化 の推 進

e-Learning(遠 隔教 育)を 推 進 す る ため の シ

ステ ム開発等,初 等 中等教 育,高 等教育,社

会 人教 育 におい て,技 術 的 な支援 を行 い,効

率 的かつ効 果 的 にITを 活用 した学 習環境 の 開

発 お よび普 及 を行 う。

(2)情 報化 人材 の育 成

専 門 的 な知 識 ・技 能 を有 す る創 造 的 な人材

の育成 や,そ の為 に必要 な環境整 備 を行 うと

と もに,専 門的 ・技 術 的分 野 の外 国 人人材 の

受 け入れ促 進 をは じめ とす る人材 市場 の活性

化 を図 るための諸施 策 を推進 す る。 またITユ

ーザ ー にお ける 人材 育 成や
,ITと 経 営 ・生 活

を橋渡 しす る専 門家 の育成 を促 進す る。

具体 的 には,ITス キルの もの さ し(ス キル

ス タ ンダー ド)の 策 定 ・普 及 を推 進 した り,

情報 処理技術者 試験 の ノウハ ウ,経 験 等 をア
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ジアの 国 々に提 供 し,ア ジアのIT人 材 の育成

お よび有効 活用等 による アジア大 で の ビジ ネ

ス上の連携 促進 を図 って い く。 また経営 とIT

小企業 の情 報 化 を支援 で きる 人材(ITコ ーデ

ィネ ー ター)を2005年 まで に約1万 人 育 成 し,

認 定 を行 う とと もにその活用 を促進す る。

双 方 に通 じ,経 営 者 の 立場 に立 って 中堅 ・中

図5 教育及び学習の振興並びに人材の育成

2005年 の姿

O授 業でのインターネット活用によリ、生徒 は自発的 ・創造

的に学習

○すべての人がインターネットを使いこなせるようになり、

生活の充実に活用(趣 味の充実、社会形成への参画等)。

OITの 活用により仕事の効率を向上させ、また、IT産業へ

の就職を容易化

○大学が独創的な研究を行い、多様な人材が輩出され、

最先端技術が数 多く開発

○世界的な人気を博するコンテンツが日本で制作され 、全

世界にインターネットで配信

目 標

02005年 のインターネット個人普及を大幅に増大

(個人普及率が60%(予 測値)を 大幅超)

○学校のIT教育体制の強化と情報生涯教育の充実

○高度なIT技術者 ・研究者の確保

{2005年までに3万人程度の外国人人材受入れ)

現 状

○学校におけるITの普及が米国に比べ大幅に遅延

○特に中高年におけるITの普及が大幅に遅延

○高度なIT技術者 ・研究者が人数的 ・質的に不足

重虚此面の施策

堂 纏 童 の憶 麹化
・2001年 度 に全公立学校 をインターネ ッ ト接続

・2005年 度 まで に全 クラスでPCを 活用

・2001年 度 にすべての公 立学校教 員がPC操 作に習熟

・2001年 度 に1000人 のIT関 連特別非常勤講師を任用

・2005年 度 まで に学習資源のデ ジタル化 と学校導 入

一 僕

・2001年 度までに、550万 人対象のIT基 礎講習と、50万 人

の消費者 ・中小企業等 を対象の|T惰 習を実施

・2001年 度まで に7000ヶ 所の図書館 ・公民館にIT機 器を整備

・2001年 度までに140万 人対象のIT職 業訓練を実施

・2001年 度に国立大学の組織編制 を柔軟化

・2003年 度までにIT技 術者スキル標準をア ジアで共通化

・2001年 度に外国人受入れ関連制度を見直 し

・2005年 度までにデジタルコンテンツ市場の規模を2倍

に拡 大

図6
lT人 つ く 計画

』.,・.,'ト 「'

咋 さq.'41`

11.学 校教育の情報化等
○高速 ・超高速学校インターネット

○教育用コンテンツの充実
○教員のlT指導力の一層の向上

2 lT学習機会の提供

○国民の情報リテラシーの向上
OlT職 業能力開発推進

3

○大学 ・大学院改革の推進
○官民の高度な1T人材育成
○コンテンツクリエイターの育成 等

】V.情 報 セ キ ュ リ テ ィ

国民が安心 してITの 利便性 を享受で きるよ

うにす るため に は,安 全で信頼 で きる情 報通

信 ネ ッ トワー クの構 築 を図 るこ とが重要 で あ

る。本分野 で は,電 子政府,電 子 商取 引,重

要インフラ等のうち国民生活や社会経済活動
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に大 きな影響 を及ぼす もの につい て,情 報 セ

キ ュ リテ ィの不備 に よ り不 正 ア クセス,ウ ィ

ルス,DOS攻 撃等 の脅威 に起 因す るサー ビス

提 供機 能の停 止 をゼ ロ とす る こ とを目標 と し

て,具 体 的 に以下 の施 策 に取 り組 んでい く。

(1)電子 政府 の信頼性 の確.保

安 全で信 頼性 の高い電子 政府等 を構 築す る

ため の制度 的 ・技 術 的 な基盤 整備 を行 い,あ

わせ てベ ス トプ ラクテ ィス と してのモ デル を

民 間 に示す 。具 体的 にはIT関 連製 品の導入 お

よび情 報 シス テム構 築 にあた ってのセ キュ リ

テ ィ評価認 証(ISO/IEC15408)ス キー ムの尊

人等 が あげ られ る。

(2)国 際標準 の導入

国際 的 に信頼 され る情 報セ キ ュ リテ ィ水準

を確 保す るため,国 際標準 を積極 的 に導 入す

る とともに,我 が国技術 の 国際標 準化 を展 開

す るべ く,情 報 セ キュ リテ ィ ・マ ネジ メ ン ト

規 格 の確 立 や,情 報 セ キ ュ リテ ィ評 価 ・認証

ス キームの構築 を行 う。

(3)民 間へ の展 開

その他,情 報 処理技術 者試験 等 に よる情報

セ キ ュ リテ ィ人材 の確 保や,個 人情 報保護 に

係 る施 策 の普 及 ・広報 等 をお こなって い くこ

とと している。

図7
高度情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保

■ 旭 田 田vノ"巴 凧

2005年 の姿
制度・基盤の整備

一

Oプ ライバシー侵害やサービスの停止等の心配なく、安心

して取引等にインターネットを活用

Oい わゆるサイバーテロ等の脅威に関わらず重要インフラ

関連のサービスを安定して供給

○重要な情報システムのバックアップ体制により、自然災

害等が起きても安心して情報システムを活用

○ハイテク犯罪等に対して、国際的に連携して対応

・2002年 度 まで に暗号技術の標準化

・2005年 度までに刑事基本法制の整備

.一 ・一 ・

■

,

.

政府部内の情報セキュリティ対策
・2003年 度 まで に

、情報セキ ュリテ ィポ リシーの評価 ・

見直 しの実施等 によ り十分なセキ ュリテ ィ水準を確保
}

目 標

居 間部 門の情報 セキ ュ リテ ィ対策 ・普及啓発
・2003年度までに一般利用者への情報提供体制を強化

・2004年度までに都道府県等に情報セキュリティアドバ

イザーを配置

F

O不 正アクセスやコンピュータ ・ウィルス等に起因す

る国民生活や社会経済活動に大きな影響を及ぼす

提供機能の停止をゼロに

グ

(
　

、 の バ ー ロ

・2001年 度中に、官民の連絡 ・連携体制の整備
・2003年 度までに、関係省庁の緊急対処体制を整備

現 状
一

〇不正アクセス行為、いわゆるサイバーテロ等の脅威

が現実化しつっある状況

○我が国の情報セキュリティ水準は、ファイアウォー
ルの設置串だけを見ても米国と比べ低い水準

■

■

● ●

・2001年 度中 に、情報セキュ リテ ィ関連資格制度を整備

・2005年 度まで に不正アクセスやサイバーテ ロの予防 ・

検知等に関する技術等を実用化

V.電 子商取引 ・中小企業の情報化の推進

誰もが安心してサイバー空間に参加し,電

子商取引を活性化するためには,情 報化社会

における経済活動の基本ルールが整備されて

いることが肝要である。

特に平成12年 における電子商取引の市場規

模 は,事 業者 間(BtoB)が 約22兆 円(平 成

10年 度 比約2.5倍),事 業者 ・消費者 間(BtoC)

が約8,200億 円(前 年比 約2.5倍)と そ れぞ れ

急速 に拡大 して きてい る。2003年 の電 子商取

引市場 規模 の予測値 と してあげ られてい る70

兆 円程 度(BtoB),3兆 円程 度(BtoC)を 大

幅 に上 回る こ とを 目標 として,具 体 的 に以下

の施策 に取 り組 んでい く。
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(1)ル ールの整備

誰 もが安心 して電子 商取 引の メリ ッ トを享

受 で きる よ う,電 子 商 取 引へ の 現 行法 規(民

法等)の 適用 に関す る電 子商取 引準 則(仮 称)等

ルー ルの策定(な りす ま しの法 的効果 や電子

通知 の到達 の解釈 等)を 行 う。

また,良 質な情報 源が十分 に供給 されかつ

利用 され るIT社 会の実現 のため,コ ンテンツの

契約慣 行 ・流 通 慣行 の是正,ド メイ ン名利 用の

適正化 や特許 ・著作権 等 の知 的財 産権 に関す

る制度整備等 について必要 な施策 を講 じる。

(2)中 小 企業の1「r/ili,:命へ の対応

2003年 度 中 に,中 小企業 のおお むね半数程

度が イ ンター ネ ッ トを活 用 した電子 商取引等

を実 施で きるこ とを目標 と し,中 小.企業 の規

模 や業 種 ・業態 に応 じた きめ細 か な支援 を行

う(現 在,中 小 企業 の2割 強が ホー ムペ ー ジ

.ヒで の 販売 ・注 文 の受'付を実施 。)、,具体 的 に

は,中 小 企業 がITを 清 川 して 事 業 の 効 率 化,

取 引範 囲の飛躍 的拡大 を実現 で きる よう,企

業 間連 携 ネ ッ トワ ー ク シス テム の 開発 、IT研

修 セ ミナー ・ア ドバ イザ ー派遣等 の施 策 を総

合的 に推進 す る。

図8 電子商取引等の促進

2005年 の 姿

O高 額な取引でも安心してインターネットで取引可能

O「「を活用して迅速なビジネス展 開が可能

O知 的財産権の保護が徹底され、様々な魅 力あるコンテン

ツがインターネットを通じて提供

○すべての消費者は、個 人情報 の流 出やコンピュータの操

作ミス等を気にせず安心して電子商取引を実践

○おおむね半数程度の 中小企 業がインターネットを活用し

て電子商取引等に参加(2003年)

目 標

○電子商取引の市場規模を大幅に拡大
(2003年に、BtoB取 引の市場規模が70兆円を、

またBtoC取 引の市場規模が3兆円を大幅に上回る

ようにする)

現 状

○電子商取引の比率は米国に比較して低レベル

OlT化 に対応した規制改革やルール整備に遅れ

○知的財産権の保霞に関するルールが未整備
○■子商取引における消費者保箆が不十分

規制の晒 し
・2001年度に電子商取引を阻害する規制を見直し

・2001年度に行政機関による法令適用事前確認手続を導

入
・2002年の株主総会でインターネットを利用できるよう

商法を改正

新たなルールの整備

・2001年 に電子契約、情報財契約、イ ンターネ ッ トサー

ビスプロバ イダー等の責任 に関す るル ール につ いて、

法的基盤 を整備

一 及び菊週
・2001年中にドメイン名利用を適正化

・2002年度までにコンテンツの契約慣行等を是正

=
・2001年 に個人情報保護に関する法的基盤を整備

・2001年 にBtoCの ためのADRス キ ーム を構築

空処金星
・2003年 度まで に、中小企業が|Tを 活用す るための基盤

を整備 ・

V[.情 報 通信 技 術 開発

情報通信技術の革新は,高度情報通信 ネッ

トワーク社会の発展の基盤であり,日 常生活

まで含めた幅広い社会経済活動に大きな変革

をもたらすとともに,情 報通信産業のみなら

ずあらゆる産業の変革を通じて我が国産業の

国際競争力の強化をもたらす源泉となる。当

省としては係る基本的な考え方を踏まえ,具

体的に以下の施策 に取 り組んでいく。

(1)先 端 的 ・基盤 的技術 開発 の促進

IT革 命 を根 本 か ら支 える基 盤的技術 と して

「高速 ネ ッ トワー ク」,「高 速 コ ンピュー テ ィ

ング」,「 ヒューマ ンイ ンター フ ェー ス」,こ

れ を共通 的 に支 える「ソフ トウェア」及 び 「デ

バ イス」 の各分 野 につ いて産学 官の連携 を図

る とともに,効 果的 な予 算投 入方式 の もと戦

略的 ・集 中的 に技術 開発 を実施 してい く。

具 体 的 には,次 世 代 のITを 担 うスーパ ー ク
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一
リエー タの発掘 ・育 成,世 界市場 を席巻 しデ

フ ァク ト ・ス タ ンダー ドを確 保す るよ うな ソ

フ トウェア開発 プ ロジェ ク トの推進,シ リコ

ン半導 体技術 の一 層 の微細 化 ・高速 化 の ため

の技術 開発(次 世代 半導体 デバ イス プロセス

等基 盤技術 プ ロ グラム)等 であ る。

(2)全 て の 国民 がITの 恩 恵 を享受 で きるた め

の技術 開発の促進

障害 者 ・高齢者等 が容易 に取 り扱 え る よう

なIT機 器,ソ フ トウェ アの 開発 ・普 及等 を行

うこ とに よ り,こ れ らの もの の社 会 ・経 済へ

の積極 的参加 を促進 す る(ITバ リア フ リープ

ロジェ ク ト)。

W.国 際 的 な協 調 及 び 貢献 の 推進 ～

ア ジアIT革 命 の推 進

ITの グローバルな性格に鑑みる と,国 内外

シームレスな制度整備 ・事業環境整備に向け

各国との連携を図ることが極めて重要であ

る。特に我が国と経済相互依存関係が深いア

ジア諸国を中心とした情報人材の育成や,電

子商取引円滑化のための基盤整備作 りを支援

することは重要である。当省ではかかる基本

的 な考 え方 を踏 まえ,具 体 的 にはITス キル標

準 の相互 認 証 ・共通 化,e-Learningの 普 及 な

ど を通 じた ア ジア大 で のIT人 材 市 場 の活 性

化,PKI(公 開鍵基 盤)の 整備,電 子 署 名 ・認

証制 度 の国際相 互承 認,貿 易 金融EDIと 海外

貿 易手続 きシステ ムの相 互連携支 援等 の ルー

ル整備 を通 じた アジア大 で の電子 商取 引の活

性 化等 の実施 に取 り組 む。

「皿
.終 わ り に

以上 の よ うに,経 済 産業省 はIT戦 略本 部 に

よっ て策 定 され た 「e-Japan国 家 戦 略」 に則

し,各 施 策 を通 じてIT社 会 形成 のた めの環境

整備 を行 ってい く。勿論 た だ機械 的 にかか る

諸 施策 の実現 を図 るので はな く,日 進 月歩で

あ るIT技 術 の進展 や,変 化 の激 しい経済動 向

に注視 し,時 宜 に応 じた形 で施策 を実現 して

い くこ とが 肝 要 で あ る こ とは い う まで もな

い。 当省 と しては,民 間の競 争 を通 じて新 た

な市場が創 出 され,そ の市場 が さらに新 しい

需 要 を喚起 す る,と い う好循 環が生 み 出 され

るこ とが重要 と考 えてお り,今 後 も我が 国が

世 界 に冠 た るIT立 国 となる よう施策 を実施 し

てい く。
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情報化 月 間は,情 報 化社会 の健全 な発展 を

推 し進 め てい くため,広 く国民各層 に情報化

に対 す る正 しい認識 と理解 を深 める こ とを 目

的 に関係6府 省(経 済 産業省,内 閣府,総 務省,

財務 省,文 部 科 学省,国 土交 通 省)に よる政

府行事 と して,毎 年10月 に行 われてい ます。

昭和47年 に10月 第1週 を 「情報 化 週 間」 と定

め発足 しま した。 そ の後,昭 和57年 か らは10

月 を 「情報 化 月間」 と改 め,本 年度 で30回 目

を迎 え ま した。

情 報化 月間 は,今 回 で30回 を迎 え ま した。

21世 紀最 初 とな る今年 の情報化 月 間は,先 に

政 府が 「e-Japan戦 略 」 お よび 「e-Japan重 点

計画」 を決 定 し,世 界最先端 の 「IT社会へ の

転換 を迅速 に推 進す る ため積極 的 に取 り組 ん

でい る ことを受 けて メイ ンテーマ を 「ITで創

る21世 紀 ～世 界 最 先 端 のIT国 家 を 目指 して

～」とし,全 国各地で10月 を中心 に,関 係省

庁,地 方 自治体,諸 団体等 により多数の行事

が開催されました。

今年度の情報化月間の冒頭を飾る行事とし

て政府主催の 「情報化月間記念式典」が去る

10月1日(月)に 情報化 月 間推進 会議(議

長:児 玉幸治財団法人日本情報 処理開発協会

会長)に より東京全 日空ホテルにおいて挙行

されました。

記念式典は,児 玉議長の挨拶 に始 まり,平

沼経済産業大臣をは じめ,総 務省,国 土交通

省の各省か ら来賓がご列席され,そ れぞれご

挨拶があ りました。ひきつづき情報化の促進

に多大の貢献があった個人,企 業等の皆 さん

への各大臣表彰 と優秀情報処理システムへの

情報化月間推進会議議長表彰がそれぞれ行わ

れました。
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また,22回 目を迎 える 「全国高校 生 ・専門

学校 生 プ ログラ ミング ・コンテス ト」 の入選

者 に対 して,平 沼経 済産業大 臣 か ら経済 産業

大 臣表彰 と太 田経 済産業 省商務情報 政策 局長

か ら商務 情 報 政 策 局長 表 彰 が行 な われ ま し

た,,

以

上
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会

情報化 月間記念式典特別行事

記念式典当日は,東 京全 日空ホテルにおい

て情報化月間を記念した特別行事として以下

の催 しがありました。

①情報化月間記念講演会

「21世紀のIT社 会」

主催 財団法人日本情報処理開発協会

②電子商取引シンポジウム

「電子署名・認証で,ど う変わる電子認証取

引～電子認証基盤 サービスの現状と展望～」

主催 電子商取引推進協議会,ア ジアPKI

フォーラム推進協議会

③医療情報 シンポジウム

「IT時代 を迎 えた医療 ・福祉 の現在 と未 来」

主催 財団法人医療情報システム開発センター

④ITSSPシ ンポ ジウム

「中堅 ・中小企 業が戦 略的情報 化推進 の専

門家 を効果 的 に活 用す る方法」

主催 特定 非営利 活動 法 人ITコ ーデ ィネー

タ協 会,情 報処理振 興事業協 会

⑤e-Leamingシ ンポ ジウム

「e-Leamingが 与 える イ ンパ ク ト」

主催 先進学 習基 盤協議会

さらに,情 報 化 月間記念式 典併設行 事 と し

て,(財)日 本情 報処 理 開発 協会 の主催 に よ

り,「 全 国高 校生 ・専 門学校 生 プロ グラ ミン

グ ・コ ンテス ト入選作 品展示 ・デモ ンス トレ

ー シ ョン」 が開催 され ま した
。特 別講演会 を

は じめ,各 行事 はいず れ も満員 の聴衆 を集め,

IT不 況 といわれ る中 にあ って も企 業等 のIT化

に対 す る関心 と期待 の高 さを裏付 け る催 しと

な りま した。

なお,記 念式典終 了後,情 報 化 月間の 開始

を祝 し,情 報 産業 関係 団体 の主催 に よる記念

パ ーテ ィが催 され,主 催者 を代 表 して児玉幸

治情報 化 月間推 進会 議議長 お よび来賓 として

平沼赴 夫経済 産業大 臣か らご丁重 な ご挨拶 を

い ただ きま した。 また野 呂田芳 成 自由民主 党

情報 産業 振興議 員連 盟会長 か ら来賓 を代 表 し

て ご挨拶 と乾杯 の音頭 に よ り記 念パ ーテ ィが

開会 され ま した。

記 念 式典 に お い て表 彰 を受 け られ た 方 々

や,情 報 関連 を中心 に関係各 方面か ら多数 の

参加者 を得,盛 会裏 の うちに終 了 しま した。
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平成13年 度情報化月間
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平 成13年 度

情 報 化 月 間 記 念 祝 賀 会
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児玉幸治議長挨拶

φ

∀

平沼越夫経済産業大臣挨拶

▲望

響

.

炉

野呂田芳成 自由民王党

情報産業振興議員連盟会長

乾杯の音頭
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1.平 成13年 度情報化促進貢献個人受賞者一覧

経済産業大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

社団法人日本情報システム・社団法人日本情報 システム ・ユーザー協会及び特定非営利活動法人

河野 俊二 ユ ーザ ー協会
ITコ ーディネータ協会の長 として,ま た,情 報処理振興事業協会評

議員 として,情 報化 の普及 ・啓発の推進役 として尽力 し,我 が国の

会長 情報化の促進に多大な貢献を した。

カテナ株式会社代表取締役社長 として30年 あまり我が国コンビュー

小宮 善纏
カテナ株式会社

代表取締役社長

タ業界の発展に寄与するとともに,社 団法人日本 コンピュータシス

テム販売店協会長 として,ま た,多 くの情報化推進団体の役員 とし

て,我 が国の情報化の促進に多大 な貢献をした。

時代に先駆けて未来の電脳社会のための新 しいコンピュータ体系 「ト

坂村 健
東京大学大学院

情報学理教授

ロ ン構想 」 を提唱 し,純 国産OS(OperatingSystem)で あ る トロ ンに

関す る普 及啓発,調 査研 究,標 準化 を推 進 し,我 が 国の情報化 の基

盤構築 に貢献 した。

⊇

仙田 勤
日本電気株式会社

専任顧問

我が国情報産業の創生期か ら30余 年にわた り,卓 越 した先見性 と調

整能力を発揮 して業界の意思統一,政 策の立案 ・作成に協力するな

ど,今 日の我が国の情報化の普及 ・促進及び情報産業の発展 に多大

」含

1ご

ξ
な貢献 をした。

ξ}

全国地域情報産業団体連合

岐阜県情報化促進のため岐阜県情報産業協会の設立や,全 国地域情
報産業団体連合会の設立 ・運営など終始一貫 して地域の情報化のた

£

ξ
辻 正

会長
めに尽力するとともに,特 定非営利活動法人ITコ ーディネータ協会

の設立にも尽力 し,中 小 ・中堅企業の情報化にも貢献 した。
§
嚢

慶慮義塾大学教授,日 本学術会議第4部 副部長,国 立情報学研究所

土居 範久
慶鷹義塾大学 運営協議員などとして,コ ンピュータ及び通信 システムのセキュリ

テ ィに関す る研 究を行い,サ イバーテロ対策検討,情 報セキュ リテ

教授 イマネジメン トシステムなど我が国の情報セキュリティレベル全体

の向上に貢献 した。

顧客 との取引商慣行 の是正や市場環境変化への対応問題(2000年 間

株式会社 日本総合研究所 題等)に 対 し,長 年,社 団法人情報サービス産業協会の役員 として

野田 俊明 尽力 して情報サービス産業界の発展 に寄与する とともに,特 定非営
前相談役 利活動法人ITコ ーディネータ協会の役員 としても中小 ・中堅企業の

情報化に尽力 した。

総務大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

高度情報通信社会推進本部有識者として,「 高度情報通信社会推進

北岡 隆
三菱電機株式会社 に向けた基本方針」の策定に尽力 したほか,電 気通信審議会委員 と

して,我 が国が目指すべ き情報通信社会のビジ ョンの道筋 と役割を
常任相談役 示す 「21世紀の情報通信 ビジ ョン」の策定を行 うなど,多 年にわた

り我が国の情報通信政策ビジョンの策定に多大 な貢献をした。

特許庁において,行 政情報システムの先進的システムであるペ ーパ

株式会社パ トリス
一レス ・システムの開発に参画 し,同 庁の行政情報化に寄与す ると

柴田 司壽男
上級技術専門職

ともに,政 府全体の情報化推進の基盤となる共同利用体制の支援施

設の設置及び法令検索システム等各省庁共通システムの開発に尽力
し,我 が国政府の行政情報化の推進に貢献 した。
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零歳脇年額節驚鰯網'

氏 名 所 属 業 績 〔

ilLl

l

ζ

[
`

鈴木 幸一

株式会社 インターネッ ト

イニシアテ ィブ

代表取締役社長

我が国の商用インターネッ トサー ビスの先駆者 として先進技術の開

発を積極的に進めるなど,イ ンターネット分野 を常 にリー ドし続け

たほか,政 府のIT戦 略本部員として,「e-Japan重 点計画」等の策定

に携 わるな ど,イ ンターネットを中心に我が国情報通信の発展 に多

大な貢献 をした。

中川 正雄
慶雁義塾大学

教授

長年 にわた り,秘 匿性に優れ,耐 妨害 ・干渉能力が高いスペ ク トル

拡散通信技術や周波数利用効率が高いCDMA(符 号分割多元接続)

を用いた無線 システムの研究に従事 し,考 案 したTDD(時 分割複信

方式)-CDMAが 日欧の携帯電話の標準 として採用されるなど,無

線通信の高度化 に多大な貢献 をした。

8

ミ〕

曇藷

著
'" .一ぺ ・㍍・ぐな 碍 認 ま・て・5ン・ ぺ,認 己注 冷 香.r・ 多煕 、こ起'τ ノ、 、さ話声冷 ヤぶ=・z>o'バ 乙寸:'s尽弦 竃 訟 一 吟・り～・- フ亨ぞ

国土交通大臣表彰

氏 名 所 属 業 績 蓉
i匿

東京理科大学

同氏は,衛 星 リモー トセンシングの第一人者であ り,我 が国有数の

衛星画像処理解析装置 を開発 した。これは国土交通省の河川環境,

道路環境,海 岸環境,都 市環境等の地球的規模の監視に活用 されて

£

》

ξ
大林 成行

教授
いる。

また,建 設業中央審議会建設産業部会委員,建 設情報技術審査証明 …
委員会委員長,情 報化施工促進検討委員会委員長等を歴任 し,国 土 |
交通省 における情報化促進 に多大の貢献 をした。 」
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2.平 成13年 度情報化促進貢献企業等表彰

経済産業大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

一

「

二

〇
ll

Σ

エヌ・テイ・テイ・ソフトウェア株 式 会 社
代表取締役社長

鶴保 在城

「確かな技術力,提 案力によりお客様の課題を解決 し,品 質の良い

システムを構築するシステムインテグレーション企業」 を基本理念

として,EC,セ キュリテ ィ,モ バ イル関連 などにおいて次世代 を担

う先端技術開発 に積極的に取 り組み,情 報サービス業 として我が国

の情報化推進に多大の貢献をした。

株 式 会 社 ジ ェイ・ピ イ・エス・エス

代表取締役

佐谷 聡太

特定 の メー カに とらわれる こ とな く,「24時 間365日 の テ レホ ンサ ー

ビス」 を事 業 の核 に,出 張 サ ポー トサ ー ビスな ど も行 い,パ ソコ ン

コ ンシューマへ のサ ポ ー トサ ー ビス体 制 を整備 し,情 報化 促進 の先

導的役割 を果 した。

株式会社仙台水産
代表取締役社長

島貫 文好

全国初 の,騒 音下であっても音声聞き取 り可能な 「せ り音声入力シ
ステム」 を導入 し,卸 売市場における情報化 を進め,「 鮮度 を求め

,ス ピー ド最優先」のこの業界 にあって迅速,効 率的かつ正確 なせ
り値情報の伝達を可能とした。

株式会社武蔵野
代表取締役社長

小山 昇

リネ ンサ プ ライ業 にお いて,ボ イスメ ール ・FAX・ イ ンター ネ ッ ト

を一 元管理 す る こ とに よって社 内 の情 報 を共 有 し,お 客様 のニー ズ

に迅 速 に対 応 で きる システ ム を構築 す る など,リ ネ ンサ プライ業 の 撒

情報化 の先 導的役割 を果 た した。

SapPoroBizCafe
代表

村田 利文

IT産業集積地サ ッポロバ レーにおいて,全 国に先駆 けてITベ ンチ ャ
ー企業 を中心 とした情報交流の場の開設 し,IT企 業の集積強化,ヒ
ューマ ンネッ トワークの拡大や次世代ベンチャー企業の育成 を目指

すなど北海道の情報化のけん引役を果た した。

ξ
il

竃

ヒュ ーマ ン グル ー プ

代表

内海 和憲

「全員経営,全 員 コンピュータ」 を合言葉にグループ企業全社の情

報共有化を進め,バ ス会社や自動車教習所における乗客 ・生徒 など
か らの意見 ・苦情 を一元管理することにより,コ ミュニケーション

の円滑化を図った。

ピ ー ・シ ー ・エ ー 株 式 会 社

代表取締役社長

大炊 良晴

会計業務のコンピュータ利用に注 目し,人 材不足に悩む中小企業で

あっても導入可能な低価格,高 性能かつ操作性の良い会計業務処理

の可能なパ ッケージソフ トウェアの開発 ・販売を通 じ,中 小企業の

業務の効率化及び1青報化の進展に大 きく貢献 した。
,.・ ㌶ 津 さ・∵'.T

'L心 ・ミ・ ・へ
.:詫r二 丁咋 酬1鮫 ← 二 w、 亀 一一 －A

総務大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

高速ネッ トワークインフラを整備するとともに,法 人市民税 申告や

介護保険申請を行 うことができる電子 申請 ・電子 申告受付 サー ビス

岡山市
市長

萩原 誠司

システムや,電 子認証基盤を利用 した情報公開システムを構築す る

など,電 子市役所の実現 を目指 した施策を積極的 に推進 してきたほ

か,学 校インターネッ トにおいては接続が100%に 達するなど,地 域

情報化の推進に多大な貢献 をした。

点在するキャンパスに適 したマイクロ波による画像情報ネッ トワー

学長 クシステムを構築するとともに,山 間辺地における医療サービスの

信州大学 向上のために,遠 隔医療支援衛星通信 システムの研究 を推進するな
森本 尚武 ど,地 域の核 となる研究機関として,地 域の情報化の進展に多大 な

貢献をした。

各地に分散する研究開発機関を高速通信ネッ トワークでつな ぐこと
マルチメディア ・バーチャル ・ラボ 会長 により,あ たか も一つの研究所において研究開発 を行 っているよう

開発推進協議会 熊谷 信昭
な高度な研究開発環境を実現するため,研 究調査,実 証実験,情 報
交流及び普及啓蒙活動を様々な分野で推進するなど,情 報通信を用
いた研究環境の整備 ・発展に多大な貢献 をした。
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平成13年度情報化用聞

国土交通大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

同社は,道 路舗装工事 を行 う建設業者であ り,同 社が開発 した 「レ

モ ネ ッ ト」 は,従 来,電 話 やFAXで 行 っ てい たアス フ ァル ト合材 発

代表取締役社長 注 を,携 帯電話のデータ送信機能 を用いて実施できるシステムであ
朝日建設株式会社

林 和夫
る。本 システムによりアスファル ト合材発注の迅速化,発 注 ミスの

低減,発 注書作成の自動化等の業務の効率化が実現 した。

同社は,建 設業界において先進的で模範となる企業である。

同 ホテ ルは,平 成13年4月 か らITホ テ ル と して他の ホテ ル に先駆 け

て全客室に超高速度,大 容量 のインターネッ ト回線を整備 し,24時

代表取締役社長 間,完 全無料提供 した。
株式会社京王プラザホテル

加藤 奥
さらに,ホ テル従業員用に情報携帯端末を利用 した宴会情報検索シス

テムを開発し,宴 会情報の問い合わせに迅速な対応を可能とした。

同ホテルは,ホ テル業界において先進的で模範 となる企業である。

同社 は,躯 体(鉄 骨)工 事の専 門業者であ り,同 社が開発 した 「鉄

骨建方支援 システム」は,設 計データか ら平面図,断 面図を作成 し

向井建設株式会社
代表取締役社長

向井 敏雄

,三 次元描画 を行い,部 材の干渉チェック,作 業計画図の作成,作
業時間の計算,工 程表 ・見積書の自動作成等 を可能 とす るシステム

である(特 許出願中)。 同社は,機 械士工業会の情報化 において先

進的で模範 となる企業である。
.P'、r'∀

3.平 成13年 度情報化促進貢献情報処理システム表彰

情報化月間推進会議議長表彰
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システムの名称 企業等の名称 表彰理由 i.

ト

一般通信機器(携 帯電話

同システムは,河 川の防災情報をインターネッ ト,携 帯電話

でいつでも,ど こで も,リ アルタイムに河川管理者及び一般

国民に伝達で きるシステムである。

提供 データは,全 国26基 のレー ダ雨量計の最新情報,テ レメ

葺葦

i

膓

機)に よる河川情報提供 財団法人河川情報センター 一タ雨量 ・水位観測所3の00箇 所のデータ,ダ ム情報,水 質情

報等である。
…
[

システム 同システムにより河川管理者は,災 害時の迅速な初動体制の

確立が可能 とな り,個 人は,自 己の判断による迅速な避難が

可能となった。 、

|1

ま

`1
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システムの名称 企業等の名称 表彰理由

インターネットを利用 した和菓子販売システム。通信販売を

インターネッ ト通信販売 基幹業務に直接結びつけることによ り,顧 客情報を顧客サー

株式会社たねや ビスの源泉 として利用可能とするとともに,基 幹業務 システ

システム ムのデータ入力 ・交換の手間を省 き,確 実かつ迅速な決済,

商品出荷作業の効率化向上に寄与 した。

介護情報通信

連携 システム
対馬総町村組合

対馬全島6町 が協調 し,既 存システムの ネットワークによる

統合化 によって実現 した介護情報通信連携 システム。複数の

業務支援 システムの共通接続仕様を実現 してお り,今 後,同

様のサービスが広がる可能性が大 きい。

企業内のPC資 産及びソフ トウェア資産の効率的な管理を実現
QualltyNetwork

DistributorPlus
クオリテ ィ株式会社

す る ソフ トウ ェア製品。企 業 内で はPCや ソ フ トウェ ア管理 の

ため の コス トが 隠れ た情報 システ ム費用 となってお り,そ の

費用削減を効率的に行 うことができる。

同システムは,全 国の主要港湾11g港 を対象 とし,港 湾施設の

平面図,標 準断面図,港 湾施設の設計条件,過 去の被災事例,

港湾の危機管理情報 財団法人港湾空港建設
建設費等のデータベース及び災害発生時の被災情報の収集/伝

達,港 湾施設の使用可否の判定,被 災額の算定,応 急復旧工事 ㌦

システム 技術 サー ビスセ ンター の支援,本 格復旧工事の支援等 を行うサブシステムから構築さ 9

れている。

同システムにより国及び港湾管理者は,地 震等の災害発生時に ll
迅速かつ効果的に災害に対応することが可能となった。

…

在来線信号設備

自動検査 システム
東海旅客鉄道株式会社

同システムは,在 来線の鉄道沿線 に点在する膨大 な数の信号

設備,電 気転轍機,軌 道回路,踏 切保安装置等の状態 を常時

監視 し,デ ータを収集 して設備の修理等 の保全業務を効率化

す るシステムである。本 システムにより,現 場 に行かな くて

も設備の状態が把握でき,故 障時の故障個所の特定が容易に

ξ

ll:

6

曇
r

な り,早 期復 旧が 可能 となっ た。 また,本 シス テム は,定 期

的に設備のデータを蓄積 し,故 障が起 きる前 に部品交換等の

適切な措置を講 じて事故を未然 に防 ぐことが可能 となった。

J・・SKYス テ ー シ ョ ン

J－フォン東 日本株式会社

サービス開発本部
技術推進室

携帯電話 を利用 したインターネット接続サービス(モ バ イル

インターネット)に おいて,エ リア毎に特化 した情報を自動

的に配信 し,利 用者が確実に情報 を入手で きるシステムであ

り,携 帯電話利用者の利便の向上に貢献 した。

JANETは,カ ー ド業務,個 品,融 資 ・ロー ン,集 金無保 証,

住宅ローンを含む全信販業務 をカバーす るとともに,そ のす
JANET 株式会社 ジャックス べてが24時 間対応であ り,加 盟店の24時 間営業を支払の観点

か ら支援 し,消 費者への新たなサービス機会の提供 に貢献 し

た 。

総合的な車輌情報管理システムとして,目 に見える車輌の動

車輌情報システム きをもとにオンラインでの全車輌の位置情報把握,合 理的な

株式会社コァ九州カンパニー 配車,顧 客サービス向上,顧 客へのレポー ト作業の効率化 な
「CAST」 どの企業情報処理システム化 を実現 した。本 システムは運送

業以外への展開 も期待 される。

すかい ら一 くのオープン調達システムを推進するシステム。

すかい ら一 く調 達 リバースオー クションを導入するなど低価格化が進行する外

株式会社すかいら一く 食産業への波及効果は大 きく,ま た,こ れだけのシステムを
シス テ ム(B2Skylark) 開発期間が約二 ヶ月とい う短期間で構築 されたことも大 きな

成果である。

繊維業界 におけるファイバー販売,調 達の標準的業務 プロセ

繊維ECシ ステム エイ トピア株式会社 スを提供することによって,繊 維業界全体の業務効率化 と迅

速化を実現 した。技術的にもJava/EB,XMLな どを採用 し,

拡張性 に優れたシステムとなっている。
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平成13年度情報化月間

シス テムの名称 企業等の名称 表彰理由

総合金融サ ービス用

顧客情報デー タベース

システム

安田火災海上保険株式会社,

安田火災システム開発株式会社

社内に蓄積 している顧客データ約4,000万 件 を,社 内の約1万

台の端末か ら検索することにより,顧 客に対す るサー ビスの
向上及び提案型営業活動 を実現 した。高可用性 を実現するた
め,ISOI4001取 得で得たノウハウを利用 したシステム開発 ・

運用,イ ンテルラボ活用による事前検証の徹底 を実施 した。

中継 局 スーパ ー システ ム
讃責テレビ放送株式会社

技術局

文字多重放送の内容 を中継局単位で番組に個別にスーパー挿

入できるシステムで,中 継局ごと独立 した情報の送出が可能

であり,地 上系TVの デジタル化に伴 うアナログ周波数変更の

周知方法 として活用 されるなど,放 送の発展に貢献 した。

分散 オブ ジェク ト指向

地図情報 システム

「GeoMation」

日立 ソフ トウェアエ ンジ

ニアリング株式会社

分散 オブジ ェク ト技術 を活用 し,イ ンター ネ ッ ト上 に分散 し

てい る空 間情 報 を,OSや メ ー カの違 い を問 わず,さ らにイ ン

ター ネ ッ ト利用 を可 能 に した,業 務 用途 に応 じた地 図情報 サ
ー ビス提供 を リア ル タイム に行 うこ とが で きる システム であ

る。

無線LANに よる離島遠

隔医療支援システム

株式会社ケイディーデ ィ

ーアイ研究所

無線LANシ ステムと双方向映像伝送 システムにより構成され

ている本システムは,従 来のシステムと比べて安価に構築で

きることや操作が簡単 にできることなど,離 島 との間の遠隔

医療の向上に貢献 した。
'「'戸?㍉
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4.平 成13年 度 全 国高校 生 ・専 門学 校 生

プログラ ミング・コンテス ト入選作品

全国高校生 ・専門学校生プログラミング ・

コンテス トは,経 済産業省が次代 を担 う青少

年の情報教育の重要性に着目し,昭 和55年 か

ら情報化月間の主要行事 として 「全国高校生

プログラミング ・コンテス ト」を実施してい

ました。

平成7年 度か らは,将 来各種の高度情報処

理技術者 となるための基礎的な知識 ・技術を

備えた人材として期待 される専門学校生もコ

ンテス トの対象に加え,新 たに専門学校生の

部 を設 け 「全国高校生 ・専門学校生プログラ

ミング ・コンテス ト」 として実施 し,今 回が

22回 目とな りました。

今年度 は,8月10日(金)と 応募締切 を昨

年 よりも若干遅 らせたためか例年になく多数

の応募 が寄せ られ ま した。応募作 品は 「全 国

高校生 ・専 門学 校生 プログ ラ ミング ・コ ンテ

ス ト審査 委員会」での厳正校 正 な審 査 に よ り,

以下 の10作 品(プ ログ ラ ミング部 門5点(高

校 生 の部3点,専 門学校 生 の部2点),コ ンテ

ンツ部 門5点(高 校生 の部3点,専 門学校生 の

部2点)が 入選 され ま した。

入 選 さ れ た 方 々 に は,10月1日(月)の

「情報 化 月 間記 念式 典」 にお い て,平 沼経 済

産業大 臣 と太 田経 済産業省 商務情 報政策局 長

か ら賞状,記 念 の楯 と副賞 が贈 られ ま した。

また,入 選作 品 は,記 念式 典の 併設行事 と

して,展 示 ・デモ ンス トレー シ ョ ンを行 い,

多数の来場 者 に紹 介 され ま した。入選作 品 は

視 点が それぞ れ違 い,多 様 で実 用性 のあ る も

の も多 く技 術 的 に もビジュアル的 に も優 れ た

作 品 ばか りで した。
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展示 ・デ モンス トレーシ ョン風景

今年の入選作品

《プログラミング部門》 【高校生】

作品名
作 成 者 作品の概要 ・表彰理由

学校 ・学科 ・学年 氏 名

初心者であっても簡単に動的なWebペ ージの作成を可能
最 北海道有朋高等学校 とす るためのサ ポー トソフ トウェアであ る。 高校で はあ

優
秀
賞

Jaguar1.0 通信制課程

普通科3年

廣瀬 貴一 まりJAVAに 関す る教育は行われていない中,煩 雑 な
JAVA言 語で実現 した点が高 く評価でき,技 術的にも良

くできた作品である。

学校行事,部 活又は個人が使用する施設の利用に関す
る予約管理のソフ トウェアである。施設の予約登録 ・

優
秀
賞

予約管理システム

「かもめ」

神奈川県立神奈川

総合高等学校

普通科3年

水谷 正慶

閲覧などをオ ンライン化することによって,端 末か ら

操作を可能としている。 また,上 位権限を有する者が

強制的に変更可能である とともに,利 用 日まで一週間

以内であれば変更で きないなどの工夫 もみられ,シ ス

テムの完成度が高い点が評価された。

Excelを 用 い て作 成 した献 立作成 ソフ トウ ェアで ある。

性別 ・年齢などに応 じて食べたい食品を入力すること

優 佐賀県立鹿島実業 により必要栄養量を計算 し,栄 養過多の場合 は必要な

秀 献立作成表 高等学校 針屋 裕美 運動量(例 散歩10分)を 示すなど,学 校で勉強 して

賞 食品調理科3年
いるテーマを選び,学 習の成果をまとめた高校生 らし

い作品となっている。 また,使 う人の身にな り操作性

によく配慮された作品である。
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平成麟 度情蹴 薄商

《プログラミング部門》 【専門学校生】

作品名
作 成 者

学校 ・学科 ・学年 氏 名
作品の概要 ・表彰理由

佐々木恵祐

横浜デジタルアーツ 岡田 友樹 世 間 に広 く普及 した携帯 電話(iー アプリ)対 応 したゲー ド

入
賞
Switch&Shift

専 門学校

マ防 メデ ィアスへ.シヤリスト科

萩原 明人
石原 巧

伊藤 直樹

ムソフ トェアである。特に,20～30代 をターゲッ トに電

車の待ち時間などのちょっとした時間つぶ しを想定 して

作成された作品である。 携帯電話向けに操作性や視認性
3年 川越 紳吾 が良 く,ま とめ られた作 品である。

小池こずえ

定められた文法に従って コマン ドを入力することによ

日本電子専門学校
り,画 面 上の キ ャラ クター(亀)を 操作 して図形 を描

くこ とがで きる作 品である。 一 見,古 典的 な内容 であ`
入
賞
CurtleGraphics コンビ.ユ一夕総 合 技術 科 酒井 基之 るが,イ ンタプ リタ系 の言語(Basic)を 学 習す るツー 一

2年 ル と しては,実 用性 が高 く,か つ,「 プ ログ ラム とい

うのはこうい うもの。」 を体験できる点 は評価で きる

作品である。
パ'」

・㌧h・ ヌ ・ い"∵ ∴ ∨埠・喜 、こ、'ゐ 邊 ゐ":、'"・'、 ㍉,翁 ド 『 」・'芯 ・'〆 ヴ ヨ.一 、 三 ・・=エ ・「 、',・ 、

《コンテンツ部門》 【高校生】

作品名
作 成 者

学校 ・学科 ・学年 氏 名
作品の概要 ・表彰理由

千葉県立一宮商業 西周 由貴 幼年期の子供たちが,ゲ ーム感覚で楽 しみながら読み 己.

高等学校 田中 優子 書 きの学習ができる作品である。豊富なイラス トと動 三「
最
優
秀
賞

もじもじ

かずかず

商業科3年

情報処理科3年

露崎 俊之

矢澤 浩一

藍 佑次

画を使用 して,見 た 目に も楽 しい作品である。正確に

画面上の文字や数字ををなぞることがで きると 「優 し
いほめ言葉」が画面にあ らわれるなど,飽 きることな

く学習で きるように配慮 されている。内容的にも充実

!

…
石井 智子 してお り,作 成者達が楽 しみなが ら作ったと思われる ξ

石川 美帆 良い作品である。 匡
:

学校の図書館 を利用するに当た り,図 書館のすべての
ξ

優
秀
賞

Se三ryoB皿ko

－ 図 書 情 報

シス テ ムー

福島県立清陵情報

高等学校

情報電子科3年

片岡 優貴

坂倉 祥子

蔵書を対象に検索可能であ り,ま た,検 索 したい図書

名や著作者名の一部 を入力 しても検索で きる作品であ

る。さらに,館 内の地図や写真なども視覚面 にも配慮

した作品である。楽 しく図書館 を利用で きるように配
ミ

§

慮された実用性の高い作品である。 ξ

作成者が通う高校紹介のホームページの出来が悪い と

埼玉県立熊谷工業 感 じ,作 成者 自らホー ムペー ジの リニ ューア ルす るこ 卜

入
賞

熊工

ホームページ
高等学校

基礎工学科3年

須田 和宏
とを目的に作成 した作品である。自ら取材 した学校紹

介の画像 は,デ ジカメやスキャナーで取込むなど,全

体のまとまりもよく,画 面が見やす く,綺 麗 にまとめ

…

…

てある点が評価できる。 i
L

皿,,,甲9「}一 一 一_一 一
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《コンテンツ部門》 【専門学校生】

作品名
作 成 者

作品の概要 ・表彰理由
学校 ・学科 ・学年 氏 名

優
秀
賞

は じめ て の

OutlookExpress

～ 教 育 コンテンツの

CD-ROM制 作 ～

横 浜 デ ジ タル ア ー ツ

専 門 学校

マルチメテ"イアスへ.シャリスト科

3年

徳永 聡

藤田 実有

聴覚障害者の方々に対するコンテンツの説明が少なく,

かつ,文 字中心であることを知った作成者が,手 話を使

ってパソコンの操作方法を教えるために作成 した作品で

ある。 アプリケーションソフトの操作法を文字で解説す
るとともに,操 作法を同一画面で手話でも映像(動 画)

として表示 し,よ り聴覚障害者が理解できるように工夫

した点,ま た,テ ーマとしても社会派視点であるなど完

成度の高い作品である。

入
賞

日めくり家の1年

前編

静岡産業技術専門学校

マルチメディア科2年

田畑 典子

斎藤麻衣子

伊藤 大師

国民の祝祭日や記念日,季 節の変わり目などを知 らせる
二十四節気など,日 本の伝統をわかり易 く伝えるために

アニメーションで表現 した作品である。アニメーション

や画像を豊富に使い,わ か り易 く,親 しみ易 く,丁 寧に

作られてお り,作 成者達自らが取材 し,デ ータベースも

しっか りしている点が評価できる。

' ブ ・-一 ス・ 瓜.て . ・、'㍉'一 〉 一 「.・、プ.rミ'ペ ー'7:w5一 〉 ㌻'㌧ ・'≒

本 コ ンテ ス トは,来 年 度 も今 年度 と同様 の 日程 で実施 され る予定 にな ってい ます 。詳 しくは,

下記 まで お問合せ くだ さい。

事 務局 〒105-0011東 京 都 港 区芝公 園3-5-8

財 団法人 日本情 報 処理 開発 協 会情 報化 月 間担 当

TEL:03-3432-9381/FAX:03-3432-9389

なお,情 報化月間記念式典,全 国高校生 ・専 門学校生プログラミング ・コンテス トおよび情報

化月間記念講演会は,日 本 自転車振興会の補助金 を受けて実施しております。
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情報化月間記念講演会

「21世紀のIT社会」

隅査部

本 年 度の情報 化 月間 は 「ITで創 る21世 紀社

会 ～世 界最 先端 のIT社 会 を 目指 して～」 をテ

ーマ に全国で さまざ まな行事 が展 開 され ま し

た。10月1日 に は,特 別行事 と して記 念講演

会 を開 催 い た しま した。 「21世紀 のIT社 会」

をテー マ と して,各 方面 で ご活躍 され ている

方 々 に講演 してい ただ き ました。

本稿 では,村 上 輝康氏,寺 島実郎氏,三 石

玲 子氏,須 藤修氏 の 内容 をご紹介 します。

「21世 紀のIT社 会」 プ ログ ラム

＼

へ ピ
講師 ・

・シ㌔

、
繍

ぷ

…

⑳
.撤器瀞▲六

ぷ

鷹
詞

時間一一
テ ーマi

-一 講 師.一
1情報化月間推進会議幹事会委員長
`

10:00～10:05 開会挨拶 財団法人日本情報処理開発協会専務理事

1新 欣樹一 ーーー ー一.†

10:05～ll:00 IT(情 報技術)の 鯉 日 本 アイゼ ー'エ ム株式会社 副脹
丸山 力 氏

一

1株 式 会社 野村 総 合研 究所 専 務取締 役

11:05～12:00Eコ マ ースの将来 と口本経 済

村一ヒ 輝康 氏
ト

株式 会社三井 物 産戦略研 究所 所 長13
:00～13:551T革 命の本 質的意味 とア ジアITへ の視 界

寺島 実郎氏`一 ー一

電 子商取 引の 成功 要件 株式 会社 エム ア ン ドエ ム研究所 代表14
:00～14:55…

～浸 透 と拡 大 のため の シナ リオ とは ～ 三石 玲 子 氏－A.一
電子 行政 とデ ジタル経 済 東京大 学大学 院情 報学環 教授15

:00～15:55
～世界の現状と将来展望～ 須藤 修 氏
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Eコ マ←スの将来と日本擁済
"。.r.バ◎ 叢 露 魏1、㌧'蒙…秘-∵ ∵ か:
瀞 噺 瞬蝋細 編 鶯 麟 ぱ 衰磁

思 い返 してみ ます と,日 本 のサ イバ ースペ

ース上 に初 めてEコ マ ー スの店舗 が 出現 した

のが1994年10月 です。讃 岐 うどんの山田屋 さ

んが,初 め てのお店で した。私 自身 もさっそ

く発注 し,2～3日 後 に郵便 振替 の用紙 が届 き

ま した。慣 れ ない郵便振替 で の決済 を し,ま

た2～3日 後 に讃 岐 う どんセ ッ トが 届 きま し

た。 さっそ くその 日の夜食 に,妙 に感激 して

その讃 岐 うどんセ ッ トを食 べ たの を よ く覚 え

てお ります 。 あ れか ら7年 が経 とう してお り

ます。 この間 にEコ マ ースは強烈 なブーム と,

もっ と強烈 な クラ ッシュ を経験 し,今 日に至

ってお ります。

今年 の情 報化 月間の テー マは 『ITで創 る21

世紀』とい う非常 に前 向 きのテーマ ですので,

この講 演 の時 間の大 半 はEコ マ ースの将 来 と

い うところ に使 い たい と思 い ますが ,そ の前

に,こ の 数年 間,Eコ マ ース の世 界 に何 が起

こったのか を整理 しておい た方 が良 い と思 い

ます。

日本で は,94年 にEコ マ ース が始 ま りま し

たが,最 初 の2～3年 は準 備期 間で,本 格 的 に

Eコ マ ースが世 の 中に躍 り出て きたの は,98

年 のEク リスマ スか らです 。 アメ リカの ク リ

スマ スセ ール スは,だ い たい年 間売上 の4分

の1か ら3分 の1を2カ 月で売 り上 げて しまい ま

すが,そ の クリスマス売上 の15%か ら20%が

ネ ッ トか らのギ フ トの購入 だ った とい うこと

で,一 挙 にEコ マ ースが リアルの経済 に根付

き始め ました。

その後,ご 承 知の とお り株価 が上が り,ナ

財

パ陶8∨ 三

己欝

ス ダ ックへ の上場 の ブー ム も起 こ りま した。

これ らを反 映 し,マ クロ経 済 も非常 に好業 績

が続 く状 態 が起 こ ったの です 。 この2000年3

月 までの世界 経済 は,ITの 技術 革新 と資本市

場 の活況 とマ ク ロ経 済 の好 業績 の3つ が 非常

にい いバ ラ ンス を持 って シナジ ー効果 を発揮

してい た。 これ に よって成長 の フ レーム ワー

クがで き上 が ってい たのが,こ の数年 だ った

と思 い ます 。ITの 世 界 でEコ マ ース の ブー ム

が起 こる。 それが株 式市場 に反 映 され て,価

格 も上 が る しIPOも 起 こ る。 そ うい う活況 を

見 て設 備投資 が集 中す る。生 産性 もます ます

上が ってい くこ とで,マ クロ経 済 も好転 し盛

ん にニュ ーエ コノ ミー論 が戦 わ された ところ

です。

この成 長 の フ レー ム ワー クが,昨 年 の3月

と9月 の2回 にわた る ドッ トコム企業株 価 の ク

ラ ッシュ によって一挙 に瓦解 した こ とは ご存

じの とお りです(図1)。
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図2は イ ンター ネ ッ ト関連 企業 の 廃業 数 の

推 移 を示 した もの です が,3月 に株価 が 下 が

り廃 業 が始 ま りま した。9月 か ら非常 に多 数

の廃業 が続 い てい る状 況 にあ ります。 これ 自

体,需 給 を調 整 す る プ ロセ スの 一 つで すが,

Eコ マースの将来 と日本経済

この 中で勝 ち残 る勝 ち組,チ ャ ンピオ ン企業,

ナ ンバ ー ワ ン企業,こ れ がEコ マ ース の世 界

を リー ドしてい くの だ とい う議 論が行 われ ま

したが,こ の勝 ち組企業 です ら厳 しい状 況 に

な ってい るのが現状 です(図3)。

図1米 国 のEコ マ ー ス関 連 株 価 の 推 移

NRIPacificeCommercelndex

(出 所)NRIPacific,Inc.(野 村 総 合研 究 所 の シリコンバ レー 所 在 の 子 会 社)

(注)NRIPacificeCommercelndexは 、EC専 業39社 の 株価 をベ ー スに

した非 ウエ イ ト付 け株 価 指 標Nelfinius研 蜥

Copyright(c)NomuraRe$earchInstitute,Ltd.AIIRightsReserved.

図2イ ンター ネ ッ ト関連企 業の廃業数 推移
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図3株 価推移
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ドッ トコム株価 の崩 落 に よって,ITの 世 界

で は インター ネ ッ トブームが これで終 わ った

の では ないか とい う認 識 につ なが ってお り,

マ クロ経済 のサ イ ドで はニューエ コ ノ ミーパ

ラダイムを誰 も語 らな くな りつつ ある よ うで

す。 その結果 として,い ま業 界全体 としてIT

バ ブルの崩壊 にあ えいでい る状態 です が,そ

のIT不 況,あ るい はITバ ブルの崩壊 の 中身が ,

図4パ ソコ ンの世界 出荷 台数 の動向

20

15

10

5

い った い どうい うもの なのか を見 てお きたい

と思 い ます。

2001年 のパ ソコ ンの需要 は,予 想値 は趨勢

を反映 して微 増 で したが,実 績値 は,こ れ ま

でず っ と続 い てい た対前 年比増 とい う トレン

ドを大 き く変 え,対 前年 比マ イナス とい うブ

レー キ を経験 す る と見 られ てお ります(図4)。

千

客0
1997年1998年1999年2000年

…y・ ・Si・t(・)・-R.、eer。hlnsti,。,、.L、d.NIKgh,、R.,,nd(出 所)iDC

200t年
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Eコ マースの将来と日本経済

今 年 の ク リスマス商戦 によって も変 わ って く

るはず です。私 は,夏 前 後 に,タ イ,マ レー

シア,シ ンガポー ルを カバ ー してい る野 村総

合研 究所 の シ ンガポ ール拠 点 か ら出 て くる レ

ポー トに毎 年注 目 して お ります。 ち ょうどそ

の ころ米 国の ク リスマ ス商戦向 けの部 品や コ

ンポー ネ ン ト仕込 みが始 ま りますが ,今 年 は

か な りひ どい状 態 ら しく,そ れ に同時多発 テ

ロの影響 が加 わ る と,こ こに示 されてい る よ

りも,も っ と悪 いか もしれ ない のが パ ソ コン,

半導体,デ バ イス の世 界で はないか と思 い ま

す。

で は,Eコ マ ース そ の もの は ど うか。 図5

は 日本 のEコ マ ースの市場 規模 の推移 を示 し

た もの です。 この ところEコ マー スの市場 規

模 そ の もの はず っ と毎 年倍 々ゲ ームで伸 びて

きて い ます。2000年 も99年 の だい たい倍近 い

伸 び を示 してい ます 。BtoCのEコ マ ースサ

イ トの売上 の決 済総額 の数字 な どを見 てい ま

して も,2001年 に入 って,急 ブ レー キが かか

った とい う印象 は,ま った くあ りませ ん。 サ

イ トによって異 な りますが,対 前年 比で だい

たい倍増 とか,サ イ トに よって は3倍 増 とい

うの もあ りEコ マ ー ス そ の もの の 市 場 規 模

は,ITの ハ ー ドウェアの よ うにブ レー キが か

か ってい る訳 で はない とい う印象 を持 ってい

ます。

図5日 本 のEコ マース(BtoC)市 場規模推移

7,。。。(億円)
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(注)米 国 は 、2000年 で258億 ドル(3.1兆 円)

(出 所)情 報 通 信 白書
Copyright(c)NRrhlnstitしrヒe.LtdAl1RightsReserved.
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図6に 示 す アメ リカ商務 省 が 出 して い ます

四半期 のEコ マースBtoCの 売上 の統 計 では,

昨年 と今 年の第一 四半期 を比べ ます と,や は

り伸 び てお り,Eコ マ ー スそ の もの につ い て

は着実 に増 加基調 にある と見 てい い と思 い ま

す 。

図6米 国Eコ マース(BtoC)売 上 高 と小 売全体 に占め る割合 の推移
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その 中で消 費者 の イ ンター ネ ッ トの活用 は

どん どん定 着 の度 を増 し,図7に 示 す よ うに

レジャー,観 光,商 品等 に関す る情報 収集 の

手段 としては,イ ンター ネ ッ トが主要 なメデ

ィアになって きてお り,ホ テル,航 空 券の予

約 に関 して も,も う対面 販売 を追 い越 しつつ

ある。 コンサー トチ ケ ッ トも,対 面 に近づ い

て きてい ます。物 やチケ ッ トを買 った りす る

のに イ ンターネ ッ トを使 うこ とが,次 第 に定

着 し始め ているの も確 か な ようです。

イン ターネ ッ トの アクセ ス料金 面で も,こ

れ まで は 日米比較 す る と 「日本 は,こ んな に

高いです よ」 とい うこ とをよ く言 われ ま した

が,現 在 では,為 替 レー トによって は 日本 の

ほ うが安 い ケー ス も出て きてい ます。 また
,

ADSLサ ー ビスで は,料 金引下 げ競 争の結果 ,

完全 に 日本 の方が安 くなってお ります。

整 理 して お きます と,PCと か半 導 体 の よ

うなハ ー ドウェア は不 振 です が,Eコ マー ス

の市場 は着実 に成 長 を してい ます。それ か ら,

イ ンター ネ ッ トが消費者 の生活 に定着 しつつ

あ る状況 で,現 在 のIT産 業 側 の苦境 は,む し

ろITの ユ ーザ ー に とっては,非 常 にい い状 態

なのか も しれ ませ ん。機器 は安 くなる し,ア

クセス料金 も安 くな る。企 業 に とって も,こ

れ まで 「なか なか エ ンジニ アが い ませ ん」 あ

るいは 「ソ フ トが非常 に高 くて ね」 とい うこ

とが あ ったのが,ど ん どん緩 んで きてい る状

態 です 。です か ら,ユ ーザ ーサ イ ドか ら見 ま

す と,こ のIT産 業 サ イ ドの苦境 は,む しろ新

しい ことをや る出発点 になるのか も しれ ませ

ん。
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「Eコ マースの将来と日本経済

図7情 報の入手の際 に最もよ く使用する手段
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「生活の情報化調査」より作成
(出所)総 務省 「情報通信 白書」平成13年 版
Copynght(c)NRrhlnstitute.しtd.AllRightsReserved .

この よ うに事業者 サ イ ドに立つ かユ ーザー

サ イ ドに立 つか に よって,ず いぶ ん ピクチ ャ

ーが 変 わ って きます
。 こ こ数年 の この業界,

特 にEコ マ ースの 業界 で起 こって きた こ と を

見 る と,株 式 市場 の シグナ ル とEコ マ ースの

マー ケ ッ トの実態 の シグナ ル とを,ど こかで

取 り違 えて しまった可 能性 が あ るので はない

か。 そ ん なに成長 してい るはず が ない のに成

長 して いる と見 て しまった。 あるい は,そ ん

なに下落 してい るはずが ない のに過 度 に下 落

感 を持 って しまってい る とい うことがあ るの

で はない で しょうか。

現状 をまずEコ マ ース の 出発 点,足 元 につ

いて認識 しなが ら,次 の テーマ に移 りたい と

思 い ます。

図6は 先 ほ どお示 しした の と同 じチ ャー ト

です が,右 側 の 目盛 りにあ るEコ マ ース の小

売業 全体 の売上高 に占め る比率 を見 る と,ま

だ1%程 度 です の で,絶 対 額 で は全 然足 りな

い とい うのが現状 です 。 したが って,Eコ マ

ースが伸 びてい るか らとい ってIT産 業 の不振

コ
ン
サ
ー

ト
等

の

チ

ケ

ッ
ト
予

約

Nモ1酬 船研酬

を根 本 か ら変 えて くれる とい うこ とは考 え ら

れ ない状態 で,相 変 わ らずIT関 連 産業全体 と

しては,厳 しい状 況 になって い ます。

そ うい うIT産 業,あ るい はIT関 連 産業 のサ

イ ドか ら見 て,今,最 も求 め られ てい る こと

の一つ は,新 しいITの パ ラダイムが 出て きて,

マ クロ経 済 とつ なが って新 しい成長 の フ レー

ム ワー クがで きて くる とい うことでは ないか

と思 い ます。 そ の1番 バ ッターが ブ ロー ドバ

ン ド化 です 。

ブ ロー ドバ ン ドの アクセスサ ー ビスについ

て は,い ろい ろな ところが参 入 し始 め ている

の は,ご 存 じの とお りです。最 初 はADSLの

分野 は,東 京 めた りっ くだ とか イーア クセ ス

等 のベ ンチ ャーがや るのか と思 い ま したが,

2000年11月 にNTTが 参 入 し,さ らに,ヤ フー

BBが 参入 し,激 しい競 争が 始 まってい ます 。

CATVイ ンター ネ ッ トは,相 変 わ らず続 いて

い る。無 線LANも 勢 い が つ い て きつ つ あ り

ます 。
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もう一つ の大 きな台風 の 目玉 は光 フ ァイバ

ーの有線 ブロー ドが5
,000円 以 下 で100メ ガ と

い うサー ビス を始 めた こ とに よ り,光 フ ァイ

バ ー ・アクセスで も非常 に激 しい競争 が起 こ

りつつ あ ります 。3Gの 携 帯 電話 が これ か ら

本格化 す る とい うこ ともあ り,ブ ロー ドバ ン

ドの ア クセ スサ ー ビスについ ては,非 常 に活

発 な競 争 が開始 され ま した。

しか しなが ら,こ の よ うな 日本 の ブ ロ ー

ド ・バ ン ドブームは,必 ず しも内発的 に出て

きた ので は な く,韓 国 のADSLブ ー ムの影響

を少 なか らず受 けた と思 い ます。韓 国 は97年

のい わゆ るIMF危 機 に対 す る非常 に強い危機

感 か ら,98年 にCATVイ ンター ネ ッ ト,99年

にハ ナ ロ通 信がADSLを 始 め ま した。 す ぐ追

いか けて コ リアテ レコムが参 入 し,非 常 に活

発 なブ ロー ドバ ン ド環境 づ く りを始 めて い ま

す。2001年6月 段 階 では,約650万 人 ぐらいが

既 にブロー ドバ ン ドアクセス を獲得 してい ま

す。

アメ リカ につ い ては,ADSLの ベ ンチ ャー

企 業 が3社 たて続 けに潰 れ た とい うニ ュー ス

が入 り,ブ ロー ドバ ン ドは全然 ダメなので は

とい う印象 があ りますが,実 際 のユ ー ザー レ

ベ ルの ブロー ドバ ン ドの普 及 自体 は,着 々 と

進 んでい ます。

アメ リカ と同 じスケー ルで 日本 を見 ます と

日本 は,ま だ まだ だ とい うことが よ く分 か り

ます。 ブ ロー ドバ ン ドの各 国へ の普 及 を見 る

時,私 は普 及年速 とい う尺度 を使 って見 てい

ます。 普 及年 速 とは,秒 速,時 速 と同様 に,

1年 間 に どの くらいの普 及 が可 能 か とい う速

さの尺度 で す。ADSLと ケ ーブ ル イ ンター ネ

ッ トで見 る と,韓 国 は1年 前 は155万 人で した。

1年後,546万 人 です か ら,年 速400万 人 で増

えてい る。 ア メ リカの場 合 には227万 人が936

万 人,年 速700万 人 で増 え てい ます 。 日本 は

33万 人が126万 人。 若干100万 人 を切 る とい う

レベ ルで す。 日本 国 内で はADSLは29万 人 に

な って い ますが,最 近 もう50万 人近 くになっ

た と賞 讃す る記事 もあ ります。 しか し,そ ん

な レベ ル で喜 んで い て はい け ない わけ です。

普 及 年 速 だ と大 き な差 が あ る の で す か ら

(図8)。

図8各 国のブロー ドバ ンド 「普及年速」

(単 位 .万人)

年速400万 人

速700万 人

速100万 人
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8月 の初 め にIT戦 略 会議 の 有識 者懇 談 会が

あ り,ソ ニー の出井 さん と孫 さん と私 とで竹

中大 臣 にお話 をいた しま した。 私 はこのあ と

申 し上 げ ますユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クの話

を しま した。孫 さん はADSL向 け に電柱 の枝

木 を もう一 本付 け られ ないか とか,そ の ため

のペ ーパ ー ワー ク をもう少 し速 くで きないか

と,非 常 に細 かい話 をされ ま した。 そん な細

かい話 をこの ような場 で と,そ の時 は思 い ま

したが,普 及年 速 とい う視点 か ら見 る と,実

は,こ うい うことこそが重要 であ る とい う こ

とに思 い至 ります 。 こ うい うことを どの位迅

速 に変 え られ るかが,社 会 システムが どの く

らい柔軟 か を示す 指標 なので はないか と思 い

ます。1年 間 に400万 人,あ るい は700万 人の

普 及 を可能 にす る社 会 シス テム と,100万 人

しか受 け入 れ られ ない社 会 シス テムの違 いだ

と思 い ます。

政 府 はe-Japan戦 略 を積極 的 に推 進 を して

お ります 。 ご承知 の とお り,30～100メ ガの

超 高速 イ ン ターネ ッ トアクセス を1000万 世 帯

に,高 速 イ ンター ネ ッ トを3000万 世帯 に とい

う目標 が あ りますが,現 在 の ブロー ドバ ン ド

化 の急 展 開 はe-Japan戦 略 の基 本 方 向 に合致

した もの と思 い ます。 ただ し,e-Japan戦 略

が ブ ロー ドバ ン ド戦 略 だけ に終 わって しまっ

ては,こ れが 目標 と してい る,世 界最 先端 の

IT国 家 に2005年 まで に はなれ ませ ん。要す る

に韓 国,ア メ リカ を追い かけ るこ とはで きて

も,世 界 最先 端 のIT国 家 にはなれ ないわ けで

す。 したが って,e-Japan戦 略 自体 は,こ れ

か らもどん どん進化 していか なけ ればいけ な

い と思 い ます 。e-Japan戦 略 は,非 常 に野 心

的な ネ ッ トワー クイ ンフラ 目標 を持 ってはい

ます が,子 細 に見 る と電子 政府 や電子商取 引

の制度 環境整 備 とい う項 目につ いて は,高 速

ErマWス の将来 と日本経済

ア クセス環境 を前提 に した もの にはな ってお

りませ ん。 い まは,小 泉 内 閣に よって骨 太 の

政 策 が 展 開 され てい ます が,こ のe-Japan戦

略 につ いて も,骨 太 のIT政 策が必 要 だ と思 い

ます。

その ようなコ ンテ キス トの 中で は,ブ ロー

ドバ ン ド化 よ りも もっ と広が りを持 ったITパ

ラ ダ イム に注 力 した ほ うが い いの で は ない

か。 あ るいは,韓 国 に追 いつ く,あ るい はア

メ リカ を追 いか ける とい う当面の戦 略 だけで

は な く,2005年 ぐらい を想定 し,日 本 の競争

力 が確保 で きるよ うなITパ ラ ダイム とは何 か

とい う問題設定 を したほ うが いいの では ない

か と思 われ ます。

そ うい うコ ンセ プ トの一つ と して 出て きて

いるのが,ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー ク とい う

考 え方です 。ユ ビキ タス とは,い た る ところ

にある とい う意味 です。 これ はラテ ン語 で神

は遍在 す る,ど こにで もい ます とい う意味 か

ら きてい るそ うです。 私 ども,野 村総 合研究

所 で は1999年 ぐらい か ら,こ のユ ビキ タス ・

ネ ッ トワ ー ク とい うITパ ラ ダイム を提 唱 し,

研 究 を続 けて きてい ますが,最 近で は他 の 日

本企業 の経営 者 も,こ の言葉 を頻 繁 に使 うよ

うにな りま した。 ソニ ーで はユ ビキ タス ・バ

リュー ・ネ ッ トワー ク とい う言葉が使 われて

お ります し,日 立の庄 山社 長 は,ユ ビキ タス

情 報社 会 の実現 とい うこ とを頻繁 に言 われ ま

す 。 日本 だ けで な く,海 外 で も,今 年 の6月

号 の 『ハ ーバ ー ド ・ビジネス ・レビュー』で

は,ユ ビキ タス ・イ ン ター ネ ッ トとい うコ ン

セプ トが使 われ てお りま した。 あ るい は,あ

る米系 の コンサ ルテ ィ ング会社 は,ユ ビキ タ

ス ・コマ ー ス とい う言 葉 を使 い始 め てい ま

す。

私 ど もは情報 技術 パ ラ ダイムの進 化 の中で
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ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー ク を位 置付 け る こと

をや ってい ます。 日本 で コ ンピュー タを民 間

企 業が利用 し始 め たのは1955年 に野村 証券が

ユ ニ パ ック120と い う大型 コ ン ピュー タ を発

注 した ことか ら始 まる と聞い てい ます。 それ

か ら80年 代 まで は,企 業が コ ンピュー タを利

用す る とい うの は,大 型 コ ンピュー タ,メ イ

ンフレー ム コン ピュー タを使 い こなす とい う

こ とで したが,80年 代 の中 ごろ にか ら90年 代

初頭 にかけ て非常 に大 きな革新 が起 こ りま し

た。 クラ イア ン ト ・サ ーバ ー ・シス テムの導

入 です。これで大型 コ ンピュー タが な くて も,

パ ソ コン とワー クス テ ーシ ョン とネ ッ トワー

クが あれば これ まで と同 じことが で きます と

い うこ とで,我 々 も大騒 ぎして これ に適応 し

てい きま した。 そ して,ま た10年 経つ か経 た

ないかの うちに,す べ ては イ ンター ネ ッ トに

つ なが ってい る とい う前提 の もとにシステ ム

をつ くらなけれ ばい け ない とい う,Webコ ン

ピ ュー テ ィ ング の考 え方 が 出て まい りま し

た。 い まこれ に一所懸命 ア ダプ トしてい るの

が現 状 です(図9)。

図9情 報技術パラダイムの進化
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この よう にメ イ ン フ レー ム ,ク ラ イ ア ン

ト ・サ ーバ ー ・システム,Webコ ンピューテ

ィング と進化 して きた情報技術 のパ ラダイム

が,今 後 どこへ行 こうとしてい るかにつ いて

は,世 界 中の研 究機 関が しの ぎを削 りなが ら

さまざまなコ ンセプ トを提 示 してい ます。例

えばMITの メデ ィア ラボで はエ レク トロニ ッ

クペ ーパ ー,ウ ェア ラブル コ ンピュー タ,イ

ンターボ デ ィー シグナ リング,ス マ ー トルー

ム とい うよ うなコ ンセ プ トを次 々 に出 してお

り,あ るい は慶応 義塾大 学 の村 井純先 生 はイ

ンターネ ッ トカー とい うコ ンセ プ トを出 して

お られ ます(図10)。
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図10エ キ ゾ チ ッ ク ・ネ ッ トワ ー ク
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こ れ ら をエ キ ゾ チ ッ ク ・ネ ッ トワ ー ク と呼

ん で お ります が,ウ ェ ブ コ ン ピュ ー タか ら一

気 にエ キ ゾ チ ッ ク ・ネ ッ トワ ー ク に な る こ と

は考 え られ ないわ けです。 その間 に,必 ず 中

間的 なパ ラ ダイムが あ るはず です。 それがユ

ビキ タス ・ネ ッ トワー クです(図11)。

図11ユ ビキ タ ス ・ネ ッ トワ ー ク と は
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ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クは,少 な くとも

3つ の特性 を持 って い ます。 一 つ は,ネ ッ ト

ワー クイ ンフラはブロー ドバ ン ドで,モ バ イ

ルで,常 時接続 の,マ ルチモ ー ダルな ネ ッ ト

ワー ク イ ン フ ラで す か ら,FTTH,ADSL,

第3世 代 携帯 電話,固 定無線 ア クセ ス,ケ ー

ブル イ ンター ネ ッ ト,デ ジ タル放 送等 々,固

定 と移 動,有 線 と無線,通 信 と放送 とい う仕

切 りを意識 しない でいい よ うな,融 合 してい

くネ ッ トワー クイ ンフラを2005年 ぐらい まで

にこのユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クで つ くって

い くべ きで はないか とい うの が第1点 です 。

第2点 は,機 器 の サ イ ドで はIPv6接 続す る

多様 な情報機 器が つ なが ります。携 帯 は もち

ろ ん,カ ー ナ ビ,情 報 家 電,デ ジ タ ルTV ,

セ ッ ト トップ ボ ック ス,ビ デ オ ゲ ー ム 機 ,

PDA,自 販 機,マ ルチ メデ ィア キ オス ク等,

パ ソコ ンとか モバ イルPCで は ない。 だ け ど,

ウェア ラブル コンピュー タほ ど飛 んで はい な

い,既 に情報 機器 と して確 立 して い るけ ど,

まだ十分 にネ ッ トにつ なが っていない ような

図12ユ ビキタス ・ネ ッ トワ ーク

光プアイバ(100Mbs)

虐
無㌔ 國

謬

魎{
■

Copynght(o)Nomu閑R色eeerehln8tlt斌 へLttLA‖RiafvtsR● ・●r∨●吐

機器 。 これ らを全 部,望 む ら くはIPv6で ネ ッ

トにつ なげ て い くノ ンPCの 情報 機 器 が 非常

に多様 なか たちで使 え るよ うになる。 そ うい

う環境 をベ ースに して,動 画ベ ース の リ ッチ

コ ンテ ンツが シーム レスで双方 向 に動 き回 る

世界 が,こ のユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クです 。

そ の た め の 光 フ ァ イバ ー,CATV,DSL,

FWA等 の ネ ッ トワー クの整 備 が進 ん でい き

ます 。 ブ ロー ドバ ン ド回線(ADSL)が お 父

さんの書斎 に まで きてい る。 あ るいはお店 で

マ ルチ メデ ィアキ オス クがつ なが ってい るの

が,い まの ブロー ドバ ン ドで まず 考 え られ る

姿 だ とします と,ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー ク

では,そ れで は不十 分で,台 所 で も居 間で も,

あ るい は2階 の子 ども部屋 で も同 じよ うなブ

ロー ドバ ン ドのサ ー ビスが受 け られ る環境 を

前 提 と します 。お店 で もマ ルチ メデ ィアキオ

ス クだけで はな く,レ ジで も商 品棚 で もバ ッ

クオ フ ィスで も,同 じレベ ルのブ ロー ドバ ン

ドサー ビスが受 け られ る。 あ るい は店外 で も

駅 で も自動車 の 中で も,PDAで も受 け られ る

姿 を想定 して い ます(図12)。 つ ま り,社 会
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の隅 々 まで ブ ロー ドバ ン ド ・モバ イル ・常接

でユ ビキ タスで ない と意味が ない とい うこ と

です。机 の前 とか移動 中,書 斎,居 間 ,台 所,

自動車 の 中,駅,コ ンビニ,シ ョッピングセ

ンター,オ フ ィス等 ,生 活 シー ンを問 わず に

IPv6で ネ ッ ト接 続 され る よ うな姿 です 。 その

ため に,問 題 に なるの は家庭 内,店 舗 や駅,

そ して車 の中で す。 それ を可能 にす るため に

家 庭 の 中の 各 部屋 を ど うす る か とい う こ と

で,ブ ル ー トゥース やIEEE1394や,ダ ー ク

ホ ース と して電力線 ネ ッ トワー ク とい う技 術

も,い ま盛 ん に チ ャ レ ンジ され て い ます 。

2005年 ごろ まで には,何 らか のかた ちで落 ち

着 く状 況が 考 え られ ます。 店舗,駅,ホ テル

等 につ いて は,RFID,携 帯 のUIM,ブ ル ー

トゥース,Wi-Fi,IEEE802.11a等,あ るい は

車 につ い て は,と りあ えず3Gで 数 百Kか ら

数 メ ガ まで い け る の で す が,同 時 に 車 内

LANに つ い て の規 格 が,ど ん どん太 い帯 域

にな りつつ あ ります 。

特 に家庭 内で は先 ほ どのIEEEI394や 電 力

線 ネ ッ トワー クがあ りますが,こ れか ら しば

ら くは,ホ ッ トスポ ッ トサ ー ビスの規格 をど

うす るかで,wi-Fi,IEEE802.11bが どの よ う

になるかが,ホ ッ トな話題 にな ります。 これ

はJR東 京 駅 で い ま実 験 が 始 まっ て い ます 。

この あ と802.11aの 規格 が 出 て きて ,54メ ガ

までのサ ー ビスが 可能 に なる ときに,ブ ルー

トゥース と,ど んな棲 み分 けの イメー ジにな

るかがい ま注 目されて いる ところです。2005

年 を考 えます と,こ れ らが何 らか のかた ちで

棲 み分 け を行 ってユ ビキ タス ・ネ ッ トワーク

を可 能 にす る ようになろ うか と思 われ ます。

も う一 つ は,RFIDが どの くらい安 くな る

かが,特 に流 通産業 に とって重 要 な要素 にな

る と思 い ます。 少 な くと も1円 以 下 で,使 い
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捨 てであ らゆる商品 につ け られ る。 オ リジ ン

つ ま り生 産地 にで きるだけ近 い ところでつ け

られ る ようにな らない と,い ま想 定 されてい

る革 新 は起 こ らない と思 い ます。 その ため に

は,コ ス ト1円 以下 を ど う実 現 す るか。 これ

につ いて も,さ ま ざまな試 みが行 われつつ あ

ります 。

自動車 も,2005年 ごろ にはユ ビキ タスな情

報機 器 の塊 に な ります 。ITSも,具 体 化 して

い きます。 この ように して,こ れ らの技術 が

整合 性 を持 つ か た ちで展 開 され る と,携 帯,

カーナ ビ,情 報 家電,あ るいはゲ ーム,PDA,

自販機等 々の ノ ンPCの 情 報機 器が つ なが り,

どこか らで もネ ッ トにア クセ スで きる環境 が

で きるはず です。

そ して,ネ ッ トワー クは有線 だ とか無線 だ

とか,あ るい は移 動 だ とか 固定,あ るい は通

信,放 送 を問 わ ない広帯 域 のネ ッ トワー クで,

どこで もIPv6接 続 す る こ とが で きる よ うに な

り,シ ー ム レス に リ ッチ コンテ ンツが行 きか

うよ うになるはず です。

そ の よ うな環 境 にな る とこれ までのEコ マ

ース もか な り姿 を変 えて くる可 能性 が 強い と

思 い ます 。 これ までの トラデ ィシ ョナ ルEコ

マース は,カ ラー静止 画で64Kま での世界 で

展 開 して い ま したが,1.5メ ガ,10メ ガ さ ら

に100メ ガの世 界 が実 現 して き ます と,か な

り高精細 の映像 をネ ッ ト上 でや り取 りで きる

世 界 にな ります。顧客 の表情 が リアル につ か

み取 れ る高精 細 映像 に よる金融 商 品の販 売 ,

棚 割 りまで把 握 で きる リアル タイム な在庫 管

理 の仕 組み,野 菜 とか果物,魚 等 の鮮 度が伝

わ る遠 隔の卸売 りや,小 売等 が理論 的 には可

能 にな ります。

この よ うな環 境 下 でのEコ マ ー スは,こ れ

まで のEコ マ ース とは違 うステ ー ジの もの に
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なる とい う意味 で野村 総 合研 究所 で はこの よ

うな ビジ ネスモ デルの全体 を,ユ ビキ タス ・

ビジネス と呼 んでお ります。 これはサ イバ ー

スペ ー ス上 での物 のや り取 り,あ るい はサ ー

ビスのや り取 りを生 み出す独 立事業 と しての

Eコ マ ース とい う状 態 を超 えて,既 存 の ビジ

ネスの業態変革 の手段 になるので はないか と

思 い ます。2～3,ど んな姿が 考 え られ るか を

示 します。

例 えば金融業 の ケースで は,営 業 マ ン と顧

客の 間がユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クで つ なが

るこ とで,信 頼 関係 さえあ れば常 時営業 マ ン

は顧客 が どこにいて も情 報提供 がで きる。提

供 で きる情 報 は株価 とかニ ュース だけで はな

く,有 力 ア ナ リス トの ビデ オ クリ ップ コメ ン

トや,海 外 の関連 の テ レビ映像,あ るいは企

業 の プ レス リリース映像等 を瞬 時 に編集 して

送 り込 む ことがで きます。顧 客 も着 想 を得 た

瞬 間 に営 業 マ ンにア クセ ス し,売 買注 文 を行

う。あ るいは情報 請求 を行 い,パ ー ソナ ル ウ

ェブサ イ トで確 認で きる。高度 な金融 商品 や

ロー ンにつ いての相談 は,テ レビ電話 で営業

マ ンの顔 を見 なが ら直接 話す ことがで きるた

め,納 得 のい く取 引が で きるはずです 。

金融業側 に とって は,こ の ような環境 にな

ると,高 コス トの専 門知識 を持 った相談 員 を

各店舗 に配 置 しな くて よ くな る。1カ 所 に集

中 して,東 京 な ら東京,沖 縄 な ら沖縄 に専 門

家 は集 まって,さ まざ まな拠 点 か らの ア クセ

ス は全部 そ こに集 中す るので,高 度 な専 門知

識 を持 ったス タ ッフの稼働 率 を上 げ るこ とが

で き,相 談員 どうしの知識や ノ ウハ ウの共 有

も非常 に効率的 になる よ うな変化 を もた ら し

得 ます。

流 通業 のケースで は,お そ ら く店頭 がか な

り変 わって くるので はないか。陳列棚 がか な

りの情 報 を発 信す る場 にな って くる。 それは

デ ィス プ レイ映像 で も見 られ る と思 い ます

し,PDA,あ るいは携帯 で,陳 列棚 の前 に立

った消 費者が,そ の陳列棚 に関 してほ しい情

報 を非常 に豊 か に得 る こ とが で きる。そ れで

も足 りなけ れば,ネ ッ ト陳列棚 か ら先 ほ どの

専 門的 な知識 を持 った人 たちに ア クセス も可

能 です 。 ブ ルー トゥー ス と安価 なRFIDが 可

能 になれば,簡 単 にで きそ うです。

この ような環境 になる と,支 払い カ ウ ンタ

ーの姿 も大 き く変 わ って きます
。流 通業 は,

日本 で は戦 後,セ ン トラル カウ ンターでセ ル

フで課金 決済 を全部 処理 す る とい うス ーパ ー

マーケ ッ トの仕組 み を導入 して大 きな革新 を

経験 しま した。 このユ ビキ タス ・ネ ッ トワー

クの環 境 をベ ースにす る と,流 通業 は もう一

回非常 に大 きな革新 を経験 す る可 能性 が あ り

ます。 すべ て の商 品 にRFID,タ グが付 い て

い る とい う環境 を想定 す る と,あ る線 を超 え

る と全部 カゴにあ る商 品が課金 され,決 済 も

UIM付 きの携 帯,あ るいはPDAで 瞬時 にで き

る。決済 がで き,お 店 のほ うは必要 な個 人情

報 を得 る こ とが で き,そ のマ ッチ ング も可能

であ る ような支払 い カウ ンターの姿が想 定 さ

れ ます。要 す るに カウ ンターのない カ ウンタ

ーが可能 であ る
。 しか も,濃 密 な個 人情報 の

交換 がお店 と消費者 の 間で行 われ る姿が想 定

し得 え ます 。

こうい う従 来の金融 業 や流 通業,サ ー ビス

業 の業 態 を大 きく変 えて い く力 を持 った もの

としてユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クが想 定 され

る。 こ うな る と,こ れ まで のEコ マ ー ス の,

それ 自体 が ネ ッ トワー ク上 のお店 であ る とい

う電子 商取引店舗 業態 につ いて も進化 し得 る

はず ですが,そ れ以上 に本業 その もの を大 き

く変 えてい くパ ワー を持 ってい るのが着 目す
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べ き点 か と思 い ます。

私共 が,ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クに向か

っての展 開 を言 うのは,ITの パ ラダイムが こ

の ように進 化す るか らだけで な く,こ のユ ビ

キ タス ・ネ ッ トワー クが 日本企業 の国際競 争

力の再生 とい う意味 で非常 に重 要 な意味が あ

る と考 え るか らです。

一 つ は
,ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クの情 報

機器 は,い ずれ も日本が非 常 に高 い競 争力 を

既 に持 ってい る ものばか りだ,と い う点 です。

携 帯 は もち ろん,カ ーナ ビも年 間100万 台 も

売 れ るマー ケ ッ トは 日本 以外,ど こに もあ り

ませ ん。情 報家電 もこれ までの家 電 メー カー

の実 力か ら見 る と,こ れか ら競 争力 をつ けて

い くはずです 。ゲ ーム は既 に競 争力 を持 って

お り,PDAも 最初 はパ ー ム等 ア メ リカが リー

ドして きま したが,こ れか ら日本発 のPDAも

多 数競 争 を挑 もうと してお ります。 自販機 が

こんな にイ ンテ リジ ェ ン トで,そ こ ら中にあ

る国 も日本 しかあ りませ ん。 マルチ メデ ィア

キ オス クにつ いて,こ ん なに真剣 に リッチ コ

ンテ ンツ をど う処 理す るか を考 えてい る国 も

日本 しか ない と思 い ます。 い まの ところ どの

機 器 につい て もユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クに

つ なが ってい く情 報機器 は,高 い競 争力 あ る

いは潜 在 的 な競争 力 のあ る状 態 です。

もう一つ は,こ の分野 は コ ンテ ンツにお い

て も 日本 企 業 が非 常 に強 い,希 な分 野 です 。

携 帯 のiモ ー ド等 の コ ンテ ンツが い まの とこ

ろ抜 群 の力 を持 って いる こ とは間違 いあ りま

せ ん。 カー ナ ビで,カ ラ フル で3Dや バ ーズ

アイ ビューが利 用 で きるの ような機 器 を安価

に供給 してい るの は 日本 しか な く,こ の コ ン

テ ンツ も世 界 最 高水 準 にあ ろ うか と思 い ま

す。 ビデ オゲ ーム もそ うです し,マ ルチ メデ

ィアキ オス クにつ いて もこれか らの展 開が期

Eコ マースの将来と日本経済

待 され る ところで す。

これ まで も日本 は,直 感 的 に理解 で きる コ

ンテ ンツにつ いて は,非 常 に強い競争 力 を持

って きた ようで す。 い まの イ ンター ネ ッ トの

主要 言語 は,ど こ まで も英 語の世 界で し ょう

し,も し次 に出 て くる とす れば,お そ ら く中

国語 の世 界 だ と思 い ます。 日本語が メジ ャー

にな る よ うな世 界 は ない と考 え られ ますが ,

このユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クでや り取 りさ

れ る動 画や音 声 の世 界,非 常 に直 感的 な理解

をベ ース に して展 開す る世 界で は,こ れ まで

の アニ メや マ ンガや カラオケで持 ってい た と

同様 の競 争力 を日本の ク リエ イ ターが持 ち得

る可 能性 があ ります。 グ ローバ ル な場 で,コ

ンテ ンツや サー ビスの ビジネ ス を展 開 し得 る

チ ャ ンス をユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クは与 え

て くれ るのです 。

いわ ゆる コ ンテ ンツ ビジネスや機 器 の ビジ

ネス に関 わる こ とに加 え,も う一 つ私 どもが

非 常 に大 きな要 素 にな り得 る と思 ってお りま

す の は,こ の ような環境 の 中で企業活動 が行

われ始 める とこれ まで の ネ ッ トワー クが あ ま

りタ ッチ で きなかった よ うな,開 発 や営業等

の知 的作 業 の部 分 の生 産性 の向上が可 能 にな

る とい う仮 説 です。

1980年 代 の 日本 企業 は ジャパ ン ・アズ ・ナ

ンバ ー ワ ンと言 われい い気 になってい ま した

が,ま た,非 常 に濃密 な人 間関係 をベース に

した暗黙値 の共有 にお いて,・日本 の企業 の仕

組 み は非常 に適 して い る と も言 われ ま した。

QCサ ー クルや ジ ャス ト ・イ ン ・タ イム はア

メ リカではで きない とい う議論 が盛 ん に行 わ

れ ま した。 日本 は世界一 の競 争力 を謳歌 して

い ま した。90年 代 にアメ リカの企 業 は,こ の

暗黙値 の世界 の 中で形式知化 で きる もの を徹

底 的 に形 式知化 し,そ れ をネ ッ トワー クある
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い は シ ステ ムに どん どんのせ てい って生 産性

を・ヒげ てい きま した、,これ で 日本 とア メリカ

の,特 に製造業 の世 界で は非常 に大 きな競 争

力の逆 転が あ った と言われて お ります.

図13形 態知による開発/営 業の生産性向上

人と人

との交流

人と情報

との交流

ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クは,暗 黙 知で も

形式知 で もない,も う ・つ の知 識 の持 ち 方を

可 能 にす る と考 えて お ります 。そ れ を野村 総

合 研 究 所 で は 形 態 知 と仮 に呼 ん で い ます

(図13)[

21世 紀 の 日本企 業
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これ は暗黙 知 をそ の まま映像 や音 声や動画

で記 録 して,そ れ をユ ビキ タス ・ネ ッ トワー

クの ネ ッ トに乗せ る こ とが で きる と,暗 黙 知

の世 界で は これ まで難 しいか った暗 黙知 を蓄

積 した り分析 した り再構 成 した りす る,い わ

ゆ るナ レッジマ ネジ メン トを暗黙 知 の世 界に

持 ち込 む こ とが で きるので はないか とい う仮

説 です。 この形態 知 を うま くハ ン ドリ ングす

る ノウハ ウを獲 得す る こ とが で きれば,物 の

売 りノ∫や開 発の過程 での 開発 イ メー ジの エ ン

ド ・ツー ・エ ン ドで の共有等,さ まざ まな と

ころで新 しい知識 の使 いか たが可 能 にな りま

す,,こ の ノウハ ウを他 に先駆 けて獲得 す る こ

とでH本 企業 の競争 力 に新 しい可能性 が 出て

くるの では ないか とい うこ とです。

もう 一つ は,マ ーケテ ィング,物 の売 り方

の 世 界 で す 。 先 ほ ど 申 し ま した 『ハ ー バ ー

ド ・ビ ジ ネ ス ・レ ビ ュ ー 』 の6月 号 で は,消

費 者 が 必 要 な と き に必 要 な情 報 を提 供 し,物

を買 っ て も ら う とい う コ ンテ キ ス ト ・マ ー ケ

テ ィ ン グが 重 要 で あ る と言 っ て い ます 。

例 え ば 株 価 指 数 が100以 上 低 ・ドした ら,す

ぐ さ ま ジ ョ ン ソ ン ・ア ン ド ・ジ ョ ン ソ ンは タ

イ レ ノー ル とい う頭 痛 薬 の バ ナ ー 広告 を 全 面

展 開 す る.あ る い はユ ニ リバ ー は,モ バ イ ル

で そ の 日の 夜 の 料 理 メニ ュ ー を紹 介 す る と同

時 にユ ニ リ バ ー の 油 か 何 か をつ い で に紹 介 す

る,と い う コ ン テ キ ス トを考 え た マ ー ケ テ ィ

ン グが,こ れ か らの フ ロ ン テ ィア で あ る とい

う こ と を著 者 の ケ ニ ー とマ ー シ ャ ル は言 っ て

い ます 。

同 じ よ う な流 れ の 中 に,東 急 電 鉄 とオ ム ロ
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ンが今 度始 め ます グーパ スの 実験 が あ りま

す。 これはユ ーザ ーが 自動改札 を通過 した直

後 にユ ーザーの携帯 電話 に行 き先 の周辺 の店

舗情報 や プ ロモ ー シ ョン ・イベ ン ト情報 な ど

をメールで配 信す る とい う実験 です 。 これは

まさに コンテキス ト ・マ ーケテ ィングその も

ので,ユ ーザ ーが,い まや りたい,い まほ し

い とい う情報 をい ま与 える こ とが で きる環境

が,こ のユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クの情 報環

境 が整 って くる こ とでで きて くる とい うこ と

です。

い まは 日本 では,ITパ ラ ダイムは ブロー ド

バ ン ド化 に向 か ってい るので すが
,た だEコ

マー ス をブロー ドバ ン ド環境 でや る とい うだ

けで な く,ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー クを整 備

す る とい うよ り高次 の 目標 を2005年 以降 につ

Eコマースの将来と日本経済

い て設定す る こ とが ,重 要 で はないか と思 い

ます 。 それが で きれ ば,い ま まで のEコ マ ー

ス をユ ビキ タス ・ビジ ネス とい うか たち に進

化 させ る ことが で きるので はないか とい うこ

とです 。お そ ら くこれ もEビ ジネスの よ うに

ブ ーム になる と思 い ます。 その時 は,ブ ーム

の 中で の振 る舞 い方 につい ての,過 去 の教訓

を よ く踏 まえる ことで,新 しい成 長の フ レー

ム ワー ク をつ くってい くことが,日 本経済 の

再生 とい う,現 在 の 日本経済 に とって最大 の

課 題 の解 決 につ なが る ことにな る と思 ってお

ります(図14)。

このユ ビキ タス ・ネ ッ トワー ク と日本経 済

の再生 をつ ないで い くこ とをもっ と真 剣 に官

民 あげ て考 え るべ きで は ない か とい うのが,

私 の本 日お伝 え した い メ ッセ ージです。

図14ユ ビキ タス ・ネ ッ トワー ク と日本 経済再 生

Eコ マ ースブー ム

・儂ζダ 警官

、■ll

⇒

第一次インターネット

ブームの閉幕

過去の 訓

ぐ

株式市場の活況

メ
㎞ ㎞』 端 端=

↓
NASDAQ株 価の崩落
NRIPCId

㌔
.〆
丸

魂
■

ハ～
∨k〆'w

Iti!' 論 ⇒

たなITパ ラダイム 過去の 訓

⇒

NewEconomy

IheMak'1しgofthぐNew巌`川 《)mγ

アー《

≡

ニューエコノミー

パラダイムの退潮

ユ ビキタス ・ネットワーク

Uビ ジネス

Source:NomuraResearchInstitute

C。py肖効t(c)N-R・ ・e・・chl・s・・t・t・・L・dA・R・gh・・Rese細ml蹴 舗 酬

一37ー

ー

才
華
雪

.‖

‖



IT革命の本質的意味とアジアITへの視界

株式会社三井物産戦略研究所 所長 寺島実郎氏

IT革 命 につ いて,短 い時 間です がお話 した

い と思 い ます。

私 は総務 省の情報 通信審 議会の専 門委員 も

や りなが ら勉 強 を させ て も らっ てい ます が,

我 々がIT戦 略 な どと言 う ときと,国 家 と して

あ るい は企 業 と してそ れ を議論 す る と き と

は,当 然視 点 が違 い ます。 この 国 もIT戦 略会

議 を設 け,一 生 懸命 にITに つ いてい こ う とや

って きたわ けで すが,日 本で議論 されてい る

IT戦 略 は,ITの 基盤 イ ンフラの整備 や イ ンタ

ー ネ ッ トの普 及 の話 が大部 分 です
。本 当の意

味 で国家 と して,あ るい は企業 と してのITに

対す る戦略的 な視点 を持 ってい るか につ いて

疑問 を持 って お ります。

我 々が直 面 してい る状況 の ネ ッ トワー ク化

は,特 に90年 代 以降 のIT革 命 を議論 す る と き

の最大 のキー ワー ドであ る こ とは間違 いあ り

ませ ん。 ではそ のネ ッ トワー ク化 を視 界 に入

れた ときに,そ れ を支 える技術 基 盤 と して,

陳腐 な話題 になってい るイ ンターネ ッ トとは

何 かについて に らんでお く必要 が あ ります。

イ ンターネ ッ トは今 か ら40年 近 く前 にペ ン

タゴンのアーパ に よって アーバ ネ ッ トとい う

形 で研究 開発 がス ター トしま した。研 究 開発

の 目的は,開 放系,分 散系 の情報 ネ ッ トワー

ク技術 をつ くるこ とで した。冷戦 の時代 の産

物 です。中央制御 の大型 コ ンピュー ターで防

衛 システム を管理 し,そ こに ソ連 か ら核 攻撃

を受 けた らすべ ての シス テムが ブラ ックア ウ

トして しま うので,分 散系,開 放 系 のネ ッ ト

ワーク技術 をつ くるのが 開発 の思想 で した。

間"

本職

それが90年 代 に差 しかか って きて起 こった

ことは,ま ず,ア カデ ミズ ムの情 報 ネ ッ トワ

ー ク との リンクが80年 代 末 に進 み ま した
。冷

戦 の終 えんがい か に大 きな意味が あ ったかで

す。要 す る にデ ィフェ ンス コ ンバ ー ジ ョン と

い う言 葉 を よ く使 ってい ま したが ,本 来 は軍

事 目的で開発 した技術 を民生用 に転換 してい

こ うとい う流 れが起 こ り,そ の シ ンボ ルみた

い な形 で アーバ ネ ッ トの技 術基 盤の 開放が進

んだの です。

イ ンター ネ ッ トを よ く使 い ますが,今 や第

3次 産業 革命 に直面 してい る よう な もの だ と

言 い続 けて きま した。 これか ら10年 ぐらい経

ち,情 報技術 に明 るい歴史家 の ような人 が登

場 して きた ら,多 分IT革 命 を こう総括 す るで

しょ う。 「IT革命 は ア メ リカが主 導 した軍事

技術 のパ ラダイ ム転換 だ った」 の だ とい うこ

とに,愕 然 と気づ く時代 が 来 る と思 い ます 。

この アメ リカが 主導 した とい うこと を強調 し
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なけれ ばい けない し,軍 事 技術 のパ ラ ダイム

転換 とい うところ も強調 しなければい けない

性 格 があ ります。

先 月9日,私 は欧州 に行 って いて,11日 の

事 件 の 日に欧州 か ら帰 って きま したが ,9月9

日の欧州 議会 で奇妙 な決議 を してい ます 。エ

シ ュ ロ ン問 題 に関 す る 決議 をや って い ま し

た。 あれ は イ リーガル だ とい う決議 をや った

わ けです。エ シュロ ンとは何 か,一 言 で言 う

とイ ンター ネ ッ トを含 む情 報通信 の盗聴 問題

で す 。 要 す る に ア メ リ カが 中心 に な っ て
,

1948年 に英米 間 の協 定 を結 んだ通信傍 受 の シ

ス テムがあ り,そ れ に今 ア メリカ と英 国 とカ

ナ ダ とオー ス トラ リア とニ ュー ジー ラ ン ドの

5カ 国が参加 して い るこ とにな って い ますが ,

実 体 的 には ア メ リカのNSA,(ナ シ ョナ ル ・

セ キ ュ リテ ィ ・エ ー ジェ ンシー)が スーパ ー

コ ンピュー ター を800台 使 って いる と言 われ
,

世界 の情報 通信 をモ ニ タ リング してい る とい

うわけです 。 モニ タ リングとい えば言葉 はい

い のですが,一 言 で言 うと盗 聴 してい るので

す。 ア メ リカ は歴 史の成功体験 と して,白 昼

堂 々,他 人 の国の情報 通信 をモニ タ リング し

て い るの で す 。 そ の こ とに対 して2カ 月前 ,

欧州議 会 が ワシ ン トンにエ シュロ ンの調査 ミ

ッシ ョンを出 しま したが,そ の問題 に対 して

は調査 に協力 で きない と リジ ェク トされ,怒

り狂 った欧州が エ シュ ロン問題 に対 す る決 議

を し,今 アメ リカと欧州 の間 で この問題 をめ

ぐ り一種 のせ め ぎ合 いが起 きてい ます。

アメ リカ側 に言 わせ れ ば,先 ほ ど申 し上 げ

た よ うにイ ンター ネ ッ トの技術基 盤 であ るア

ーバ ネ ッ ト
,自 分 た ちが冷戦期 の研 究 開発 の

基盤 の上 に構 築 して きた技術 を世界 にただで

開放 して,そ れ に関す る情報 の管理 高地,コ

マ ンデ ィング ・ハ イ ツ(も しその必要 が生 じ

IT革 命の本質的意味とアジアITへの視界

た な らば,最 もその システム を優位 に掌握 で

きるポ ジ シ ョン)を 確 保 し,一 体何 が悪 いん

だ とい うの が本音 だ と思 い ます。 この システ

ム を最 も有利 に制御 で きるポ ジシ ョニ ングを

確 保 してい るのは,言 うまで もな くア メ リカ

だ とい う仕 組み が,我 々の周 りを取 り巻 く水

や空 気の ようになってい る とい うこ となので

す。

問題 意識 を鮮 明 にす るた め にあ えて こうい

う話 題 に触れ てい るわけですが,一 番 わか り

や す い テー マ は,カ ー ナ ビゲー シ ョンで す 。

カーナ ビは 日本で は アメ リカの10倍 普及 して

い る と言 われてい ます 。欧州 で も,日 本 ぐら

い カー ナ ビが普 及 してい る国 はあ りませ ん。

カー ナ ビは言 うまで もな くGPSで す。GPSは

ア メ リカの 軍事 衛星 をた だ で使 わせ て くれ

て,位 置 を測 定 してい るのです。 ア メ リカが

なぜ ただ に して くれ てい るのかは,対 抗 衛星

を打 ち上 げ させ ない ため なの です 。お とと し

アメ リカでは,日 本で かな り普及 した のでそ

ろそ ろ金 を取 ろ うか とい う議論 が始 ま りま し

たが,も う しば ら く様 子 を見 よう と去 年 も延

期 に な りま した。 カーナ ビは逆探 知 で きるの

かが,技 術 的 なボ トム ライ ンと して最 も重 要

なポ イ ン トなの です 。 だれが今 どこを動 き回

ってい るか を掌握 で きるか です。 そん なこ と

は簡単 にで きます。 夢

要 す る に情 報 の管 理 高 地 を高 く取 る こ と

は,潜 在技 術可 能性 を優 位 に とるの を意 図 し

てい るこ となのです。

その 中で,こ の10年 間我 々が真剣 に立 ち向

か って きたIT革 命 の,ア メ リカか ら発信 され

て きてい るメ ッセ ージ を注意深 く見 る と,

デ フ ァク ト化 とい う潮 流 とブ ラ ックボ ック

ス化 とい う2つ の キ ー ワー ドがあ る こ とに気

づ きます 。 デ ファク ト化 は,実 質的世界標 準
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化 とい う意味 で,自 分 がつ くり上 げた ソフ ト

ウェアや システムや 目に見 えない財 を,実 質

的世界基準 として認知せ しめ て囲い込 む こ と

です 。 マ イク ロ ソフ トのOSも まさ にデ フ ァ

ク ト化 の典 型み たい な話 ですが,話 は単純 で

はあ りませ ん。 リナ ックスの よ うに,オ ー プ

ン化 をキー ワー ドに して立 ち向か って いる一

群 の人 たち もい るので,単 純 な流 れが成功 し

ている とい うわけ で もない。 しか し,ア メ リ

カが発信 している ものがデ フ ァク ト化 とい う

潮流 をつ くろ うと してい るこ とは間違 いあ り

ませ ん。

ブラ ックボ ックス化 は,一 たん囲 い込 ん だ

ら中で い じらせ ない,は み出 させ ない とい う

イ メー ジで す 。 そ の 中 で例 え ば さ きほ どの

GPSに つ い て,欧 州 で はEU自 前 のGPS(ガ

リ レオ とい う名前 の衛 星),を 打 ち上 げ る よ

うです が,日 本で は全 くそ うい う議論 は され

てい ませ ん。

今 回の同時多発 テ ロをITと い う視 点 か ら見

直 してみる と,ま た違 った シー ンも見 えて き

ます。サ イバ ーテ ロさえ視界 に入 れ た対応 が

い かに重要 であ るか。今 回の事 件 の背後 にあ

るス トー リーの 中で ど きっ とす る ことが多 数

あ ります。 例 えばテ ロ リス トた ちが フライ ト

シ ミュ レー タをい かに活用 してい たか。極 端

に言 うとだれで もその意 識 さえあれ ば,ジ ャ

ンボジェ ッ ト機 の操縦桿 を握 ってい る ような

臨場 感 でそ の操 縦 技術 にア クセ スで きる状

態 。 さらには ネ ッ トワー クの 中で情 報 を探査

すれば爆弾 の製造技術 か ら核 の製造技 術 まで

ネ ッ トで公開 されてい るよ うな状況 になって

きてい るこ とが よ くわか ります 。

したが って国家,企 業,そ れぞれの デ ィメ

ンシ ョンにお いてセ キュ リテ ィとい う概念 が

違 い ますが,た だITの イ ンフラ を充実 させ イ

ンターネ ッ トを普 及 させ れ ば,コ ス トの安 い

情報 通信 シス テム を確 立 すれ ば事 た れ りなん

だ,経 済 の活性化 を もた らす のだ,と い う単

純 な話で は ない ことはITに つ き合 って いる人

間 な らだれ もが感 じてい る と思 い ます。 この

IT革 命 の本 質 を,ア メ リカが発 信源 になった

軍事技術 のパ ラダイム転 換 の潮流 につ き合 っ

てい る とい うことを腹 に置 いた場 合,や は り

日本 としての総合 情報 通信戦略 が本 当 に問 わ

れて いる こ とを昨今 痛感 します 。情報通 信技

術 の研 究 開発 につ いて も,国 と して,企 業 と

して,連 携 した総合 戦略 が本 当に問 われる だ

ろ うと思 い ます。

NTTや ほか の通信業者,国 研 や大学 が大 変

な情報 通信技術 関連 の研 究 開発 を してい ます

が,ど こか で これ を統合 す るので はな く,緩

やか に連携が 図れ る ようなシステ ム を考 えて

いか ない といけない。

NTTが 年 間約2,500億 円の研 究 開発 費 を負

担 して い ますが,こ れ はほかの事業 者 に比 べ

た ら圧 倒 的 に大 きい のです。NTTに 競 争力 を

持 たせ て,回 線 コス トだけ下 げ るゲー ムの中

に巻 き込 んで い けば いい とい うので あ れば,

この2,500億 円 を負 担 しな くて もい い のか と

い う話 に追 い込 んでい くこ とに もな ります。

つ ま り,回 線業 としてのNTTを 例 えばほか の

業者 と肩 を並 べ て コ ンペ タテ ィブ な状況 に持

ち込 む とい う話 と,こ の国の総体 と しての研

究 開発,情 報 通信分 野 におけ る次世代 の技術

につ いて,一 歩前 に出 る研 究開発 を進 めてい

くこと とは別 の こ とだ と気 がつか なけれ ばい

けないのです 。そ の両 方の総合 戦略 を我 々の

視 界 に入 れ なけれ ばいけ ない。

さ らに情 報通信 の イ ンフラに関 して も,た

だ光 フ ァイバ ー網 とい う単純 な話 で はな く,

例 えばア ジア と連携 して,欧 州 が打 ち上 げ て
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い る ような 自前 のGPSは 必要 ないのか。 これ

は宇 宙開発 戦略 に まで かか わって きます 。今 ,

宇 宙 開発 予 算 の削 減 で,H-llロ ケ ッ トが2

回失敗 したいへ ん腰 が引 けてい ます が,や は

り自前 のGPSが やが て必ず この 国 に も必 要 に

な って きます。 それ は何 もこの国だ けでや る

こ とで は な く,ア ジ ア地 域 との連 携 の1つ の

テーマか も しれ ませ ん。 そ うい う視界 が必 要

になって くる。

そ れか らセキ ュ リテ ィの問題 で,そ の イ ン

フ ラを考 えた と き に,イ ンター ネ ッ トのIX

(イ ンターネ ッ ト ・エ クスチ ェ ンジ)起 点 が

大 手 町 のKDDビ ル にだ け何 の 問題 意 識 もな

くそ こに集積 させ てい るこ とは,地 震 の よ う

な自然 災害,そ れ か ら今 回の狂気 の さたの よ

うな事件 を体験 してみ ます と,こ れか らの地

方へ の分散 や,こ の イ ンフラの戦略 がい か に

重 要 か は 間違 い な く言 え ます 。IX起 点が こ

れ ほ ど集 中 して いる国 も珍 しいのです 。

そ して防衛安 保 におけ る情報 通信戦略 の確

立 とい う意味 にお いて,こ れは今 回の ような

事 態 に な っ て次 第 には っ き りして きて い ま

す。 新 しい報 告書 を見 てい る と,ア メ リカ軍

が使 っ ている イ ンター ネ ッ ト利 用 のステー ジ

は3層 に分 かれ て いて,高 度 の機密 性 を要 す

る情報通信 は一番 上層 の イ ン トラ型の システ

ムで囲 い込み,い わ ゆるだれ もが アクセ スで

きるイ ンター ネ ッ トの基 盤 は第3層 にな って

い ます。 日本 の 自衛 隊 は民生 用の ネ ッ トワー

クを利 用 す る とい う形 で,こ の第3層 を利 用

す る状況 になってい ますが,危 険度が 問題 で

す。情報 通信が たいへ ん重 要 な防衛 の流 れ を

変 えて いってい ます。

今,ペ ンタゴ ンが一番研究 開発 に力 を入 れ

て いる テーマ は,SIW(ス トラテ ィジ ック ・

イ ンフ ォメーシ ョン ・ウオー)と い い,リ モ

1T革 命の本質的意味とアジアITへの視界

一 トコ ン トロール戦争 です
。要 す るに実 際 に

致死 兵器,リ ーサ ル ウェポ ンを使 って相手 を

屈服 させ るので はな く,さ まざ まなサ イバ ー

技 術 を駆 使 して相手 の ネ ッ トワー クを混乱 さ

せ る,ウ イルス,電 磁 波等 の技術 に よって情

報 の面 で圧 倒 的 に有利 に立つ ことを研究 開発

す る とい う,こ れは大変大 きな戦 略上 のテ ー

マ に なって きて い ます。

そ うい うことを考 え た場 合,国 家 と してい

か に総合 情報通信 戦略 が問 われて くるか は言

うまで もない ことが おわか りいた だける と思

い ます。 日本 では内 閣府 を中核 に してIT戦 略

会議 がで き,経 済 産業省 も総 務省 も情報通信

につ い て,特 にITの 普 及や活用 につ い て懸命

に取 り組 んでい ます が,多 分今 の ような視点

での高度 な戦略性 を国家 として統 合 して推 進

してい かなけれ ばい けないス テー ジが必 ず来

るだろ うと思 い ます。

そ の 中で次 にIT革 命 の イ ンパ ク トにつ いて

です 。ITバ ブ ルが崩 壊 した と こ とで,1年 ぐ

らい前 に こ の種 の会 議 をや った と きの視 点

と,今 議論 しなけれ ばいけ ない視 点 とでは大

き く変 わ って きてい る と思 い ます。要す る に

ITバ ブル,あ るい はイ ンター ネ ッ トバ ブルが

なぜ崩 壊 したのか につ い て,教 訓 といい ます

か視点 と して整理 してお か なけれ ばいけ ない

こ とが あ る と思 い ます。 息

まず イ ン ター ネ ッ トバ ブ ル崩 壊 の 第1の 教

訓 はマ ネーゲ ーム と してのITに 傾 斜 しす ぎた

こ とへ の反省 を経済 の世界 の人 間 は特 に しっ

か り持 た なければ いけ ない とい うこ とです 。

IT革 命 を推 進 してい けば経済 は活性化 す る

と,旗 を振 って きた多 くの論者 がい ます。 ニ

ューエ コノ ミーステ ージの経済 を迎 える とい

う視 点 を持 っていた一群 の人 たちが必ず 引用

した アメ リカ商務省 が 出 した報告書 が あ りま
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す 。 「デ ジ タル ・エ コ ノ ミー」 とい うタイ ト

ルで,ITを 注入 す る ことに よって,ア メ リカ

経済 が いか に活性化 した か を検 証 してい る レ

ポー トです 。例 えば流 通過 程 にITが 入 るこ と

に よって いかに効 率化 され たか とか,製 造業

の工程 管理がITを 注 入す るこ とによってい か

に効率化 され たか につ いて レポー トされて い

て,IT革 命 は大事 だ と議論 す る人 に とって は

バ イ ブ ルみ た い な 本 で ,必 ず こ の 「デ ジ タ

ル ・エ コノ ミー」が 言及 された ものです。

ち ょう どア メ リカのIT革 命 がた いへ ん な勢

い で立 ち上が って くる プロセス を東海 岸 で97

年 までの10年 間仕 事 を して並走 して きた思 い

出が た くさんあ ります。 要す る にアメ リカの

全産業 の中で,最 もIT革 命 の成果 を した たか

に吸収 して,付 加価 値 を肥 大化 させ た産業 セ

クター は,流 通業 で も製 造業 で もあ りませ ん。

金融,そ れ も直接金融 です。 直接金 融 とは銀

行 では ない金融機 関 とい うイ メー ジで,例 え

ば401kと い う言葉 が あ りますが ,年 金,基

金 で さえ株 式 市場 で 運用 をす る投 資 信 託 と

か,デ リバテ ィブ な どを運用 す るヘ ッジ フ ァ

ン ドの ようなイメー ジです 。デ リバ テ ィブ と

はITで 武装 を した直接 金融 と言 い か えて もい

い と思い ます。要 は オ ンライ ンネ ッ トワー ク

の技術 革命が進行 しなか ったな らば,成 り立

た ない ような ビジ ネスモデ ル。 要す る に先物

とか オプシ ョンの利 ざや をアー ビ トラー ジュ

してい く。 しか も高度の数学 のモデ ル さえ駆

使 してや ってい く新 しい タイプの金融 ビジネ

ス モデルの肥大 化が,こ の10年 間 にお ける ア

メ リカ産業 の変化 の中でたいへ ん大 きな流 れ

だ ったのです。

ア メ リカの大 学 の理工 科系 の卒業 生約8割

が,80年 代 まで は広 い意味の軍事産業 に雇用

吸収 されていた と言 われてい ます。 ところが

90年 代 に入 って,パ ラ ダイムが冷 戦後 の アメ

リカの産業構造 が金融 主導型 へ と変 わ りま し

た。要 はITで 武装 した優 秀 な理 工科系 の卒業

生 が金融 に吸 収 されて いったの です。ITを 使

って金融 で何 がで きるかや ってみ ろ よ とい う

技術 楽観論 を限 りな く探 求 してい くのが アメ

リカの 特 色 で す 。 そ こで登 場 して きたの が

「ITとFTの 結 婚」 の谷 間 に生 まれた金 融工 学

です。 た いへ んな勢 いで金 融工学 とい うジャ

ンルが 拡大 し始め て,日 本 で も東大工 学部 に

金融工学 とい う講座が始 ま り,東 京工 業大学

に至 って は金融工 学部 とい う学 部 をつ くるか

とい う時代 に な り,「ITとFTの 結 婚」 とい う

大 きな潮 流 が我 々 を取 り巻 き始 め たの です 。

そ こでベ ンチ ャーキ ャ ピタル,ベ ンチ ャー フ

ァン ド,LBOフ ァン ド,ジ ャ ンクボ ン ド等 の

金融技 術革新 が進行 し,我 々の 目の周 りの ビ

ジネス を取 り囲 んでい るシー ンが変 わ って き

た。 そ して何 が起 こったか です。

ITを 議論 して い る人 に も2つ の タイ プが あ

る ことを感 じま した。

1つ はITの 技 術 基 盤 を生 か して,産 業 の効

率化 や生産性 の向上 に役 に立つ ような新 しい

ビジネスモ デル をエ ンジニア リング して い こ

う とい う一群 の人 た ち。 もう一方 で は,ITと

い う言葉 で 曰 くらま しをかけ,IPOゲ ー ムに

一 口乗 って もうけ ませ んか とい う世界 が広が

り始 め たので す。1999年 約600の 会社 が ナス

ダ ック,ニ ュー ヨー ク店頭 市場 とい う仕組 み

を使 いIPOを か け て資 金 を調達 しま した。 大

部分 はIT関 連 の会社 です。 イ ンターネ ッ ト関

連の有望事 業 だか ら,eビ ジネス,eド ライ

ブだ と大騒 ぎ した あげ くに,あ なた も一 口乗

ってIPOで もうけ ませ んか とい うア プローチ

でITと い うもの が議論 され ていた(ITの マ ネ

ーゲ ーム化)の でITな る ものの議論 が ゆが ん
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だ とい うこ とです。

イ ンター ネ ッ トバ ブ ル とは,過 剰期 待 と過

剰 流 動 性 の ド ッ キ ン グ で す 。 例 え ば

amazon.comは,イ ン ター ネ ッ ト関連 の本 の

通信販 売会社 の極 めて有力 な ビジネ スモ デ ル

ですが,期 間損 益 で一度 も黒字 を出 した こ と

が ない会社 が メデ ィアが未来志 向の新 しい ビ

ジ ネスモ デル とい うこ とで過剰期待 を醸 成 し

てい く。 そ こに ファ ン ドマネ ジメ ン トの林 立

状 態 で,年 金 で さえ株 式市場 で運用す る とい

うこ とで,ア メ リカの場 合 は個 人金融資 産 の

5割 が株 式市 場 に入 って い る と言 われ て い ま

す。 日本 の場 合 は11%で す 。 したが って,過

剰 期待 に過剰 流動性 が加 わ り,天 文学 的 な株

価 を形 成 していた のが去 年 までです。

気 をつけ なけれ ばいけ ないのは,例 えばM

BAで フ ァイナ ソシャルな専 門知識 を身 につ

けた,金 融工 学 で博士 号 を取 った,雲 霞 の ご

と く存在 してい る弁護 士 たちが新 しい ビジネ

スモ デル と称 し,マ ネーゲ ーム に誘い込 む こ

とか らゆが んで くる こと。要 す るに,ITブ ー

ムか らITバ ブルが崩壊 した状況 に立 ち,し っ

か り腹 に落 と し込 まな ければい けない教 訓 の

1つ が,マ ネー ゲ ームで は ないITの 真価 が 試

され ている とい うこ とです。

2つ 目は,さ ま ざまな ビジネス モデ ルのエ

ンジニ ア リングにかか わ り,リ アル とバ ーチ

ャルの融 合 が行 き着 いた教 訓 だ と思 い ます。

現 実 にeビ ジ ネス の ビジネス モ デルで しっか

りと業績 を上 げてい る ところや失敗 した とこ

ろを,ど こに失敗 や成功 の要 因が あ ったの か

をチ ェ ッ ク して み る と浮 か び上 が って き ま

す。 この リアル とバ ーチ ャルの融合 を戦 略的

に展 開 した企 業 だ け が や は り成 功 してい ま

す。要 す るに ロジステ ィックス や,実 際 に も

の を動 かす仕組 み とい う意味 で,基 盤 を しっ

IT革命の本質的意味とアジアITへの視界

か り構築 して対応 してい った ところや,バ ー

チ ャルだ けでな くリア ルな ビジネス基 盤 に対

して最新 の布陣 を してい った ところだけが成

功 している とい うこ とに気づ きます。

ITバ ブ ル崩壊 の教 訓 とい う2つ のポ イ ン ト

の話 で したが,正 念場 に差 しかか ってい るIT

が挫 折 した わけで はあ りませ ん。 これか らこ

そ,我 々の社 会総 体 を変 える大 きな力 に なっ

て くる と思 い ます 。 ど う変 えて くるか は社 会

総体 の ア ンバ ン ドリング化 が 実感 で き ます。

例 えば経 済,産 業 に対 す る インパ ク トを考 え

て も,ITが 経 済,産 業 の何 を変 えて いるの か

を見て いる と,こ れ は流 通 にお け る中抜 き と

い う表現が使 わ れ ますが ,バ リューチ ェー ン

の設計 変更 です。要 す るに 自分 たちの会社 が

創 出 してい る付加 価値 は,ど このバ リューチ

ェー ンを取 って い るの か につ いて も う1回 考

え て,再 設 計 しなけれ ばいけ な くな って きて

い るこ とは間違い あ りませ ん。バ リューチ ェ

ー ンの ア ンバ ン ドリング化 で す
。 これはい か

なる企 業 であ れ,今 までの とこ ろに立 ってい

れ ばお 金 にな る とい う時代 で はな くなって き

てい る。 あ らゆ る意 味で それ は進行 してい ま

す。

諏訪 ・岡谷 の精密機 械 の部 品 メーカーな ど

の若 い経 営者 た ちが つ く り上 げてい るネ ッ ト

ワ ー クの 人 とよ く交 流 す る機 会 が あ ります

が,ま さに産業 にお け るITの イ ンパ ク トは何

か を考 える ときに大 変 いい ヒ ン トを提供 して

くれ ます。今 まで 中小 企業 とい うと,大 企業

の下請 けだ とか系 列 だ とか い う縦 の切 り口の

中 に沈み込 まされ てい たわ けです が,元 気 の

いい中小 企業 の人 た ちはネ ッ トワー クの中で

自分 た ち自身 を装備 して いってい ます。例 え

ば諏訪 ・岡谷 の例で は,彼 らは研 究 開発 に関

す る情報 交換 か ら資材,原 料 の調 達,さ らに
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はマ ー ケテ ィ ング,マ ーチ ャ ンダ イジ ング,

企 画の段 階 に至 る まで情 報 を交流 し合 いなが

ら,今 まで大企業 の下請 け に位 置づ け られて

いた もの を,横 の連携 で脱 皮 してい くため に

(フ ラ ッ ト化)着 実 にネ ッ トワー クを生 か し

た成 功モ デル にな りつつ あ ります。 た だ,一

筋縄 で はあ りませ ん。 さ きほ どの リア ル とバ

ーチ ャルの融 合 とい う話 に も大 きな教 訓 を与

えて くれ ますが,彼 らはお も しろい ことを言

ってい ます。BtoBの ビジネ スモ デ ル を開

発 して,コ ンピュー ター メーカーが テ レビの

CMで,砂 漠 の 中 に工 場 や事業 所 を建 て て も

世 界 じゅ うか ら注文 が 来 る とい うのがeビ ジ

ネスの時代 だ,と い うイ メー ジが一 般的 につ

くり上 げ られてい ますが,彼 らは 自分で動 い

てみ て あ る教 訓 を積 み 上 げ た とい うわ け で

す。1年 目にみ ん なで頑 張 ってeビ ジ ネスモデ

ルをつ くって発信 す る と,な る ほ どポ ッポ ッ

と世 界 じゅ うか ら注 文が 来 た とい うのです 。

マ レー シアだ中国だや れ どこだ と。最初 はお

もしろいか ら喜 び勇 んで現 地 に出張 まで して

積 み上 げて,何 とか事業化 しよう と努力 して,

1つ,2つ と成 功例 も出 て き ま した。1年 た っ

てみ た とこ ろで総 括 で帳 じ りを締 め て み た

ら,ち っと ももうか って いないの です。要 す

るに コス トばか りかか って,意 外 なほ ど もう

か らない とい う こ とが わ か っ た。2年 目に ,

お もしろいか らとや ってい る場合 で は ない と

い うの で真剣 にな って,1日 で行 って帰 っ て

こ られる範 囲だけで ビジネスモデル を組 み立

て る ところに線 引 き しま した 。そ こか ら,3

年 目か らい わゆる定常 的な ビジネス のス タイ

ルに,つ ま り収益性 のあ るビジネス の段 階 に

入 って きた。 これが まさに,リ アル とバーチ

ャルの融合 の進化 の ような話 に もなるわ けで

す。

いず れ にせ よ,中 小企 業 と大 企業 の関係 も

まさにア ンバ ン ドリングなので す。結局,今

までのバ リュ ーチ ェー ンの束の解 体 と再 設計

を どれだ けや わ らか く構 想 で きるかが成功 の

要件 だ とい うこ とを非常 に感 じてい るわけで

す。 その際,ア ンバ ン ドリング した もの を リ

バ ン ドリ ング し,も う1回 束 ね 直 して い くと

きに必要 なのが 企業 間の連 携 で,1つ の企業

の 中で 自己完 結 で きる もので は ない こ とが,

成功 モ デル を見 てい て も感 じます。 つ ま りネ

ッ トワー ク化 は外 の異業種 を も含め た ところ

と経営 資源 の ネ ッ トワー ク化 を展 開 していか

ない とう ま くい かない とい う事例研 究 な どは

非常 に心 に落 ちる部分 が あ ります 。

それか ら,経 営 に とってのIT革 命 の イ ンパ

ク トは,言 うまで もな く雇用 の問題 に大 きな

影響 が 出 て きてい る と思 い ます。IT産 業が活

性 化す る こ とに よって雇 用が創 出 で きるな ど

とい ろい ろな レポ ー トが出 てい ますが,雇 用

の量 の 問題 で はあ りませ ん。雇用 の質 の変化

が 明 らか に起 こって きてい ます。 それ は,IT

革命 を推進 してい くときに よ く使 うス ピー ド

経営 で す。 ス ピー ド経 営 とは簡単 に言 え ば,

中間管 理職 はい らない経営 を 目指 す とい うこ

とです 。中間管理職 は情報 の結節 点で機 能 し,

飯 を食 って きたわ けです。今,我 々が展 開 し

て い るITの 成 果 を企 業 経 営 に注 入 す る こ と

は,で きるだけ意 思決定 と現場 の結節 点 を少

な くして,直 接 つ な ぐとい うシス テム設 計 に

しよう と してい る こ となのです 。

余 人 を もって かえが たい人で なけれ ば支 え

られ ない とい う仕組 み をで きるだ けITを 駆 使

して平準 化 してい こう と。平準 化が進 行す れ

ばす るほ どア ウ トソー シ ングが可能 にな りま

す。 だれがや って も同 じだか らアウ トソー シ

ングがで きる とい うこ とです。 それが フ リー
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ター的 な存 在 を拡 大す るサ イ クル にな って き

て しま うわけです 。

いず れ にせ よ,企 業 経営 とい うのは ス ピー

ド経営 の究極形 態 と経営 学 の中で言 われ始 め

てい ます 。今 までの 日本型経営 とは まさに好

対照 です が,戦 略,企 画 力 を持 った ご く少数

の経営 者 と企画 マ ン,そ れ を取 り巻 くカーキ

カラー とい う言葉 があ ります 。 カーキ カラー

とは情報 システ ムの設 計者 とい うこ と。 ホ ワ

イ トカ ラー とブ ルーカ ラーの 間の用語 と して

使 われ てい ます が,カ ーキ カラー を少数配 置

して中間管 理職 が一切 な く現場 を個 別の ス ト

ラテ ィジ ック ・ビジネス ・ユニ ッ トに して ダ

イ レク トに管理 で きる システム,一 番 コス ト

がかか らない方向 を 目指 してい るのが ,極 端

に言 う とス ピー ド経営 なのです。 私が言 って

いるの は メガ トレン ドの話 です。 それが持 っ

ている ネガの部分 がた くさん 出て くる と思 い

ます。 しか し,大 きな潮流 と してはそ うい う

方向 に向か ってい る とこ とを認 識 しておか な

けれ ばい け ませ ん。

IT革 命 は政 治 さえ も大 き く変 えるだ ろ うと

言 われ てい ます。 や は りIT革 命 は情報 ネ ッ ト

ワー ク革命 ですか ら,意 思 決定の システ ムを

変 える とい う意 味で す。一言 で言 うと,直 接

民主制へ の限 りな き予 感 を もた ら してい るの

がIT革 命です 。 これ は,代 議制民主 主義 の限

界 を見せ始 め ている といい ます か,要 す るに

政 治 学 で 習 った代 議 制 民 主 主 義 は,フ ェ ー

ス ・トゥ ・フェースで市民集会 が 開け るコ ミ

ュニ テ ィー の ところだ ったな らば直接民 主主

義 は成 り立 つが,マ スデモ ク ラシー の時代 に

は代 議 制 で支 える しか ない とい うわけ です。

代議者 が 国民 と意思 決定 をつ な ぐパ イプ役 に

なる とい うことで,こ の 国は村 会議員 まで入

れ て7万 人が代 議者 と して存 在 します。媒 介

IT革命の本質的意味とアジアITへの視界

して いる ものが必 要 な くなる とい うのが 大 き

な潮 流 なのです。

例 えばア メ リカにお いては代 議士,議 員 の

任期制 限や,定 数の 削減で代 議制 の見 直 しが

進 んでい ます。 今 まで代 議者 によってつ なが

れ なければ直接民 主主義 は成立 しない とい う

こ となのです。IT革 命の技術 革新 は,直 接 民

主主 義 は技術 的 に可 能 か も しれ ない とい うこ

と を予 感 させ ます。 国民投票 とい わない まで

も,本 人 を認定 す る技術 は どん どん確 立 され

て きてい ます。 イン ター ネ ッ ト投 票 も可 能か

とい うこ とで,現 実 にア メ リカでは実行 して

い る ところ さえ出て きてい ます 。IT革 命 の大

きな トレン ドの 中で,こ の議論 が 間違い な く

展 開 されて くる とい うこ とを予 感せ ざるを得

ない。 そ うい う意味 で,社 会総 体 を変 えて く

る とい うこ とを申 し上 げたか ったわ けです。

最後 にア ジア展 開で は,日 本 に とってア ジ

ア とのIT連 携が,こ れか ら非 常 に重 要 にな る

とい うことを強 く感 じて い ます。 ア メ リカ を

発信 源 とす るパ ラ ダイム転 換 とい う潮 流の 中

で,日 本 があ る種 の主体 性 を持 ってIT革 命 に

立 ち向 か ってい くため に,や は り知恵 を出 し

て さま ざまな形 で この国の進 路選択 を多様化

してい かな ければい けない。企 業 と して もさ

ま ざまなオ プシ ョンを多様 化 してい かなけれ

ばい け ない と きに,ア ジア とのIT連 携 は ,こ

れか ら必 ず アジ ェ ンダになって重要 になる と

思 い ます 。その 中で経 済産業省 な どが一 生懸

命旗 を振 られて いる。例 えば私 は シ ンガポ ー

ル との 自由貿易協 定 に も関心 を持 ち,個 人的

に もサ ポ ー トして い ます 。 ニ ュ ーエ ー ジFT

Aと い う意味 は,シ ンガポール との間で 関税

を引 き下 げて も,淡 路 島の面積 もな く工業生

産力 もない 国 と関税 を引 き下 げて もしようが

ない とい う話 をす る人 がい ます が,そ うで は
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あ りませ ん。 やは りこの電子 認証や電 子政府

な ど電子 とい う分 野で,シ ンガポ ールの よ う

なIT先 進 国 と日本 との 連携 が ア ジアのITの 潮

流 を変 えてい くとい う意 味 にお いて,シ ンガ

ポー ル との 自由貿易 協定 は理解 され なけれ ば

いけ ない。

もちろんeア ジア構 想が展 開 されてい るわ

けで,こ この ところ中国 の情 報産業 省(中 国

で は,信 息 と書 い て信 息産業 省 とい う)と の

連携 の中で,中 国 のIT革 命 との連携 を意識 し

て こ この ところ交流 を深め,経 済産業 省か ら

のバ ックア ップ も受 けてい るわけです 。世 界

のITに よる同時好 況が去 年で したが,ITバ ブ

ルが は じけ同時好 況 を もた らした メカニズ ム

が反転 し,世 界 同時不況 のサ イ クル にな って

しまって ます。 その 中で,中 国 だけが不思 議

な ひ と り勝 ち的 な状 況 にな って い ます。1～6

月の 中国の情 報通信 産業 の総生 産 は前年度比

32.9%ア ップ とい う数 字 が 出 て きて い ます。

中身 を見 る と,携 帯電話 の生 産等が たいへ ん

な勢 いでふ えてい ます が,携 帯 電話 の生 産 は

こと しの上 期(1～6月 期)前 年 度比74%だ そ

うで す。 携帯 電 話 の ユ ー ザ ー も1.2億 人 とい

うこ とで,こ れが次 世代携 帯電話 な どに変 わ

って くるこ とを予 感す る と,大 変 大 きな変化

が 中国 に予想 され ます。 イ ンター ネ ッ トの利

用者 も昨年 末 で2,250万 人 で,通 信 と放 送 と

コ ン ピュ ー ター ネ ッ トワー クの3つ の ネ ッ ト

ワークの融合 を国家 を挙 げてや ろ うと してい

るので す。我 々 と しては韓 国,中 国,シ ンガ

ポー ル,さ らには イ ン ドをに らんだ ようなア

ジ アのIT連 携,イ メー ジ と しては ち ょう ど日

本 を竜 の頭 として,イ ン ドに至 る ドラ ゴ ンの

ような形 で連携 を深 め てい けばいい のでは な

い か と思 い ます。 ただ もた もたす る と,竜 の

頭 だ と思 ってい るの は 日本 だ けで,し っぽの

方 にな ってい くか も しれ ない情勢 だ とい う危

機 感 を持 って,昨 今 仕事 に当 たってお ります。

● 一
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電子商取引の成功要件
～浸透と拡大のためのシナリオとは～

株式会社エムアンドエム研究所 代表 三石玲子氏

初 め に店が で きたのが94年 です。 アマ ゾ ン

な どが で きた のが95年,そ れ か ら足 か け7年

経 ってい るの です。経 済産業省 の統 計 に よ り

ます と,BtoCの 日本 の2000年 の売 り上 げ

実績 は8,260億 円 となっ てい ます 。 た だ,そ

の 中 には住宅2,000億 円,自 動 車2 ,000億 円が

入 ってい ます ウェブ上 で直販 された分 で はあ

りませ んので,純 粋 にネ ッ ト上 で所 有権 が移

転 した,よ り直販 的 なオ ンライ ンシ ョッピン

グは,2000年 で4,000億 円強 が水準 だ と思 い

ます 。7年 経 った割 には少 ない な とい うのが

実感 で す。 去 年2000年 は 日本 のEC元 年 と も

言 われ ま した。確 か にい ろい ろな動 きが あ り

ま した。 こ と しは,日 本 のBtoCで 勝 ち組

と負 け組,あ るいは負 け組候 補,ど う もうま

くいか ない もの と本格 的 に花 が開 いて きた も

の に二極 分化 して きてい ます 。一体 その条件

は何 か をまず お話 ししよう と思 い ます。

日本で まず 間違 い な く勝 ち組 とい っていい

のは,実 店舗 もや りネ ッ トで も始 めた ク リッ

ク&モ ル タルの大型専 門店 です。筆頭 の会 社

はパ ソコン小 売業 の ソフマ ップです。昔 は秋

葉 原や,新 宿 あた りに小 さなお店 を展 開 して

い ま したが,今 は郊外 に大型店 をつ くる よう

にな って きたパ ソコ ンリテ イラーです。2000

年で年 商100億 円,こ と しで年商160億 円,大

体全 体売 り上 げの1割 が ネ ッ ト分 とい う感 じ

になって きてい ます。

かつ て アメ リカで は ピュアプ レーヤ ーがあ

ま りに も倒 産 したので,ク リック&モ ル タル

こそ主役 だ とい う議論 にな って きて い ます。

これ は半分 当 た って い ますが ,す べ ての ク リ

ック&モ ル タルが 成功す るわけでは,あ りま

せ ん。成 功 には条件 が あ ります。 その条件 の

1つ を満 た して い るのが 日本 の 大型専 門店 で

もあ ります が,実 店舗 とほぼ同等 の展 開,同

等 以上 の品 ぞ ろえ,実 店舗 以上 の付 加価値 を

つ けた店 をネ ッ トで展 開す る,こ れが必要 条

件 です。 です か らク リ ック&モ ル タルの 人で

も,例 えば 日本 の百貨店 を見 ます と実 店舗 は

実店舗,オ ンライ ンの方 は,例 えば ネ ッ トは

若 い男 の客が 多い ので,実 店舗 は40歳 代 以上

のお ば さん向 け なの に,ネ ヅ トは若 い男向 け

の商品 をち ょぼち ょぼやる とい う戦略 を とっ

た りします。 これは まず 間違 いな く失敗 しま

す。です か らクリ ック&モ ル タルの成功 要件,

大型店 に関 して は実 店舗 と同 じような展 開 を

ネ ッ トでや る とい うこ とにな って きます。

それ か ら2番 目の勝 ち組,コ ンバ ー ジ ョン

率 の高 いサ ー ビス業 です。 コ ンバ ー ジ ョンと
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は,転 換 とい う意味 です。転換 はネ ッ トで は

来店者,店 にや って くる人 を シ ョッパ ー,買

う人 に転換 す る とい う意 味 で使 われ ます。で

すか ら,ネ ッ トで は100人 来 店す る と して コ

ンバ ージ ョン率,バ イヤー にな って くれ る比

率 は2%,ち ょっ といい店 で4%,ア マ ゾ ンク

ラス の優 良店 で8%で す。 とい うこ とは,物

販 モ デ ル に関 して は9割 以上 のお客 は買 わ な

いで帰 って しま うとい うこ とです。初 め か ら

予定 があ る,初 め か ら買 う気 が ある,初 めか

ら予約 を したい と思 って い るよ うな ビジネス

は,コ ンバ ー ジ ョン率が もう一 けた違 う。 こ

れ は何 か といい ます と,例 えば航空 券の よう

なチ ケ ッ ト関係 です。そ もそ もこうい うコン

バ ー ジ ョン率 の レベルが 高い ビジネス は,日

本で もそ こそ こ軌道 に乗 って きた。 チ ケ ッ ト

関係 に代 表 され る と考 えて くだ さい。

3番 目の勝 ち組 は トップ クラスの 中小 企業

です 。 日本 の 中小 企 業 のお 店 は4万 店 くらい

あ る と言 わ れ ます が,4万 店 の うち の トップ

数百店 とい う人 たちです 。残 りの90何%は 本

当 にぼんや りした店 です。大 体平均 月商 ウン

十万 円 とい う感 じの人 たちですが,こ の トッ

プ クラス の 中小 企 業 の レベ ル は本 当 にす ご

いo

それ か ら勝 ち組 の4番 目は カ タロガ ー。 カ

タロガー とは カ タログ ビジネス。要す るに通

販会社 だ と思 って くだ さい。 ア メ リカで もカ

タロガーは トップ クラスの成果 を上 げてい ま

す。要 す るにビジネスの仕組 みが同 じだ とい

うことです。 ダイ レク トマ ーケテ ィ ングの仕

組 みであ る。 それか ら既存 のデー タベ ースや

インフラ,物 流 の仕 組み をその まま使 え,要

す るにコス トが安 くて済 む。黒 字転換 に なる

時 間が早 い。 日本で も一部 の カタロガー は年

商50億 円以上 の レベ ル に育 って きて い ます 。

これ も条件 が あ って,紙 の カ タログ と同 じこ

とをネ ッ トで や ってい る人 に限定 され ます。

それ か ら5番 目は激 戦 区。 日本 で激 戦 区 と

い うの は代 表 例 が4つ 。 まず は書 籍。 書籍 は

最近 撤退企 業が相 次 いでい ます が,ト ップク

ラス の企業 は紀 伊 国屋 で年商40億 円 ぐらい。

日本 アマ ゾ ンはそれ を追 い越 した と威張 って

い ますか ら,そ うなので しょう。 た だ,同 じ

ころ に始め て,片 や40億 円,片 や アマ ゾ ンは

26億 ドル企 業 です か ら3,000億 円 とい う とこ

ろです 。そ れか ら旅行 。旅行 とい って も,こ

れ は例 え ば ホ テ ル予 約 の よ うな ビ ジ ネス で

す。 これ もホテ ル予約 サ イ トは50社 くらい出

て い ますが,こ の トップ企業 は もう単 年度黒

字 に転換 してい ます。 オ ンライ ン トレー デ ィ

ング,こ れ も大 中小 あわせ て70社 近 くあ りま

す。 この上位企 業数社 は何 とか とい う感 じで

すが,逆 に言 うと下位企業 の生 き残 りの道 は

あ るか とい うこ とで す。 ネ ッ トで は ウ イ ナ

ー ・テ ー クス ・オー ル とい う言 葉 が あ りま

す。勝 者が み んな取 って しまう。本 当 に上位

1,2,3位 ぐらい の勝者 が み ん な取 って しま

うのです。 もう4,5,6,7位 以下 の人 たち に

残 って くる ビジネスチ ャ ンス は本 当 に少 ない

と考 えた方が いい。 それか らワイ ン。 ワイ ン

が激戦 区 とい うの はおか しいですが,日 本 人

は どうもワイ ン好 きら しくワ イ ン店 は本当 に

激 戦 区です。ベ ンチ ャー も出てい る。 サ ン ト

リー とか アサ ヒビールみた いな大 メー カー も

出てい る。地場 の酒屋 さんが 店 を出 して いる。

あ と,い ろい ろな タイプの 中小企 業。 ここで

は中小企業 が頑張 る とい う典型 的 な激戦 区の

構 造 です 。 大 メ ー カー で月2,000万 円 くらい

や っ と売 れてい るの に対 し,本 当 にゼ ロか ら

ス ター トした 中小 企 業 で 月5,000万 円 くらい

売 り上 げてい る事例 が出 て きて い ます。 これ
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が ざっ と勝 ち組 。 もちろん楽天 の ような もの

もあ ります が,BtoCの 典 型 的 なモ デ ルで

いい ます とこんな感 じで はないで しょうか。

ソ フマ ップ。 こ と し160億 円。 や は り成功

の理 由 は95年 ス ター トと早 く始 め た こ とで

す。 それか らオ ンライ ン経験。 オ ンライ ン経

験 はネ ッ トの ビジネスの コツ,マ ーケテ ィン

グが内部 に蓄積 され続 けた。そ れか ら トップ

の判 断で す。 こ うい う大 型店 の場 合 は必ず
,

例 えば コールセ ンターや物流 の仕組 みや,途

中 に投資 が必要 にな ります。 こ こで金 をか け

る,こ こで人 を配置す る とい うの を決め るの

は トップですか ら,や は り日本のeコ マ ース

は,ア メ リカ もそ うですが トップの理解 度が

成否 を決め て しまってい る。

オー トバ ックス,100億 円 もい って い ませ

んが,こ こ も非常 にいい店 です。 さきほ ど申

し上 げた 日本 の ク リック&モ ル タルの専 門店

は,大 体 こ うい う タイ プの店 です。あ と,ユ

ニ クロ も似 た ような タイ プです。

これ は中小 企業 の希望 の星 ,ナ チュ ラム と

い う大 阪 の,も ともとはスポー ツ用 品屋 さん

で実店舗 をや って いた人です。 ゼ ロか らス タ

ー トし
,今 や 月商6,500～7,000万 円 です。 月

7,000万 円 とい うの は,日 本 のeコ マ ース で

は相 当高 い レベ ルです 。 月7 ,000万 円 とい う

こ とは,単 純 に12倍 してい ただいて年商10億

円が 目前 とい うこ とですか ら,本 当 に トップ

の人 は,年 商10億 円が見 えて きた とい うのが

現状 です。 ここは余 りにいい店 なので,ベ ン

チ ャーキ ャ ピタルが お金 を入 れた りしてい ま

す。かつ て ダイエ ーが主婦 の店 と言 っていた

ころか ら成 長 し,全 国展 開の大型店 にな りま

した。 要す る に商店 が企業 に育 ってい く。 同

じこ とが ネ ッ ト上 の中小 企業 で も起 きてい ま

す。 ここはそ の第1号 とい っていい 。月7 ,000

電子商取引の成功要件～浸透と拡大のためのシナリオとは～

万 円 が どの くらいす ご い数 字 か とい い ます

と,名 のあ る百貨店 で ネ ッ ト分 の売 り上 げが

大 体年 商1億 円です 。 月1,000万 円 をや っ と売

ってい る とい う感 じです 。片や 名のあ る百貨

店 で 月1,000万 円,片 や だれ も知 らな か った

こ うい う店 で7,000万 円,完 全 に逆転 現 象 が

起 きてい るの です。

これ は カ タロ ガーです 。 セ シー ルで年 商4

～50億 円の レベ ルに なってい ます
。 セ シール

は 日本最 大 の通 販会社 。 ポ イン トは カタロ グ

と同 じこ とをネ ッ トで行 う。プラスア ル ファ,

不 ッ トな らで はの価 値 を提 案す る。 ネ ッ トな

らではの価値 とは何 か。例 えば変 な話 ですが,

ここに ブラジ ャーの絵 がか いてあ ります。今,

デ フ レ時代 の勝 ち組企業 は吉野 家 の牛丼 だ と

言 わ れ てい ます 。 吉 野 家 の牛 丼 は たか だか

400円 が280円 です。 この ブ ラジ ャー は幾 らか

とい い ます と,440円 です 。男 の方 は値 ごろ

感が わか らないで しょうが,ワ コールあ た り

で買 い ます と,こ の種 の もの は大 体4 ,000～

5,000円 します 。 フ ラ ンス 製 の しゃれ た もの

を買 って しま うと1万 ～2万 円。 よ く考 えてみ

る と毎 日身 につ ける ものが4 ,000～5,000円 で

あ っていい わけ ないのです が,と にか く10分

の1で す。 ネ ッ トな らで はの付 加価 値 とは何

か。 カ タロ グで は この商 品 を紹介 す るの にや

は りスペ ースの制限 があ ります。 ネ ッ トです

とど うや ってつ くり,ど こで つ くり,ど うい

うふ うにすば ら しいの か,心 行 くまで紹 介 で

きます。要 す るにその商 品 につ いて分厚 い情

報 をつ け られる。 こ うい う提 案が で きます 。

で は負 け組 は ど うか。負 け組 とい うと怒 ら

れて しまい ます が,話 題先 行,実 力 は クェ ス

チ ョンとい う ところが た くさんあ ります 。 ま

ず1つ は,ジ ェネ ラル な百貨 店 み たい な品 ぞ

ろえの ところ と考 えて くだ さい。百貨 店 と言

一 一.
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って いるので は な くて百 貨店 の よ うに,食 品

も売 ってい る,フ ァ ッシ ョン も売 っ てい る,

家具 も売 ってい る,本 も売 ってい る とい う総

花 的 な店の形 だ と思 って くだ さい。 ネ ッ トで

はスペ シャル ・イズ ・スマ ー トとい う掟 が あ

ります 。 スペ シャルで あ るこ と,専 門的で あ

るこ とが賢 いのです。 ジェネ ラルの シナ リオ

は非常 に限定 され ます。 例 えば楽天 は ジェネ

ラルで す。 これ は もう8,000店 の テ ナ ン トが

い るの です 。8,000店 近 い とい う こ とはな い

もの は ない。 とい うこ とは,8,000店 にな っ

て初 め てエ ブ リシ ング ・トゥ ・エ ブ リワ ン,

すべ ての もの をすべ ての人 に とい う本 当の ジ

ェネ ラルが展 開で きる。 そ うでは ない中途半

端 な ジェネ ラル はみ んな失敗 して い ます。

そ れか ら中途 半端 な 日本 的EC。 日本 的EC

の1つ はモ バ イル。 これ は間違 い な く放 って

お いて も育 ち ます 。 もう1つ の 日本的ECと い

うの は,コ ン ビニ を活用す る とい う形 の もの

です。 高密度 な拠 点 を生 か して,そ こで イ ン

ターネ ッ トで買 った商 品 を受 け取 った り,支

払 い を した りとい う発想 。 同 じ発想 を と りま

す と,例 えば駅 も使 え る,ガ ソリ ンス タ ン ド

も使 え る,そ れか ら米屋 も酒屋 もい いそ とみ

んなが思 い ます。 そんな に思 った ほ どうま く

い ってい ませ ん。 コ ンビニで さえ大苦戦 。そ

れ か ら中途 半 端 な メー カーEC。 ネ ッ トで物

を売 る ことは原則 は直販 です。 そ うす る とメ

ー カーがECを す る こ とは
,チ ャ ネル を飛 ば

して直販 をす る ことにな りかね ない。当然 チ

ャネル フ リク シ ョンが起 こ ります。系 列店 の

人,既 存 の小 売 店 の人が 怒 って しまい ます 。

怒 らせ て もいい とい うス タンス をとる人 もい

ます。怒 らせ ないで,系 列 店 を巻 き込 んで温

存 しなが らや ろ うとい うス タンス を とる人 も

い る。それか ら系列 店 と全然 バ ッテ ィング し

ない商 品 を扱 お う とい う人 もい ます 。 メー カ

ー のECは2000年 に入 って非 常 にお も しろ く

な って きてい ます。去年 くらい までは消費者

が メー カーサ イ トにア クセ スす るこ とは,商

品情 報 やサ ポー ト,あ るい は何 か の ダウ ンロ

ー ドを期待 してで した
。今 は違 うのです。直

販 してい ない か な と期待 してア クセスす る よ

うになって きて しまってい る。 メー カー とい

え ども,直 販 とい うか,消 費者 にダ イ レク ト

に物 を ウェブで提 供す る仕組 み を何 らか の形

で持 た ざるを得 な くな って きてい る。 ただそ

れ を,既 存 の戦 略 を温存 して中途半端 にす る

の は余 りうま くい ってい ない。

そ れか ら うま くいってい ない人 は守旧派小

売業。 さ きほ どの ソ フマ ップや オー トバ ック

スや ユ ニ ク ロ等 は,3年 ぐらい前 はデ ィス カ

ウ ン ト,た だの安売 り屋 じゃない の と結構 い

じめ られて い ま した。今で こそ天下 のユ ニ ク

ロです 。そ うす る と,百 貨店 とか高級専 門店

の 人か ら見 る と,た だの安売 り屋 だ,デ ィス

カ ウン トだ と思 ってい た人が,ネ ッ トで は実

は勝 ち組 なのです。現 実 にはた だのデ ィス カ

ウン トで はな く,小 売 業 と して は非常 に革新

的。システムや新 しい こ とに投 資 を してい る。

社 内の体制 も整 ってい る。片 や形 は立派 で も

内部 は非常 に体 質が古 い,動 きが遅 い。小売

業 に関 して は もう見事 に色分 け されて しまっ

てい ます。で すか ら,名 前 だけで動 きが遅 い

小 売業 のECは 本 当 に成 果が上 が ってい ない。

それ か ら負 け組 の5番 目です。 川 下 ビジネ

スの経験 が ない人。 ネ ッ トは本 当 に顧 客満足

の レベ ルが とて も高 くなってい ます 。実店舗

よ りはるか に高い顧客満足 を提 供す る場 にな

って きてい ます。 そ うす る と川 下 ビジネスの

経験 が ない人,消 費者 をよ く知 らない人が い

きな りア メ リカの企業 と手 を組 んで,日 本 に

一50一



連 れ て きてBtoCを つ くる とい うの は軒 並

み失 敗。事 例 と して は商社 の 人が一番 多いの

です が,や は り消 費者 の ことを熟知 し,消 費

者 に対 す る商 売 はこ うなんだ とい うノウハ ウ

を持 ってい ない と,い きな り飛 び込 んで も難

しい とい うこ とです。

これ はある コ ンビにの ウェブです 。別 に負

け組 とい う意 味で はあ りませ んが,品 ぞ ろえ

を見 て い た だ くと,例 えばCDや デ ジ タル ラ

イ フや旅行等 いろい ろな売 り場 を並 べ てい ま

す。 そ うす る と何 を期 待す るか。買 い回 りを

期 待 します。本 も買 って もらって,旅 行 も買

って もらお う。 これは実店舗 な ら成 り立 つ戦

略 です。実 店舗 な ら,せ っか くきょうは百 貨

店 に来た のだか ら食品売 り場 に寄 ってい こ う

と思 うわ けです。 ネ ッ トで はだれ も思 い ませ

ん。1つ 用事 を済 ます と,と っ とと帰 って し

まうのです 。期待 したほ ど買 い回 りを しない。

もう1つ は,一 つ一 つ の売 り場 が ネ ッ ト上 の

一番立派 な専 門店 に比べ て も遜色 のない品ぞ

ろ え,サ ー ビス を持 ってい ない と どこかへ行

って しま うとい うこ とです。競合 店 に行 くの

は3秒 もか か りませ んか ら。一 つ一 つ の ジ ャ

ンルに非常 に深い専 門性 が要 求 される。横 に

並べ て もだめ よ とい うこ とです。 この ビジネ

スは,コ ン ビニで受 け取 った り支 払 った りす

るの に飛 び切 りメ リ ッ トを感 じる人以外 のお

客 を どう吸 引す るか になって きます。 年商30

億 円 と言 わ れてい ます 。 さっ きの ナチュ ラム

が10億 円弱 です 。1対3,3倍 しか違 わ ない と

い うこ とで しょう。 です か らいか に中小企業

の トップク ラスが健 闘 してい るか とい う話 で

もあ ります。

これ は家 電企業 の例 です。 やは り日本 を代

表 す る家電企 業 ですが,弱 点 は何 か。 まず高

い。 それ は系列 店 を巻 き込 む形です が,例 え

電子商取引の成功要件～浸透と拡大のためのシナリオとは～

ば ここで洗濯 機 を買 うと8万 円 ぐ らい と しま

す 。で は,ヨ ドバ シカ メラの イ ンター ネ ッ ト

シ ョップで買 う と同 じ商 品が 幾 らか 。6万 円

ぐらいで買 え ます。 とい うことは価格 メ リッ

トが ない。価格 メ リッ トが ない分,何 で補 う

か。 これは いろい ろな戦 略が あ ります。 例 え

ば ソニ ー と松 下 の戦 略 は全然違 い ます。 この

例の方 は,ほ かの商 品で付加 価値 をつ け よう

と,例 え ば特選 品 コーナ ーをつ けてブ ラ ン ド

のバ ッグ を売 った りします。 家電 メー カー な

の に プラ ダのバ ッグが置 いて あるのです。 ネ

ッ トで プラ ダのバ ッグを買 うの は実 に易 しい

こ とで,3秒 もあれ ば一 番安 いサ イ トが す ぐ

見 つか る。そ うす る と,何 で ここで プ ラダの

バ ッグを買 わ なけれ ばいけ ないのか
,そ ん な

物 好 きな女性 はいない はず です。要 す るに直

球 を投 げて いない。 直球 を投 げて いない 中途

半 端 なメ ー カ ーECは 確 実 に失敗 す る とい う

こ とです。

負 け組 には共 通 の条件が あ ります 。1つ は,

我が社 は超 大企業 だか ら と大 きさで過信 して

しまって もだめ です。 つ ま り,消 費者 とは何

か,ネ ッ トとは何 か をわか ってい る人の方が ,

企業基 盤が 大 きい人 よ りはるか に成功確 率 は

高 いのです 。そ れか ら既存戦 力 を温存 す るの

もだめ。 新 しいお もち ゃで はな いの だ か ら,

す ぐ飛 びつ いて何 かや って もだめ とい うこ と

です。社 内の体 質が変 わ らなければ いけ ませ

ん。 ネ ッ トで成功す る条件 は,ク リ ック&モ

ル タルの人 であれ ば,我 が社 が持 ってい る古

い体質 をネ ッ トで打 ち破 る とい う視点 に立 た

ない と,同 じ古 い体質 をネ ッ トに引 きず って

もだめ だ とい うことです 。 これはで きるか ど

うかです。 それ か ら消費者 とのず れ,社 内体

質,オ ンライ ン経験 の蓄積 も重 要 です。

何 で中小企業 の トップク ラスが成果 を上 げ
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たか とい う と,過 去 何年 間,96年,97年 くら

い に店 を出 した人が 多いのです が,オ ンライ

ンの 商売 の コツが1人 の店 主,そ の シ ョ ップ

マス ターの頭 に持 続的 に蓄積 されて きた,こ

れが強 いのです 。 ところが大企業 の場合 は担

当 はか わ る し,権 限 は少 ない し,あ るい は外

部 に依存 して しまう し,社 内 に持 続 的 に蓄積

され に くいので す。 これがや は り影響 と して

は大 きいです。

うま くい か ない理 由が あ ります。1つ は 日

本的 システ ム との調和 。例 えばス ピー ドです。

ネ ッ トの商売 で,BtoCで,消 費 者が メー ル

で問 い合 わせ をす る と します 。いつ答 えれ ば

いい か。36分 が最短 の記録。 アマ ゾ ンは36分

と言 わ れ て い ます 。 少 な くと も2時 間 以 内。

少 な くと もその 日の うち。 そ うで ない とお客

さんは,何 だ,こ の店 は,と 思 って しま うわ

けです。 ネ ッ トの ス ピー ドはマ ウスイヤ ー と

言 うで はないで すか。かつ ては ドッグイヤー,

1年 が7年 だっ たので す。 今 は1年 が20年 。 き

ょう出 した メールの問 い合 わせ に,ぼ んや り

した会社 は1週 間後 くらいにお返事 が来 ます 。

とい うこ とは7×20で すか ら,140日 後 にお返

事 が来たの と同 じ感触 なわ けです。 そのス ピ

ー ドを維持す る にはそれ な りの体 制
,新 しい

組織 の形 が絶 対 的 に必 要 です 。ECと は何 か

とい うところの理解が恐 ら く違 うの だ ろ うと

思 い ます。

eコ マース は別名,プ レッシ ャー フ リー コ

マース とかス トレス フ リー コマース と言 うの

です。要す るに,実 店舗 で こうむ るス トレス

や プ レッシ ャーか ら開放 され る場 だ とい う議

論です。 これが ネ ッ トだ った な らば,心 行 く

まで 自分 のペースで買 い物 がで きる。情報 も

ふんだ んに とれる。 い ろい ろなほかの お客 の

意見 も参照 で きる。恐 ら く購買 時点で参 照で

きる情 報 の厚 み を考 える と,実 店舗1に 対 し

て ネ ッ トは100倍 ぐらい つ け られ ます 。 ネ ッ

トの本質 とは実店舗 をは るか に しの ぐ顧 客満

足 の レベ ルの高 いチ ャネ ルだ,と い うところ

か ら始 めない と成 り立 た ないのです。利便性,

24時 間,い なが らに して物が 買 える,そ んな

話 で はないの です 。新 しい対面販 売,新 しい

顧 客満 足 を提 供 す る場 の1つ だ と考 え るべ き

です。 それ を理解 してい ない。

それ か ら実店舗 との差 別化。 うま くい って

い ない 人 は理 解 してい ませ ん。1つ は さっ き

の情 報 です。実 店舗 との違 い とい うと,ブ ロ

ー ドバ ン ド時代 も控 えて
,す ぐ動画 だ とか音

声 だ とかマ ルチ メデ ィア な どの技 術 を天 こ盛

りに したお店 をつ くった りします。 こうい う

もの は ブロー ドバ ン ド時代 が 来 よ うと もまず

売れ ませ ん。情報 量が 少 なす ぎるのです。 ス

カー トが ひ らひ ら風 に舞 ってい る ところを見

せ て も,そ れ は,あ あ,そ うか と思 うだけで,

購 買刺激 にな りは しない。 ネ ッ トで の情 報 の

本 質 は,言 葉 あるい は文字 なのです。例 えブ

ロー ドバ ン ド時代 で あって も実 店舗 との違 い

は とにか く分厚 い情 報 が提 供 で きる と考 える

べ きです 。

ネ ッ トは特有 の売 り方が5つ あ ります。1つ

は検索 。2つ 目が比 較,コ ンパ リソ ン。 自由

に比較 が で きる。3つ 目が リコメ ンデ ー シ ョ

ン,推 薦 。この本 をお買 い になったお客様 は,

ほか に この種 の本 をお 買い にな ってい ます な

どと出てい ます 。大 きなお世話 ですが,こ れ

は ネ ッ トの 得 意技 。4つ 目が レ一口ーテ ィ ング,

星 をつ け る。3つ 星 レス トラ ン とか い うこ と

です 。5つ 目が顧 客 間 イ ンタ ラク シ ョンとい

い ます が,間(か ん)は 顧 客 の間(あ い だ),

要 す る に顧 客 の声 を コンテ ンツに利用 す る と

い う ものだ と思 って くだ さい。例 えばネ ッ ト
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の本屋 さんにお客が書 い た書 評 とか載 ってい

ます。 ああ い う もの です。 それ は実店舗 で は

で きない こ とです。 だか ら,売 れ ない店 は オ

ンライ ンマ ー ケテ ィングの ノ ウハ ウが ない
。

や は り全然違 い ます 。商売 の本質 は共 通 です

が,ネ ッ トな らで はの特有 の ノウハ ウが あ る。

ここを理解 してい ないのだ ろ うと思い ます。

さ きほ どの変 な田舎百 貨店 を,特 に 日本 企

業 はつ く りたが る。売 り場 を並 べ て買い 回 り

して もらお う とい う戦 略 は まず失敗 します 。

ですか ら,楽 天 み たい に途方 もない テナ ン ト

数 を集 めるか,途 方 もない品ぞ ろえで勝負 す

るか しか ないわ けです。

ネ ッ トには弱点 があ ります 。ネ ッ トはいい,

いい と言 い ま したが ,や は り弱み もあ ります 。

1つ は,ア ウェ ア ネスの 問題 です。 ア ウェ ア

ネス とい うの は気 づい て もらう とい うこ とで

す。 去 年 の3月 時点 で世 界 の ウ ェブペ ー ジは

21億 ペ ー ジ と言 われ ま した。今 ,30億 ペ ー ジ

を超 えてい る と言 われてい ます 。去 年 の時 点

で 日本 語 ペ ー ジ は6,000万 ペ ー ジで わず か

3%。GDPか らす る ととて も少 ないです 。英

語 圏の ものが80数%。6,000万 ペ ー ジで もい

い ので す。 漢 字 の ペ ー ジが6 ,000万 あ る とい

うこ とです 。 店 を出す とい う こ とは6,000万

分 の1で しか ない。6,000万 とい うの は,皆 さ

んが 超 暇 人で1日10ペ ー ジずつ読 んだ と して

も,恐 ら く1万 何 千年 か か る計算 にな るはず

です 。 た とえ6,000万 ペ ー ジの 日本語 で も,

もう人 間の選択肢 を超 えた情報が流布 してい

る。 そ の6,000万 分 の1,恐 ら く今1億 分 の1く

らいで しか ない もの をど う目立 たせ るか,こ

れが根本 的 な弱 点で す。

それ か らコ ンバ ー ジ ョン率が低 い,こ れ は

さきほ ど言 い ま した。 それか ら階層構 造。 階

層構造 は電話 帳み たい な もの を想像 していた

電子商取引の成功要件～浸透と拡大のためのシナリオとは～

だ いて,幾 らす ご くす て きな店 で もお客 に見

え る部分 は表紙 のペ ー ジです 。 中のペー ジに

潜 って もらうための仕掛 け,工 夫,ペ ー ジの

め くり方 が ポ イン トにな って くる。 こんな こ

とは94年 くらいか ら言 わ れ て い た こ とで す

が,い まだ に階層構造 を克服 で きてい ないの

です 。 プ ル型 も弱 点 の1つ 。 ネ ッ トはお 客が

働 くの です。逆 は プ ッシュです 。 ネ ッ トで は

店 は原 則 と して待 って い な くては いけ ない 。

客が働 くとい うこ とは一 見主体的 でい い よう

ですが,く たびれ て しま う。 下手 な店だ とも

う2度 と戻 って こ ない。 プル型 は メ リ ッ トで

もあ る しデ メ リッ トで もあ ります。

そ れか ら客 単価 が上が らない。上 が らない

とい うの は,例 えばその辺 の洋服屋 さんだ と

ス カー トを買 えば必ず 店員 さんが ブ ラウス を

勧 め ます。 これ は ネ ッ トで は非常 に工 夫 を し

ない と行 い に くい。 何 も しない と客単価 が上

が らないのです 。 それか ら購 買行動 が違 うこ

とは,さ きほ ど言 い ま した。 い ろいろ な売 り

場 を並 べ て も期 待 した ほ ど回 って くれ ませ

ん。 とっ と と帰 って しま う。 そ れか らカー ト

問題 。 ネ ッ トの店 に必ず シ ョッ ピングバ スケ

ッ ト,シ ョッピ ングカー トがあ ります 。ス ー

パ ーのか ご と同 じです 。か ご に入 れ てお きな

が ら買 わない比率 が,ネ ッ トで はす ご くいい

店 で も35%ぐ らい。 下手 な店 だ と8割 超 え る

の です。要 す るに買 わ ない比 率。 カー トに入

れ てお きなが ら買 わない。 これ は,そ の辺 の

ス ーパ ー だ とわ ざわ ざ戻 しに行 くのが面倒 く

さい。 商品 をか ごに入 れて ほっぽ り出 してお

くと怒 られて しまう。 ネ ッ トで は怒 られ ませ

ん。 とっ ととい な くなって もだれ に も文句 は

言 われ ない。 カー トに入 れて もチ ェ ックア ウ

トしない理 由は,決 済 の プ ロセスが面 倒 くさ

い。や た らに変 なパ ス ワー ドを要求 され た り
,
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だ らだ ら長か った り,ク レジ ッ トカー ドの番

号 を入 れ るの に抵 抗が あ った り,と にか くプ

ロセ ス に抵 抗感 があ る。

そ して勝 ち組 には条件 が あ ります。1番 目

は非常 に専 門性 が高 い。 ジェネ ラルで勝 て る

シナ リオは限定 され る と思 われた方が いい で

す。ネ ッ ト向 きの業態 とい うものが あ ります。

や は りネ ッ トには ネ ッ ト向 きの商品が あ りま

す。何 で も売れ ますが,規 模 の ビジネス にな

りに くい弱 点 はあ ります 。 ネ ッ トにはネ ッ ト

のお きてが あ ります 。 とにか くお客 が偉 い 。

顧 客主導。 バ イヤー ドリブ ンと言 い ます。買

い手が威張 って しまう。 それか らさ きほ どの

ネ ッ トス ピー ド。 そ れか ら打 てば響 くような

体 質 。 そ れか らCSは 顧 客 満足 です 。 とに か

く実 店舗 に比 べ て,と んで もな く高 いCSの

レベ ルで競争 してい るのです。典 型的 なの は

配送です。 ア メ リカの ケー スですが,大 体 ア

メ リカの通販 は配送 が早 いのです。 き ょう頼

んだ もの はあ した お召 しになれ ます,と セー

ルス トークに して い る。 それが,き ょう じゅ

うにお届 け します とい う競争 が始 まって,次

に,自 転 車 で1時 間以 内 にお 届 け します 。 こ

れ はさすが につぶ れて しまい ま した。無 限の

競 争 にな って い く。CSバ トルは客 に とって

はいいのです が,企 業 に とって は壮絶 な金食

い虫 とい うことです。消耗戦 に陥 って しまう。

これはア メリカの数 字です。 まず 原価 。 ウ

表 ネ ッ ト小 売業形 態別 の収 益構造

エブベ ース の人は73%。 利益 は27%し か ない

とい うことです 。実店舗 も展 開す る小 売業 の

人,こ れは 日本 よ りち ょっ と利益 率が 高い の

ですが60%。 カ タログの人 は,ユ ニ クロみ た

い な製造 直販 の人が多 いの で利益 が半分 。 こ

れが平均 です。 フル フ ィル メ ン トは物流 コス

ト。商 品 を注文 してか らお客 に届 ける まで の

コス トと見て くだ さい。これ は余 り大 差 ない。

顧 客 サ ー ビス 費用 は 数%で そ ん な に違 わ な

い。 ここで 中間 の数 字 を出 してみ ま し ょう。

カ タログの人 は まだ40%残 ってい ます。 ネ ッ

トだ けの 人 は もう1%し か残 っ てい ない ので

す 。 これ で終 わ りだ った ら1%で も もうかれ

ばいい のですが,ま だ これか らが本番。 マ ー

ケ テ ィ ング コス トが あ ります。1,000円 の売

り上 げ を上 げ るの に660円 か か る。 これが さ

きほ どのお店の名前 を知 って もらって来 店 さ

せ る費用。こ こに とて も金が かか って しま う。

既 存 の店が あ る人 は ここが 半分 で済 む。 カ タ

ログの人 は既存 の顧客 デ ー タベ ースが利用 で

きるか ら6分 の1で す。 そ れか らサ イ トづ くり

の費用 はそ んな に変 わ りませ ん。一般 管理 費

もそ ん なに変 わ らない。計算 す る とウェブで

しか商 売 して い ない人 は,1,000円 の売 り上

げ を上 げ る の に2,000円 コス トが か か って い

る とい うこ とです。約倍 で し ょう。 カタロ グ

の人 は,何 とか1,000円 の売 り上 げで120円 は

もうか って いる とい うこ とにな ります 。

(%) ネ ッ ト事業
実店舗を持つ
小売業

カタログビジネスの

企 業 合計
・原価 73 60 48 53
・Fulfillment 20 21 10 13
・顧 客サ ー ビス 6 5 2 3

1 14 40 31
・マ ー ケ テ ィ ン グ

66 30 10 24
・Site
,コ ン テ ン ツ等 16 10 10 ll

・一般 管理 費 13 10 8 11
・EBIT 一94 一36 12 一15

出 所:TheStateofOnlineRetailing4.0
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この表 か ら言 える こ とは簡単 です。 ネ ッ ト

で もうけ る には,利 益率 の 高 い商 品 を扱 う。

これ は ノウハ ウ と しては非常 に情 け ないので

す が,そ うい う こ とです 。2つ 目。 マ ー ケテ

ィングコス トを下 げ る,要 す るに店 に来 て も

らうの に,べ らぼ うな広告宣伝 費 をかけ ない

で 済 む よ うな仕 組 み を考 え な くて は い け な

いo

特 有 のマ ーケテ ィングとは何 かのお話 を し

ま しょ う。1つ は さっ き言 った コ ンバ ー ジ ョ

ン率 の確 保 。 これは3つ シナ リオがあ ります。

皆 さん は実 店舗 の経験 が長 いか ら,2%を4%

に しよう と思 い ます。2を4に す るの は とて も

大 変です 。すべ て にかかわ って きます。来 店

して買 うのです か ら,そ のサ イ トのつ く りが

上手 で な くて は買わ ない し,マ ーチ ャ ンダイ

ジ ングに もかか わ って くる。何 かお も しろい

プロモー シ ョンをや ってい るか どうか。要 す

るにお 店の運営 すべ てがか かわ って くる。 そ

うす る と,2を4に す るのは難 しい とい うこと

に な ります。 だ った らIOO人 来 店す る ところ

を1,000人 に して しま えば い い じゃ な いか 。

2%は 変 わ らないの だか ら,100分 の2は1000

分の20に な ります。購 買客 が20人 になるか ら

売 り上 げが上 が る じゃないの。 とにか く客 を

ガンガ ン集め て分 母 を巨大化 しよう。そ うす

れば コ ンバ ージ ョン率 が一定 だか ら購 買者 が

多 くなる。 これが2つ 目の シナ リオ。3つ 目の

シナ リオは,100人 来 て2人 しか買 わないの な

ら発想 を変 え よ う。 買 わないで帰 って しまっ

た98人 の満足 度 を高 め よ う と考 えるの です 。

これ は正解 です 。 ネ ッ トは買 わないで帰 って

しまった98人 が非 常 に大事 です。 買 って くれ

た2人 をつ な ぎ とめ るの も必 要 です が,買 わ

ないで帰 った98人 が,あ の店 はいい よ,何 か

お も しろそ うだ よ とロ コ ミで伝 える。デ ジ タ

竜子商取引の成功要件～浸透と拡大のためのシナリオとは～

ル ロコ ミ。 これはバ イ ラル,ウ イルスの こ と

です。ネ ッ トでの ロ コ ミは光 速で伝 わ ります。

とい う ことは,き ょう皆 さんが どこか の掲 示

板 に三 石 さんの店 はい い よ とポ ン と流 す と,

次 の 日には2万 人 くらいお客 が 来 る こ とだ っ

て ないわ けでは ない。 これが コ ンバ ー ジ ョン

率向上 の3つ の シナ リオです。

そ れか らク ロスセ ル,ア ップセ ルの問題が

あ ります 。関連購 買,あ るい は もっ と単価 の

高 い もの を買 わせ る秘訣 の こ とです。 それか

らカー ト拒 否率。 それか らユ ーザ ビリテ ィー

とい うの は店 の歩 き方,使 いやす さの こ とで

す 。 リテ ンシ ョン とは顧 客 固定 化 だ と思 って

くだ さい。 今 まで は新 しい客 を集め るの に躍

起 で したが,今 度 は買 って くれたお客 となっ

た100人 を ど う持 続 させ るか 。 となって くる

と主戦 場 は も うウェ ブで はあ りませ ん。Eメ

ール です
。Eメ ールマ ー ケテ ィ ングの ノウハ

ウ,巧 拙 が物 を言 って きます。

一方
,定 性 的 な こ ともあ ります。実 は定性

的 な方が 大事 で はないか とい う議論 にな って

きて い ます 。 ア メ リカのテ ロ事 件 でCIAと か

FBIが 何 か反省 して い ます よね。 情報 テ ク ノ

ロジー に頼 りす ぎた。スパ イ衛星 の技術 とか
,

そ うい うテ クノロジー を過信 した。 や は り大

事 なの は人 間の知恵,判 断 だ ったんだ と しき

りに今反 省 してい るで はな いですか。 全 く同

じこ とが ネ ッ トビジ ネス に も起 きてい ます 。

今 まで ネ ッ トビジネス とい う と,何 か妙 な り

コメ ンデー シ ョンエ ンジ ンとか,デ ー タマ イ

ニ ングが どうとか,人 工知能 を使 って どう し

た とか,そ んな ものが 天 こ盛 りになってい る

店がす ごい と言 われ てい ま した。で もよ く考

え る とリコメ ンデー シ ョンエ ンジ ンとい った

って,こ のス カー トをお買い にな っているお

客 様 はほか にこのブ ラウス をお買 い になっ て
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い ます と言 われ た って,そ ん なブ ラウスは だ

れ も買 い ませ ん。これは コ ンピュー ター過信,

IT過 信 です。結 局残 る ところ は何 か,人 間の

知 恵で はないです か。

まず,言 われ たのが第一 印象理論 。 フ ァー

ス トイ ンプ レッシ ョン。 その店 の表紙,ト ッ

プペ ージ を初 め て見た ときの第一 印象が非常

に大事,こ れ は確 か にいい店 と悪 い店が一 目

で わか ります。お客 の方 もわか ります。使 い

やす そ うだな,何 の店かす ぐわか るか な,私

はこ こで ウエル カムか な,お も しろそ うか な,

信用 があ りそ うか な とい うことを一 瞬で判 断

す る。そ うす る とこの第一 印象理論 は技術 的

なこ とにブ レー ク ダウンで きます。 や は りた

だ,や る気 が あ るか な,に ぎわ ってい るか な

とい う ところ までお 客 は判 断 します 。 これ は

実店舗 と全 く同 じで す。や る気 のない店 は一

目見れば わか るの と同 じことです。 第一 印象

をいか によ くす るか。

それか ら最近 の話 はユ ーザー経験。 い かに

ユ ーザー にいい経 験 を して もらうか,こ れ に

な って くる と何 だか わ けが わ か らな い です

が,今 ユ ーザ ーエ クスペ リエ ンス とい うの は

流行 語 です 。3番 目が オ ンライ ン経験 。 これ

は,売 れ てい る店 は オ ンラ イ ン経験 が詰 まっ

て いる。売 れて いない店 はオ ンラ イ ン経験 が

蓄積 され てい ない。 シ リコンバ レーあ た りの

eコ マ ー スの 人 た ちは,倒 産 して しまっ て タ

クシーの運 ち ゃんにな った りしま したが,一

方で ク リック&モ ル タルの人 に一斉 にス カ ウ

トされ ま した 。 人材 が 流動 して い るので す。

日本 はなか なかそ れが起 こ りに くい。 これか

ら社 内 にい か に オ ンラ イ ン経験 を蓄積 す る

か。 それ も守 旧派体 質の ところに蓄積 す るの

で は な くて,や は りeコ マ ース の受 け皿 は何

か革新 的 な もの をつ くった方 がい いです。 そ

れ か らセ ンス と起業 家精 神 。次 は顧 客 感度 。

お客 に対 す る感度。 それか らお客 との良好 な

関係。 この種 の何 か よ く吟味 で きないふ わふ

わ したわ けのわか らない ものが大事 だ とい う

反省 を今 してい るの です。 ち ょう どいい機会

だ と思 い ます。勝 ち組 の人 は非常 に厳密 な数

字 的 な ところ もきちん とや ってい る し,こ う

い う定性 的 な ところ も非 常 に きちん とや って

い る とい うのが条件 の ように思 い ます 。
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電子行政とデジタル経済
～穣勢の現状ど将来属望 ～ ・

東京大学大学焼情報苧環教授 須藤 修氏

デ ジ タル経 済 と電 子政府 の展 望 につい てお

話 しさせ ていた だ きます。

現在,IT革 命 につ いてい ろいろ な論評 が さ

れ てい ます。景 気 が悪 くな った ため,ITは た

だの流行 に過 ぎなか った と言 われる こ ともあ

りますが,IT革 命 の イ ンパ ク トは長期 で考 え

な けれ ばな りませ ん。2～30年 の スパ ンで革

命 が進行す るで し ょう。今,そ の序 曲が まだ

始 まったばか りで,こ れか らも浮 き沈 み は相

当 あ るか も しれ ませ ん。 た だ し,そ の 中で,

確 実 に社 会構 造,経 済構 造の転換 が進 む とい

う認識 を持 つ必 要が ある と思 い ます。人類 が

2度 経験 した産 業革 命(蒸 気 機 関 お よび鉄道

建 設 に端 を発す る,西 ヨー ロ ッパ とアメ リカ

大 陸で起 こった革 命)は,何 十年 もかか って

全世界 に広 が ってい きま した。 なお も十分 に

広が りきって いない地域 もあ ります。IT革 命

も長期 的か つ広 範 囲 に進行す る こ とを認識 し

なければ な らない と思 い ます 。

日本 の 電 子 商 取 引 の 市 場 に つ い て は,

ECOM,ア クセ ンチュ ア,お よび経 済産業省

が,こ と しの1月 に市場 予 測 を発表 してい ま

す 。 まず,BtoCの2000年 の市場 規模 につ い

て は,8,000億 円 ぐらいで あ り,2005年 には

13兆 円 を超 える と推計 されてい ます。 その う

財冷
/

,ー

理開発

ちの2兆4,500億 円 はモバ イル ・コマー ス にな

る とい う予測 です 。電子 商取 引化率 を見 る と,

まだ非常 に小 さい と言 わ ざるを得 ませ ん。 し

か し,先 ほ どの三石 さんの御 講演 で もお話 が

あった ように,マ ーケテ ィングや ク リ ック ・

ア ン ド ・モ ル タル等 の戦略 が本格 的 に展 開 さ

れ れば,ま だ まだ伸 び る と思 い ます。BtoC

市 場 の内訳 で すが,旅 行,要 す るに航空券 や

ホテ ルの予 約が 第一位 です。 それ に続 くのは

自動 車,特 にこれ は中古車 市場 です。 ガ リバ

ーや ク イ ック な どが非 常 に健 闘 して い ます

が,そ うい う分野 は伸 びる と予測 され てい ま

す。(図1)
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次 に,BtoBの 市場規 模 はBtoC市 場 と比

べ て遥 か に大 き く,2000年 の推計 で は22兆 円

ぐらい に達 してい ます。 そ して,2005年 には

111兆 円 まで拡 大 す る と予 測 され てい ます。

その うちの44兆 円 はEMP,eマ ー ケ ッ トプ

レイスです。eマ ー ケ ッ トプ レイス は今 の と

ころ順調 に伸 びてい る とは言 えませ んが,確

実 にこの分野 は伸 び る と思 い ます。BtoB市

場 の内訳 を見 ます と,電 子部 品や 自動 車部 品

の調達市場が大 きな割合 を占め る ことにな り

ます。次 に ウエー トが大 きいの は,建 設分野

です。建設分野の電子化については,旧 建設

省 と旧通産省の共同プロジェク トでCALSの

実証実験が3年 間行われていま した。今 月か

らは国土交通省が主管する公共事業の一部が

電子入札で行われ,2004年 か らは全面的に電

子入札 に移行することになっています。国土

交通省としては,2010年 までには同 じ仕様の

システムを各自治体にも採用 してほしいと考

えてお り,現 在一部の自治体 との実証実験 も

行われているところです。もちろん,国 土交

通省の システムとは別 に,各 自治体が個別に
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電子 入札 の システムの実証 実験 あ るい は本格

運用 を してい るケース もあ ります。 これ らに

つ いて は,暗 号 や電 子認証 に関す る互換 性 が

図2
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きわめ て重 要 なので,今 後調整 が必要 であ る

こ と を指 摘 して お く必 要 が あ る で し ょ う。

(図2)
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EMPに つ い て言 え ば,シ リ コ ンバ レー に

ある コマ ース ネ ッ トとい うNPO,こ こはNTT

コ ミュニ ケー シ ョンズが深 く関 わってい る組

織 です が,そ こが 開発 した エ コシス テム とい

う要素技術 は,既 に コマー ス ワンの構 築 した

EMPの シ ス テ ム に使 わ れ,相 当 な成 果 をお

さめて い ます。 その代 表 的 な ものは,コ ビジ

霊鑑

2005年

=」 ≡山里

31.6428%

自動車・自動車部品21.035Dzz

麟漂1:1現

量i講累品9:;2:

離}鰻 財1:1㌶

雀藁用機器11::㍑
鉄・Skex・原m斗5.29D%

合計 110.61ア5%

ン トの ネ ッ トワー クです 。 コ ピジ ン トとは,

3大 自動 車 メ ー カー で あ るGM,フ ォー ド,

ダイム ラー ・クライス ラーが連携 し,昨 年10

月1日 よ り稼働 させ た グ ローバ ル ワイ ドの 自

動車 部品の調 達 ネ ッ トワー クです。 これ まで

の部 品納 入会社 を うま く組織 し,グ ローバ ル

に点在 す るそれ らの部 品調達 会社 か らビ ッグ
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ス リーが 自由 に部品 を購 入 で きるシス テムで

す。 お そ ら く8%ぐ らい の コス ト削減 には成

功 した と思 われ ます。今 後,15%く らい まで

コス トを削減す る こ とがで きる と考 え られ ま

す。 こ と しに入 って,ル ノーが この ネ ッ トワ

ー クに参加 しま した
。 ル ノーが 入 る とい うこ

とは当然 日産が入 ります 。そ して,プ ジ ョー

も入 りま した。他 方で,ト ヨ タも世界 を代 表

す る トップ メー カーの1つ です が,独 自の シ

ステム を開発 してい ます。 自動車 の部 品調 達

ネ ッ トワー クは,ト ヨ タが開発 した カ ンパ ン

方式 の電子版 であ り,あ る意味 では,ト ヨタ

の カ ンパ ン方 式 に対抗 して ビ ッグス リーが 動

いた とい って も過言 で はない と思 い ます。厳

しい価格 競争 に勝 ち抜 き,21世 紀 に生 き残 れ

る 自動車 メー カーは限 られてい るので,各 社

ともそ のための戦略 を真剣 に考 えてい る とこ

ろだ と思 い ます。

次 に交通 イ ンフラです が,IT投 資 と道路整

備 は全 く別の もの と して切 り離 されて論 じら

れ る こ とが多い のですが,実 際 には,非 常 に

大 きなつ なが りが あ ります。OECDの 国際 会

議 で も議論 され ている よ うに,焦 点 はEロ ジ

ス テ ィ ックス,つ ま り,物 流 をグローバ ルに

どう組織 す るか にあ ります。既 に申 し上 げ ま

した ように,電 子商取 引 の 中心 はBtoBで あ

り,BtoBで は,物 流 が大 き く動 きます 。 ト

ヨタの カンパ ン方式 の特徴 は,小 ロ ッ ト,納

期厳守,在 庫 を抱 え込 まず,コ ス トを徹底 的

に削減 して物作 りをす る とい う点 にあ りま

す。 これが グ ローバ ルかつ多 業種 で動 くとい

うこ とは,そ の物流 を支 える空港 と,製 造拠

点あ るい は消 費地点 を結 ぶ道路 が重 要 にな り

ます。 したが って,空 港 の整備,高 規 格化道

路,要 す るにITSやGISの 実装 は必 要 不 可 欠

です。ITと 道路 は表裏一体 として考 え る必要

があ るで しょう。

そ れか ら,IDCを ど う構 築 す るかが,今 総

務 省 で1つ の課 題 に な って い ます 。現 在,各

役所 あ るいは企業 の大半 にお いて,サ ーバ ー

の管 理 はISOの 基 準 を満 た してい ない と思 い

ます。ISOの 基準 は相 当厳格 で あ り,充 た そ

うとすれ ば,空 爆 に耐 え うるよ うな物理 的施

設 にサーバ ー群 を格納 し,電 源 が うま く稼 働

しない場 合 に は 自家発 電装 置が稼働 す る よう

2系 統 の電 源 を確 保 し,バ イオ メ トリ ックス

な ども念 頭 に入れ て厳 しい入 室管理 を行 なわ

なければ な りませ ん。今 の ところは まだサ ー

バ ーに さほ ど重 要 なデー タが格 納 されて い ま

せ んが,こ れか らはサーバ ー に重要 な ビジネ

ス文書 あ るいは官公庁 の公文書 等が格納 され

る ようにな ります。 それ だけで な く,エ ージ

ェ ン トを使 って検 索 を した り,ソ フ トウエ ア

を稼 働 させ た り等,い ろい ろな こ とが行 わ れ

ます。 したが って,相 当の長期 方針 に基 づ い

てIDCの 有効利 用 につ い て考 え なけれ ばな り

ませ ん。 もちろ ん,先 進 的 な企 業 は既 に検

討 ・利 用 を進 め てい ますが,今 後 は中央 政府,

地方公 共 団体 あ るいは 中小企 業 な ど も考 えて

いか ねば な らない と思 い ます。(図3)
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電 子 政 府 につ い て で す が,既 に霞 ヶ関

WANの 物理 的 な システ ム構築 は昨年3月 に終

了 し,現 在 はブ リ ッジ認証 や文書管 理 システ

ムな どの ソフ ト面 に関す る検討 が進 め られて

い る と ころで す 。一 方,3,300の 自治体 を結

びつ け る総 合 行 政 ネ ッ トワー ク(LGWAN)

の構築 も着 実 に進 んでい ます 。総合行 政 ネ ッ

トワー クは,既 に46都 道府 県,12政 令指定市

で 実装 が完 了 し,実 証 実験 も9月 い っぱ いで

終了 しま した。 そ して10月,今 月か ら本格運

用 に入 ります。 総合行 政 ネ ッ トワー クにつ い

て は,4年 間基 本 設計 や 実証 実験 を行 っ て き

響鑑5日

ま した。基 本設計 は委 員会 の メ ンバーで検 討

しま したが,詳 細 設計 は入札 した企業 群 にお

任 せ してい ます 。 ところで,霞 ヶ関WANと

総 合行政 ネ ッ トワー クは仕様 が異 な ってい ま

す ので,相 互接 続 をす る ため には仕 様変更 等

の 調 整 が 必 要 に な ります 。 連 結 され ない と

K-WANもLGWANも 意 味 を な しませ ん ので,

今年 度 中につ なげ られ る こ とが望 ま しいで し

ょう。LGWANの 実 用化 に向け た技 術 お よび

運用 面で の検 討 は,47都 道府 県,12政 令指 定

市 が合 同で組 織す る協議 会が運 営,統 括 して

い ます。(図4)

図4

1

2E-G(ル'ernment

(国 領)・ 松 ・休債

主 …
… 一⇔ ト)

…
購
曝

イ ンタ　ネ ッ トの をきぼ した へ　

ロロ ぱサの へのロの ヨい

＼ 三 ービスを真ン

㌔ご/

.鯖 、、曇

蟻Ut。 」

61一



」1PDECREPORT

K-WANとLGWANに よって,GtoG,要 す

る に行政対行 政 の クローズ ドのネ ッ トワー ク

が構 築 され るこ とに な ります。両 方 とも暗号

と電 子署名 を実装 し,非 常 に高 いセ キュ リテ

ィをもつ ネ ッ トワー クです。 公文書 を全部 デ

ジ タルで受 け渡 しす るためです。 このGtoG

の セ キュ ア なネ ッ トワー クが構 築 され る と,

次 は電子 申請 な どの対住 民サ ー ビス を行 え る

環境 を整 えね ばな りませ ん。 これ は閣議決定

によ り,で きる限 り2003年 まで に整備 しなけ

れ ば い け ませ ん。環 境 が整 え ば,調 達,婚

姻 ・離婚届,住 民 票交付等 が オ ンライ ンで で

きる ように な ります。 国税 や地方税 の申請 な

ど もネ ッ ト上 で全部 で きる よ うに して しまお

う とい う構想 です 。それ に向 けて,着 々 と各

省庁 お よび各 地方 公共 団体 が 動 い てい ます。

先週,厚 生 労働省 も電子 申請の実証 実験 に関

す る委 員会 を発足 させ ま した し,総 務省,農

水 省,国 土 交通省,法 務省,経 済 産業省 な ど

も,既 に実証実験 を行 な って い ます。各省 庁

と も,今 必死で全 力 を挙 げて取 り組 んでい る

ところだ と思 い ます。

電子政府 とい う場合,我 が 国は電子 申請や

電子 調達 にウエ ー トが置 かれ ます 。 これは産

業 界や地域住 民 の要請が あ るか らです。他 方

で,ア メ リカの場合,連 邦政府 とい う よ りも

各 ロー カル ・ガバ メ ン トが プ ロジェ ク トを動

か します。 その際,住 民 ニ ーズが最 も多い の

はデ ィス クロー ジャーです。要 す るに行 政情

報,議 会情 報 を開示 してほ しい とい う要請 の

方が強いので す。 したが って,議 会 の イ ンタ

ー ネ ッ ト中継等 が中心 にな るよ うにプラ ンが

練 られ てい ます。 この ように,国 によって電

子政府 に対す る基 本的 なニーズ の違 いが あ り

ます。

サ ンデ ィエ ゴ ・シテ ィー ・ガバ メ ン トは,

相 当の予 算 をつけ て取 り組 んでい ます。電子

政 府 の ため に年 間予算150億 円 くらい を計上

してい ます。情報 政策部 門 をサポ ー トす る実

際 の メ ンテ ナ ンス部 門 は公社 と して運営 し,

そ こで専 門ス タッフを雇 ってい ます。 ニ ュー

ヨー ク市役所 は,約20億 円か ら30億 円の予算

で,公 債,債 券で運 用 してい る割 合が多 いそ

うで す。メニ ュー としては非常 に立派 ですが,

PKIを 実装 して い な い な ど,セ キ ュ リテ ィ

等 々の レベ ル が まだ低 い こ とは否 め ませ ん。

しか し,役 所 レベ ルで相 当の意識 を持 って取

り組 んでい ます 。

で はPKIま で実装 し,か な り高度 な シス テ

ム を構 築 している アメ リカの 自治体 は どこか

とい えば,私 が訪 ね てい った ところで最 もレ

ベ ルが高 か ったの は,サ ンノゼ ・シテ ィー ・

ガバ メ ン トです。 サ ンノゼ ・シテ ィー ・ガバ

メ ン トの担 当者 の方 々に伺 った ところ,サ ン

フラ ンシス コ ・シテ ィー ・ガバ メ ン トもほ ぼ

同 じレベ ルだそ うです。 なぜ レベルが高 い も

の を構築 で きたか とい えば,サ ンノゼ ・シテ

ィー には世界 を代表 す る企 業群が集積 してい

るか らです 。 クライ ア ン トとい い ますか,地

域住民 の レベ ルが格段 に高 く,各 種行 政書類

の 申請 ・交付 や納 税 な どを,わ ざわ ざ市役所

まで行 か ないで全 部 オ ンライ ンでや らせ てほ

しい とい う要請 があ り,税 収 もあ るため,レ

ベ ルが高 くなるわけ です。 アメ リカで も,地

方 政府 に よって,レ ベ ルの高 い ところ と低 い

ところの格差 が あ ります 。

一 方
,我 が国の 政府 の方針 を見 てみ ま しょ

う。 総務 省IT推 進有 識 者会 議 が こ と しの1月

に発足 し,7月6日 に最 終報告 書 を提 出 しま し

た。 これ は総務 大 臣の諮 問機 関です 。 こ こで

確 認 した こ とは,1つ は,地 方 公共 団体 間で

シス テムの共 同整備,共 同運営 を推 進す る こ
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とが望 ま しい とい うこ とです。 例 えば山間僻

地 の小 さな町村 が暗号 や電 子署 名 を実装 した

高 度 な ネ ッ トワー ク を単 独 で構 築 す る こ と

は,財 源 的 に も人材 的 に も非常 に困難 です 。

したが って 自治体連 合 を組 む必要が あ るで し

ょう。 県 に力 が あ る場 合 は,県 が 県 内WAN

をつ くり,す べ て の市 町村 を ま とめ る とい う

こ ともあ りうるで しょう。政令 指定市 な どの

強い市 があ る場 合 は,そ の市が 中心 になって

周辺 地域 の 自治体 を まとめ て運営 す るこ とも

考 え られ ます。 さらに,役 所 連合 をいか に組

んで も,運 営 や メ ンテ ナ ンスの負担 は過重 で

電子行政とデジタル経済～世界の現状と将来展望～

あ る と考 え られ ます ので,民 間活 力 を大 幅 に

活 用 しよう とい うこ と も確 認 して お ります 。

場 合 に よって は,行 政 の権 限の一 部 を民 間企

業 あ るい は コ ンソー シアム に委譲 す る ことが

必要 になるか もしれ ませ ん。そ のため に法 改

正 が必要 で あれ ば,総 務省 は法改正 に も前 向

きに取 り組 む とい うこ とを確認 しま した。 し

たがい ま して,こ れ まで とは異 な り,公 共 サ

ー ビスが 産 官 の連 携 で 行 わ れ る体 制 をつ く

り,そ の ことで よ りよい行政サ ー ビス を展 開

した い とい うの が この総 務 省 の基 本 方 針 で

す。(図5)

図5

デジタル・オポ チュニティ社会の実現

総務省IT推 進有 識 者 会 議報 告(2001.7.6.)

・地方公共団体のシステムの共同整備 ・共同運営

の推進(ASPな ど)の 推進

・地方公共 団 による個人認証 基 地 の

子 請 、LGWANと 地域 イントラネットの接続仕様

などを検討 。

・地方公共 団体 におけるIT人 材 育成

・地 上放送デジタル化の全国展開支援

・高 度情報通信ネットワーク(光 ファイバー 、DSL、

FWA、 ケーブルテレビ、モバイル)の 全国整備

それ か ら もう1つ 重 要 な こ とは,地 方公 共

団体 に よって個 人認証基 盤 を構 築 す るこ とで

す。電子 申請 を行 うため には,本 人確 認 を徹

底 しなければ な りませ ん。 な りす ま しや改 ざ

ん等 を徹 底 的 に防 ぐ必要が あ ります 。 したが

って,全 国民 にPKIを 実装 して もらわ なけ れ

ばな りませ ん。要す るに暗号 と電子署 名 を持

って もらう必要 が あ ります。 その 中間報 告の

プ レス リ リース を,総 務 省 は こ と しの8月20

日に出 してい ます。パ ブ リックコメ ン トを求

め,次 の通 常 国会 に法案 を提 出す る意 向 を持

って い ます。2003年 には,希 望 す る全 国民 に

暗 号 と電子 署名 を持 って も らえ る環境 を整備

し,電 子 申請が で きる ように します。個 人 的

に は このPKIを 民 間利 用 してい ただ きたい と

思 ってお りますが,議 会,総 務省 あ るいは 国

民 が ど う考 えるか わか りませ んか ら,慎 重 に

考 える必要 が あ る と思 い ます 。 ただ 委員 の1

人 と して,民 間の セキ ュ リテ ィを強化 してい

ただ き,個 人情 報 の保 護 を徹底 した上 で,民

間利用 を認 め る方 向で考 えるべ きだ とい う意

見 を申 し上 げてい ます。この見解 につ いて は,
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自治体から選出されたワーキンググループの

委員の方々からも支持をいただいてお りま

す。

個人認証基盤を使用する上で一番重要な項

目は,地 方税の電子申告です。自治体の公聴

会等では,大 変なのでやめてほ しいとい う意

見があります。私も政府や自治体側に立って

考えると本当に大変だろうと思います。ただ

し,源 泉分離課税 を見直す方向で世界 は動い

ています。これによって脱税を防ぎ,税 の公

平性 を維持 しなければな らないからです。仮

に,総 合課税かつ申告制度に全面的に移行す

れば,全 国民が確定申告 をやることになるの

で,税 務当局は大量の事務書類 を処理 しなけ

ればいけません。非常に膨大な事務処理が発

生することになります。 しかし,デ ジタルで

あれば,事 務処理の負担は飛躍的に少な くて

済みます。法人税の電子申告については既に

国税局が実証実験をやっておりますが,総 務

省 としても地方税の電子申請に関する実証実

験を行なう必要があります。既に,マ ルチペ

イ メン トシステムを通 じて税そのものの徴

収,要 するに税の口座振替のシステムはもう

構築されていますから,あ とは申告 との対応

をさせればいいわけです。これについては,

国際協調 とい う点か らも必要になってきてい

ると言えるでしょう。

電子行政化のベンチマークについて申し上

げますと,電 子政府はIT化 のために行 うわけ

ではあ りません。行政改革を断行し,行 政コ

ス トを下げることに目標が置かれています。

行政サービスを向上させ,パ ブ リック ・アク

セスを向上することも重要な目標です。その

ための行政マネジメントの改革は,行 政内部

だけで完結するものではあ りません。産官民

の連携で新たな行政システムを構築すること

が必 要 にな ります 。民 間の力 を借 りない と,

この行 政改 革,組 織 改 革 は実 現 で きませ ん。

最終 的 に 目指 す とこ ろは,三 重県 の北川知事

がお っ しゃる よ うに,地 域経 済 ・社 会 を活性

化 し,デ ジ タル ・デモ クラ シー を徹 底す る こ

とです 。 これは,ア メ リカの ローカル ガバ メ

ン トが行 ってい るよ うに,デ ィス クロージ ャ

ー もかな り徹底 す る こ とを意 味 してい ます
。

総合 行 政 ネ ッ トワー クで はPKIを 使 う と申

し上 げ ま したが,そ のPKIで は個 人認証 は行

い ませ ん。団体 認証,要 す る に首長 印の デ ジ

タル化 と,そ れか ら巨大組 織 で は集 中管理が

不 可能 な場 合が あ りますので,課 室認 証,要

す るに課長 印で公 文書 を発行す る形 で,既 に

実証 実験 を行 ってい ます 。全公務 員 の個 人認

証 につ いては必要 が あれば検 討 します が,ネ

ッ トの キ ャパ シテ ィや,配 置転換 が毎年 行 わ

れて相 当 の方 々が異動す るこ とか らセキ ュ リ

テ ィホ ールが発生 す る危 険性 が高 い とい う理

由で,こ の実 証実験 にお いて は行 っ てい ませ

ん。 本格 運用 す る こ としの10月 か ら も,当 面

は団体 認証 と調室認 証 のみで動か す こ とを考

えてい ます。 そ の際 に認証 してい るの は存在

証 明 だ けであ り,属 性 証 明 は してい ませ ん。

これは課題 にな ってい ます。今 後検討 す る必

要が あるか も しれ ませ んが,実 証実験段 階 で

は一番軽 い レベルで動 いて い ます。

そ れか ら,LGWANの 運 営 主体 は地方 自治

体 の連合体 です 。10月 以降 には市 町村 が この

ネ ッ トワー クに入 るこ とにな ります ので,最

大 数 は現 在約3,300あ る地 方 公 共 団体 すべ て

にな ります 。市 町村 合併 が行 われ る と仮 定す

れば もう少 し減 りますが,数 千 の 自治体 が こ

のネ ッ トワー クに入 るこ とにな ります。 そ し

て,そ れ ら地 方公 共 団体 の連合体 がLGWAN

のセキ ュ リテ ィポ リシーの最 高決 定機 関 にな
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ります。財 団法 人地方 自治情 報 セ ンターが事

務局 を運営 し,ネ ッ トワー クのサ ー ビスは民

間 にア ウ トソー スす るこ とにな ります。認証

業務 も民 間 にア ウ トソースす る と,ユ ーザ ー

は地方 自治体 にな ります。 この ように民 間が

相 当入 ります の で,監 査 が必 要 にな ります。

図6

電子行政とデジタル経済～世界の現状と将来展望～

したが って実証実験 で は トーマ ツにシステム

監査 をや ってい ただ き ま したが,今 後 は財務

監 査,シ ステム監査,そ れか ら情報管 理監査

も行 う必 要が あ ります 。 それ に向 けて監査 の

シス テム を立 ち上 げ,組 織 体制 も整備 すべ く,

今検討 してい る ところだ と思 い ます。

(図6,7)

総 ● 行 政 ネ ッ禿ワ ー ク(LGva/A∧ 〃

定 義

・3300余 の地方公共団体 を結 び、国の機

関 とも接続 可能なセキ ュアな ネ ッ トワー ク

・M肌S(MultiProtocolLabelSwitching)
,ASP,

PKl,IntelligentAgent,ICCardを 用 いる予

定 である。

目的

・住民サ ー ビスの向上

.行 政事務 の効率化 、簡略化

.無 秩序なネ ッ トワーク構築 による二重 ・三

重投 資の抑制

図7
LGva(Alv,仁 ゐソプるi多主 体 の 襯

そ れか ら,GtoGに つ い て も う1つ,総 務

省 が実証実験 を行 ってい る電子 自治体推 進パ

イロ ッ ト事業 が,既 に詳細設計 を行 ってい る

段 階 にあ ります 。9自 治体 が この パ イ ロ ッ ト

実証実験 に参加 して い ます。既 に実証実験 を

行 う事 業者 も7月 に決定 して い ます。 そ こで

詳細 設計が され て,今 年 度 中の実装 に向けて,

努力 している ところですが,こ れ を読み ます

と,「2001年 度 よ り全 国9市 町村 の協 力 を得 て ,

イ ンター ネ ッ トを活用 した申請,届 出等 の手

続の ための汎用 シス テム を構 築 し,そ の利便

性 ・有効性 に関す る検討 を行 う。 地方公 共 団

体 が規模 ・能力等 にか かわ らず住民 サ ー ビス

を行 うことが可能 になる よう,参 加 市町村 が
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共 同で利用 で きる シス テム を構 築 し,申 請 ・

届 出等 手続 の オ ンラ イ ン化 を実施 す る」。要

す る に市 町村 が管理 す るの で はな く,共 同運

営方式 にす る。 そ してASPを 採用 します。 こ

のASPで は,か な り民 間 の力 を拝借 す るこ と

にな りますが,ど うい う形 で管理運営 す るか

は,ま だ明確 には決 まって お りませ ん。 当面

の実証 実験 にお いて は,地 方 自治情 報 セ ンタ

ーが管理 します
。 ただ,も しこれが標 準化 し

て,全 市 町村 で導入 す る となれ ば,各 地域 に

セ ンター を構 築 す る必 要 が あ る と思 い ます。

そ れ につ い て は今 後 検 討 す る必 要 が あ りま

す。先 ほ ど申 し上 げ ま した ように,2003年 ま

で に検討 を終 え,シ ステ ム を構 築 しなければ

な りませ ん。(図8)

図8
雷ヨz合首脳 塗遊/loイ∠フツ ト裏業

「 … 二 三丁7… … 硲 一

＼
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癬
対 住 民 向 け に イ ンター ネ ッ トで電子 申請,

電子 調達,電 子納入 を行 うこ とになる と,中

央政府,各 部 道府県 お よび各市 町村 間 でデー

タを重 要 なや り取 りす る必 要が生 じます。 そ

の とき,行 政対 行政 の公文書 交換 につい ては

LGWANと い うセ キ ュ アーな ネ ッ トワー ク を

通 じて行い ます。 そ して,住 民 あ るいは民 間

企業 と地方公共 団体 との 間のや り取 りは,イ

ンター ネ ッ トを介 す る ことにな ります。 そ の

とき,セ キュ リテ ィを確保 す る こ とが必 要で

すか ら,LGPKIが 用 い られ ます。 イ ンター ネ

ッ トの ネ ッ トワークは脆 弱です が,デ ー タそ

の ものは電子 署名 と暗号 を実装す るこ とによ

って安全 に交換 で きる よ うにす る わけ です 。

総務省 は,こ の個 人認 証基盤 に関す る実 証実

験 を今 年度 か らや ろ う と動 いて い ます。

これ に参加 した 自治体 は,北 海 道 ・深川 市,

福 島 県 ・葛 尾 村,千 葉 県 ・浦 安市,神 奈 川

県 ・横須 賀市 ・藤 沢市 ・小 田原市,岐 阜 県 ・

大垣 市,京 都府 ・園部 町,岡 山県 ・岡山市 で

す。そ のサ ーバ ー群 は,各 自治体 に置 くの で

は な く,共 同運営 方式 で管理 します。そ して,

この実 証 実験 で は,認 証 や 決済 と切 り離 し,

申請 ・届 出 につ いての み実 験 を行 い ます 。認

証 や決済 につ いては別途実 証実験 を行 うこ と

に な ります 。例 え ば,認 証基 盤 につ い て は,

TAOの ネ ッ トワー ク を使 って別 途 実 施 しま

す。 これ につい てい ろい ろ異論が あ るか も し

れ ませ んが,短 期 で成果 を出す ため には必要

な措置 で ある と考 え られ ます。 なぜ な ら,認
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証を絡めますと自治体の窓口で混乱が生ずる

可能性があ ります。また,事 業者側で も電子

認証の担当グループと電子申請用の公共シス

テムの担当グループは異なり,縦 割 りで組織

されていて互いに情報共有ができていない場

合がほとんどですから,無 理に連動 させて短

図9

電子行政とデジタル経済～世界の現状と将来展望～

期 に成果 を出そ うとす れば混乱 が生 じる と考

え られ ます。 したが って,一 たんは切 り離 し

て来年 度 まで実証実験 を行 い,う ま く稼動 す

る こ とを確 認 で きれば,次 のス テ ップで 申請

と認 証 を結 びつ け て実証 実験 を行 うこ とにな

る と思 い ます。(図9)

雷5iz合 治体推進/rイ ∠フッ ト事業

■モデルシステム概念図
「
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そ れか ら電子 政府 につい て最後 に確 認 して

お き ます 。 まず 霞 ヶ関WANが で き ま した。

それか ら,地 方 自治体 を結 ぶLGWANが 実証

実験 を終了 し,今 の ところ46都 道府県,12政

令指定 市が参加 し,今 後2003年 まで に市 町村

すべ てが参加 す るこ とになってい ます。 ただ

し,あ くまで もLGWANはLAN間 接続 であ り,

もっ と高度 で緊密 なネ ッ トワー クは各 県や市

町村 の連合体 で考 えて もらうこ とにな って い

ます 。 したが って,LGWANと 接続 で きる仕

様 で あ るこ とは必要 ですが,県 あ るいは 自治

体 の 自立性 ・独 自性が確保 されるか たちで各

地 方 公 共 団体 の ネ ッ トワー クが 構 築 され,

2003年 まで にはほ とん どのネ ッ トワー クの構

築が終 わ る予 定 にな って い ます。

電子 申請 に関係す る ところで は,各 省庁 及

び 出先 官営 の ア クセス に はGPKIを 用 い ます 。

それ か らLGPKIに つ いて は,先 ほ ど も申 し上

げ ま した よ うに,次 の通常 国会 に挙 げ たい と

い うこ とで,そ の仕 様 が今 まとま りつ つあ り

ます 。LGPKIと の 関係 で言 い ます と,住 民 は,

例 えば住 民票 の写 し,パ スポ ー ト,運 転 免許

証,保 険証 な どの,自 らを公 的 に証 明す る証

明書 を登 録 局(RA)と なる各 自治体 に持 参

し,多 機能ICカ ー ドに暗号鍵 と電子 署名 を入

れて も らうこ とにな ります 。正 式 に言 う と,

お そ ら く自分 で暗号 を生 成 して持 ち込 んで も

よい ことにな ります。 しか し,ほ とん どの国

民 はそれがで きない と思 い ます ので,窓 口に

置かれ た暗号 生成機 で暗号鍵 を発行 して もら

い ます。 この登録 手続 は印鑑 証明書 を もら う

ための実 印登 録 と同 じです か ら,証 明書 を発

行す る発行主 体 は各 自治体 にな ります。 ただ

し,実 際 のCAの 業 務 は ア ウ トソー シ ング を
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し,民 間事業 者 に担 って もらうこ とに なる と

思 い ます。 この ような地方 公共 団体 の提 供 す

る個 人認証基 盤 につ いて は,現 在,委 員会 が

立 ち上 が ってお り,経 済 産業 省,外 務 省,厚

生 労働 省,経 団連等 も参加 し,検 討が 着 々 と

進 んでい る ところです。(図10)

図10 ρκτ
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電子政 府 を考 える上で,無 視 で きない世 界

的 な動 きを申 し上 げてお きます。現 在,金 融

機 関 を中心 に して,ア イデ ン トラスの構 想が

着 々 と練 られてい ます。アイデ ン トラス とは,

日米 欧主要金融 機 関が 出資 ・参加 す る電 子認

証 プ ロジェ ク トの ことです。有 限会社 ア イデ

ン トラス社 の本部 はニ ュー ヨー クに置 かれ て

お り,加 盟 金融機 関共通 の認証 局運営 ル ール

を制定 し,世 界標準 の技術 を もとに シス テム

要 件 を策 定 し,最 上 位 認 証 局(ル ー トCA)

_こ 〉 1　
ダ'イジ'エス ト

認証局発行 の

電子署名

を担 う ことにな ってい ます 。加 盟金融機 関 は,

ア イデ ン トラスの仕様 に準拠 した電子認 証局

を運営 し,ア イデ ン トラス規格 のデ ジ タル証

明書 を顧 客 企業 に発行 す る こ とにな ります 。

これ は グローバ ルな レベ ルで展 開 されてい る

認 証 プ ロジェ ク トですが,個 人認 証 は行い ま

せ ん。 企業 間取 引 のため の企業 認証 だけ を行

い ます 。 したが って,今 申 し上 げ た総 務省 の

プロジ ェ ク トの個 人認証基 盤 とは全 く関係 が

あ りませ ん。(図11)
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ル ー トCAは ア イデ ン トラ スが 担 い ます が ,

レベ ル1のCAは 各 国 が 、ltlちあ げ る こ と に な り

ます.我 が 国 で い え ば,主 要 金融 機 関 が 準 ル

ー トCAを 運 営 す る こ と に な る だ ろ う と思 い

ます ア メ リカ で あ れ ば,シ テ ィー バ ン ク な

電子行政 とデジタル経済～世界の現状 と将来展望～

どの 大企 業が 共同で運営 す る こ とになるで し

ょう,そ の ドに地 銀 等が張 りつ くこ とにな る

と思 い ます,さ らに,そ の ドに 各金融 機 関 に

日産 を有す る企業が張llつ い て認 証が行 われ

る ことにな るわ けです(図12)
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文書:のや りと りは,ま ずO国 にX社 があ る

と します。 それ か らP国 にY社 があ る と しま

す。X社 は 自分 の 口座 があ るA銀 行 と契約 し,

電J㌃11[明,1}:を発 千fして もらい ます 、、それ を携

えて,今 まで 面識 の ないY企 業 に購 入 したい

とい うメ ッセ ー ジ を出 します、受 け取 ったY

社 は この証明 書が 有効か どうか わか らないの

で,自 分 の 口座が あるB銀 行 に問 い合 わせ ま

す 、、B銀 行は,銀 行 の ネ ッ トワー クを通 じて

A銀 行 に有 効性 を確 認 しますA銀 行 はB銀

行 が どん な銀 行 で あ るか よ くわ か らな い の

で,ア イデ ン トラスに問い 合わせ ます 。 ア ィ

デ ン トラスに よってB銀 行の 真正性 が 保証 さ

れれ ば,A銀 行 はB銀 行 に証HJj書 を発行 しま

す.B銀 行 はそれ を携 えて,今 度はA銀 行が

ち ゃん と した銀行 か ど うか,有 効か どうかわ

か らないの で ア イデ ン トラスに問い 合わせ ま

す、 ア イデ ン トラス によってA銀 行の真 正性

が保証 され れば,B銀 行 はや っ とY社 にA銀

行の 回答の 真IE性 を保証 で き ます 、 これで初

めてY社 はX社 を信 用 して,非 対面 かつ デ ジ

タルで 重要 な私文 書 の交換 を行 うこ とにな り

ます 、したが って,会 わ な くともO国 とP国

の 企業 は取 引 を開始 で きるわけです 。 ア イデ

ン トラスは,こ の よ うな体制 を整 え るこ とに

よって,グ ローバ ルな規模で電 ∫・取 引 を行 う

こ とが で きる 基 盤 を構 築 しよ う と して い ま

す.電 子自治 体で あれ,電 子政 府で あれ,こ

う した グローバ ルな電J'・取 引 ネ ッ トワー クの

潮流 を無視す るこ とはで き ませ ん 〔図13)
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図13 ノとlentrus認1チ ー ど ン《 ～4ρartymode/
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10)認 証後の取引継続

したが い ま して,LGWANの 証 明書 の発行

形態 は,ア イデ ン トラス と互換 性を持 つ こ と

が可 能 な ように認証 プ ロセスが設 計 されて い

ます 。 これ につ いて特許 を侵害 してい ない こ

とを確 認 す るた め に,こ と しの1月 にア イデ

ン トラス側 に打 診 した ところ,全 く問題 は な

く,互 換 性 を持 った公共 システ ムをつ くる こ

とは歓迎 します とい う回答 を得 ま した。 そ う

い う形 で既 にシ ンガポー ル,台 湾,韓 国 な ど

も動 い てい るわけです か ら,我 々 もそ の流 れ

と全 く違 う独 自仕様 の もの を構 築 す るこ とは

で きませ ん。 ただ し,ア イデ ン トラス を代 表

図14

蜘 澱SU～VMicrosystems

例 として考 え ま したが,LGWANに つ いて は,

互換性 を重視 して,民 間 レベ ルあ るいは諸外

国のい ろい ろなプ ロジェ ク トを検 討 してい ま

す。 また,例 えばア イデ ン トラスがヘ ゲモニ

ーを握 れ ない場 合 は
,他 の もの に もス イ ッチ

で きる体 制 を組 まなけれ ばな りませ んが ,ク

ローズ ドにつ くり込 んでい るわ けで もあ りま

せ ん。 ベ ンダーの方が独 自の判 断で勝 手 につ

くり込 む とい う発想 は もはや通用 い た しませ

んか ら,企 業 連合 な ども積極 的 に構 築 し,互

換 性 に留意 したつ くり方 を してほ しい とい う

こ とを強調 してお きたい と思 い ます。(図14)
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各 部 ・室 ・セ ン タ ー活 動 状 況

一一,1'E報セ キ ュリテ ィ対 策 室 一

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 の 普 及 促 進

(1)情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジメ ン トシス テム

(ISMS)適 合性評 価制 度の運用

わが 国にお ける情 報 セキ ュ リテ ィに対す る

第三者 認証制 度で あ る 「情報 セ キュ リテ ィマ

ネ ジメ ン トシス テ ム(ISMS)適 合性 評価 制

度」 の平 成14年4月 の本格運用 を前 に,平 成

13年 度 をパ イ ロ ッ ト事業 と位置付 け て,パ イ

ロ ッ ト審査 等 に よ り事業 者認証 を実施す る も

のです。

本 パ イ ロ ッ ト事業 に は,JQA((財)日 本

品質保 証 機構),JICQA(日 本検 査 キ ューエ

イ㈱),KPMG(㈱ ケー ピーエ ム ジー審査 登

録機構)の3審 査登録 機 関,情 報処理 サー ビ

ス業39事 業者 が参加 してい ます 。現在 ,パ イ

ロ ッ ト事 業 の実地審査 が進 め られ てお り,国

内初 の事 業 者 の認 証 取 得 が予 定 され てい ま

す。 また,そ の他 の事業者 につ いて も11月 か

ら12月 にか けて順 次実地審査 が進 め られ る予

定 です。

パ イロ ッ ト事業者 は,こ の期 間のパ イロ ッ

ト審査 に合格 す る と,パ イロ ッ ト審査登録 機

関 よ り仮 登録 文書,仮 認証 マー クが付与 され

ます。登 録 され たパ イロ ッ ト事 業者 の仮 認証

につ いて は,パ イロ ッ ト事 業終 了後,再 審査

(Ver.O.8か らVer.1.0の 差 分審 査)を 実 施 した

後 に本認 証 とす る予定 です。

本 パ イ ロ ッ ト事 業 の結 果 は,認 証基準,ガ

イ ド等 の整 備 な どに反 映 され,4月 以 降 は

「ISMS認 証 基準(Ver⊥0)」 に改 訂 され る予

定 です 。

また,パ イ ロ ッ ト事 業 の実 施 に伴 いISMS

適 合性評価 制度 の主 旨 とパ イロ ッ ト事 業 の概

要 説 明及 びISMSガ イ ド(Ver.0.8)の 要 旨 を

解説 し,本 制度 の理 解 を深 めてい ただ くこ と

を 目的 に,「ISMS説 明会」 を9月28日 ～10月

29日 にか け全 国10箇 所 で延べ11回 開催 しま し

た。 各会 場 で の登録 者 人数 と参 加 人 数 は図1

に示 す通 りです。

図1「ISMS説 明会 」開催 状況
ら

開 催 日、・ 1鞠 綱・滅 縁者数 参加者数

9月28日(金) 札 幌 53名 40名
一 一.一 一.一.

76名
　 一.一 ー ー 一

28名
－w-

37名

10月2日(火) 仙 台 89名

10月3日(水) 高 松 46名
'一 一

45名10月4日(木) 広 島

10月5日(金) 博 多 95名

一 一

79名

10月9日(火) さいたま 231名 193名

10月10日(水) 大 阪 135名

『 一 一

107名
一 　 一ー ー ー

79名10月11日(木) 名古屋 89名

10月16日(火) 大 阪 98名 75名

10月18日(木) 東 京 517名 423名

10月29日(月) 那 覇 19名 17名

合 計 1,417名 1,154名

本 制 度 の 普 及 活 動 と して,9月14日 にISMS

ホ ー ム ペ ー ジ に て 「ISMSガ イ ド(Ver.0.8)」 を
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公 開 した ところ,ll月8日 時 点 での合 計 ア ク

セ ス 数 は28,322件 に 達 し ま した 。 ま た,

ISMSガ イ ド(Ver.O.8)公 開 と同時 に 「ISMS

ガ イ ド(Ver.0.8)とISMS認 証基準(Ver .O.8)

に関す るパ ブ リックコメ ン ト」 の募 集 を開始

しま した。 同パ ブ リ ックコ メン トの集計結 果

は,認 証基準,ガ イ ド等 に反映 させ てい く予

定です 。

(2)リ ス クマ ネ ジメ ン トシス テ ム のあ り方 に

関す る調 査 ・研 究

情 報 システムは,多 くの リス クを内在 して

い るこ とか ら,そ の脆弱性 が危惧 されてい ま

す 。そ のため に リス クの顕 在化 を未然 に防止

し,ま た,顕 在化 した場合 そ の影響 範 囲 を最

小 に留 め るセ キュ リテ ィ対 策が求 め られてい

ます が,そ れ には情報 システ ムの リス ク を適

正 に把 握す る こ とが必 要で す。 さらには,把

握 した リス クが どの程 度顕在 化す る可 能性が

あ るのか,ま た,顕 在化 した場合 の損害 が ど

の程度 なのか等 の分析 が不 可欠 です。

この ような認識 か ら,当 協会 内 に情報 シス

テ ムに関す る リス ク分析 手法 を含 む リス クマ

ネジメ ン トシステ ムのあ り方 を検 討す る 「リ

ス クマ ネ ジメ ン ト委 員会 」(委 員 長 森宮 康

明治大学 商学部教授)を 設置 し,調 査 ・研 究

を進め て きま した。

今 年度 は,情 報 シス テムの計画,開 発,運

用,レ ビュー,改 善 の ア クシ ョンに至 るマ ネ

ジメ ン トサ イクル全般 につ いて,リ ス クの特

定,リ ス クの原因究 明 ・影響分 析 のための 質

問項 目を作成 し,こ れに基づ き内容 の検 討 を

行 って い ます。

また,わ が国 にお ける情 報 セキ ュ リテ ィに

対す る意識 と対 策 の実施状 況 を把握 し,新 た

な施策 に反映す るための基礎 デー タを収 集す

る 目的 か ら,平 成13年10月 末 か ら約4 ,000の

一一72-一 一

コン ピュー タユ ーザ企業 に対 して ア ンケ ー ト

を実 施す る予 定 です。

本事 業 は,日 本 自転車振興 会 の補 助金 を受

けて実施 してお ります。

(3)シ ステ ム監査 に関す る調査 研 究

システ ム監査 は,情 報 システ ムの信 頼性,

安全性等 の セキ ュ リテ ィ対策 の向上,更 には

有 効性 の確 認等 の ため に不可 欠 な仕組 み と し

て,情 報化 の進 展が進 ん だ社会 にお いて重要

視 されてい ます 。

その ため,国 で は情 報処理技術 者試験 に「シ

ステム監査技術者」の区分 を設 け,シ ス テム監

査 に携 わる要 員 の養成等 を行 ってい ます。更

に,経 済産業 省 は,シ ステ ム監査 の導入 を促

進す る必要 か ら,シ ス テム監査 を実施す る事

業者 を広 く一 般企業 に紹介 す るための 「シス

テム監査企業台帳制度」 を設けています。

当協会 で は,競 輪 の補 助金 を受 けて,シ ス

テム監査 を実施 してい る企業 か らの申告 を受

けて システ ム監査 企業台 帳 の編 集 ・作成作 業

を行 い,同 台帳 を広報す るこ とを通 じて,同

制 度 を側面 か ら支援 す る活動 を実施 してい ま

す 。今 年 度 の台帳 へ の登録 企 業数 は70社 で,

うち新 規 の登 録企 業 は4社 です 。台 帳 につ い

ては,経 済 産業省 や地方 の経 済産業 局並 び に

県庁所在 地 の図書館 等 で閲覧で きる他 に,8月

末 か ら経 済産業 省及 び当協会 の ホームペ ー ジ

(http://www.jtpdec.jp/security/daityo/list.html)

で公表 して い ます。

併 せ て,シ ステ ム監査 の実態 お よび シス テ

ム監査 技術 者試験動 向 をと りまとめ た 「シス

テム監査 白書2001-2002」(シ ス テム監査学 会

との共同編 集)を 当協 会及 び システ ム監査 学

会 の ホ ー ム ペ ー ジ 上 で 公 開 し て い ま す

(http:〃www.jipdec.jp/security/sys-au-

hakusyo.html,http:〃www.sysaudit.gr.jp/)。



2.プ ラ イ バ シ ー マ ー ク制 度 の 運 用

プラ イバ シーマ ー ク認定事業者 は,平 成B
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最 新 の 状 況 につ い て は,当 協 会 の ホ ー ム ペ

ー ジ を ご覧 下 さ い

(http://www.jipdec.or.jp/security/privacy/certifyl

ist.html)。

プ ラ イバ シ ー マ ー クの 認 定 を受 け よ う と し

て い る事 業 者 を対 象 と した"プ ラ イバ シ ー マ

ー クセ ミナ ー"を 東 京 と主 要 な8地 方 都 市 に

お い て 開 催 し ま した 。 この セ ミナ ー で は,コ

ン プ ラ イ ア ンス ・プ ロ グ ラ ム の 策 定 に 当 た っ

て の 留 意 点 及 び セ キ ュ リテ ィ対 策 の 考 え 方 を

中心 に解 説 しま した 。 開催 地 と参 加 状 況 は 以

下 の 通 りで す 。

開催 日 開催地 参加者数

6月27日 東 京 40名

7月25日 東 京 39名

9月5日 東 京 40名

10月4日 東 京 79名

10月23日 高 松 21名

10月24日 広 島 18名

10月25日 名古屋 23名

10月29日 札 幌 26名

!0月30日 仙 台 36名

11月2日 大 阪 95名

11月5日 那 覇 8名

11月6日 福 岡 37名

合 計 462名

4.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ緊 急 対

応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCで は 国内 の サ イ トに関 す る コ

ンピュー タセ キュ リテ ィインシデ ン トの報 告

を受 け,そ の情報 か ら技術 的 な対応 策 を検 討

し,関 連 す るサ イ トへ の連絡 あるい は情報 交

換 を行 な ってい ます。平 成13年 度 の第一 四半

期(3月 ～6月)は1,053件,第 二 四半期(7月

～9月)は589件
,従 って上 半期 合 計 で1,642

件 の報 告 を受領 しま した。

受 領 した イ ン シデ ン ト報 告 は四 半 期 毎 に

「活動概 要」 で傾 向等 を と りまとめ てい ます。
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第一 四半期 では"sadmind/IISWo㎜"1こ 関連

して 「ス キ ャン等不審 なア クセス」 につい て

の報 告 を多数 いた だ きま した。最 新 であ る第

二 四半期 で はイ ンシデ ン トタイプ別分類 に加

え,報 告 の送信元 に よる分類等 も作 成 しま し

たので併せ て ご覧下 さい。

JPCERT/CCで は イ ンシデ ン ト報 告 あ るい

は信 頼で きるセ キ ュ リテ ィ情 報 を分析 し,際

立 った事象 につ いて は 「注意 喚起」 や 「緊急

報告」 の ア ラー トを作 成 してい ます 。平 成13

年6月 以降 は,"CodeRedWorm"に 関す る も

の な ど 「注意 喚起」11件,「 緊急報 告」5件 を

発 行 し ま し た 。 各 種 発 行 ア ラ ー ト は

JPCERT/CCの ホ ー ムペ ー ジ に掲 載 して い ま

す ので,是 非 ご覧下 さい。 また,6月 末 よ り

メー リング リス トを通 して毎週 発信 してお り

ます 「JPCERT/CCレ ポ ー ト」 は,CERT/CC

やCIACな どセ キ ュ リテ ィ関係 諸機 関 の情報

を整 理 して掲載 して い ますので,セ キュ リテ

ィ情 報 を取 捨選択 す る際 の 目安 としてお使 い

下 さい。 メー リング リス トで は レポー トの他

に,上 記 公 開文書 やCERT/CCAdvisory発 行

のお知 らせ な ども発 信 してい ます。 ネ ッ トワ

ー ク管 理部 門で は ご好 評 をいた だ き
,9月 末

に16,000人 の 登 録 を突 破 しま した(http:/

/www.jpcert.or.jp/annoumce.htm1)。

啓発 活動 と しては,引 き続 き公共性 の高い

各種 セ ミナー に講 師 を派遣 して きま した。年

度 後 半 は12月 に開催 され るInternetWeek

2001へ の参加 な ど,今 後 もコ ンピュー タセキ

ュ リテ ィイ ンシデ ン トの予防 とい う趣 旨 に沿

って活動 す る予 定です 。

JPCERT/CCの 活 動状 況 や,コ ンピュ ー タ

セキ ュ リテ ィイ ンシデ ン トに関す る最新 の技

術 情 報 に 関 し て は,ホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.jpcert.or.jp/)を 活用 して発信 して

い きますの で ご利用 くだ さい。

調査部

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク 社 会 に 関 す

る 調 査 研 究

本事 業 は,ユ ーザ ーニー ズ に応 えた情 報通

信サ ー ビスの在 り方 につい て検討 す る ことを

目的 に して い ます。

本年度 は,モ バ イル の特徴 を生 か した コ ン

テ ンツ,サ ー ビス,利 用法 な どについ て,世

界 に先 駆 け て始 まっ た第3世 代 移 動 通信 サ ー

ビスの動 きを睨 み なが ら,そ の方 向性 を探 り,

中で も特 にモバ イル ソ リュ ーシ ョンビジネス

に焦点 を当 てて調査 を実施 す る こと と しま し

た。東京 工業大 学大学 院 の今 田高俊 教授 を委

員長 と して設置 した委員 会 におい て,Java対

応 サ ー ビスや高速 デ ー タ通 信,モ バ イルEC,

端 末の融合 ・高 度化等 の イ ンパ ク トや,モ バ

イルサ ー ビス発展 の ための環境整 備等 の現状

につい て検討 す る と ともに,モ バ イル ソ リュ

ー シ ョ ン ビジ ネス の可 能性 を展 望 す る予 定

で,そ の結果 は報告 書 と して と りま とめ る予

定 です。

本事 業 は,日 本 自転 車振興 会の補 助金 を受

けて実施 してお ります。

2.情 報化 白書2002年 版 の編 集 企 画 を

策 定

2002年 版の編纂 に向けて,「 情報化 白書編

集専門委員会」(主 査:廣 松毅東京大学教授)

を2回 開催,総 論テーマ と骨子,各 論の構成

内容等の検討を行い ました。これに基づ く編

集計画案を 「情報化白書編集委員会」(委 員

長:石 井威望東京大学名誉教授)に おいて審

議 し,指 摘事項,ご 意見 を踏 まえて原稿 を作
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成す る こと として執筆活 動 を開始 しま した。

2002年 版の総論 テ ーマは,今 後社会 に大 き

な変化 を もた らす と思 われ るブ ロー ドバ ン ド

化 とユ ビキ タス環境 を中心 に,将 来 のIT生 活

に焦 点 を当 てる予 定 です。 これか らのIT革 新

を代 表 す る ブ ロー ドバ ン ドとユ ビキ タス を

「生活」 の場 の設 定の 中で具体 的 に描 き出 し,

その中で,生 活者 であ り労働 者 で もあ る人 々

の ラ イフス タイルや ワー クス タ イルが どう変

わるか を展望 します 。各論 は,前 年 版の大 幅

改訂 に よる基 本構 成 を継承 しつつ,章 の新設

や合併等,実 勢 を踏 まえた見直 しを図 ってい

ます。

本事業 は,日 本 自転車 振興 会の補助 金 を受

けて実施 してお ります 。

3.InformatizationWhitePaper2001

Editionを 発 刊

情 報化 白書2001年 版 の一部 を抜粋 して英 訳

した英 文 白書 「lnformatizationWhitePaper

2001」 を競輪 の補助 金 を受 けて10月 に刊行 し

ま した。 わが国情報 化動 向の海外 向 け紹介 資

料 と して ご利 用 いた だ くことを 目的 に編纂 し

てお り,総 論 「IT社会 の実現 に向けて」全 文

のほか,産 業情 報化,イ ンターネ ッ トビジネ

ス,コ ンテ ンツ ビジネス,情 報化 を支 え る基

盤 産業,情 報化 関連 政策 と法制度,情 報処 理

技術 者試験 の状 況,統 計 デー タで構 成 してい

ます。100ペ ー ジ,6,000円(税 別)で 当協 会,

政府刊 行物 セ ンター等 で頒布 してい ます。

本事業 は,日 本 自転 車振興会 の補助 金 を受

けて実施 してお ります 。

4.主 要 国 に お け る 情 報 政 策 に 関 す る

調 査 研 究

英 国 に関 して次 の調 査 を行 い ま した。2001

年3月,英 国貿易 産業 省 は,「 政 府歳 出計 画

2001-2002年 か ら2003-2004年 まで の 歳 出 お よ

び2001-2002年 の 主 要 費 目 の 歳 出 予 測 」(The

Government'sExpenditurePlans2001-02to

2003-04andMainEstimates2001-02March

2001)を 発 表 し ま した。 本 資 料 で は,英 国政

府 の 産 業 政 策 が 詳細 に わ た っ て記 述 され て い

ます 。

本 資 料 に よ る と,英 国 にお け る2001年 度 の

IT政 策 予 算 は,総 額4,400万 ポ ン ドで す 。 前

年 度 予 算 は,2,200万 ポ ン ドで あ り,前 年 度

比2倍 増 で す 。2001年 度 予 算 で 主 な 政 策 は,

「UKオ ン ラ イ ン」 で3,000万 ポ ン ドで あ り,

全 体 に 占 め る割 合 は68%で す 。2番 目は,「 ブ

ロ ー ドバ ン ド導 入 」 で1 ,000万 ポ ン ドで あ り,

23%で す 。 こ の2つ の 政 策 で,IT政 策 予 算 の

90%以 上 を 占 め て い ます 。

本 事 業 は,日 本 自転 車 振 興 会 の 補 助 金 を受

け て 実 施 して お ります 。

5.日 独 情 報 技 術 フ ォー ラ ム

日独 情報技 術 フ ォー ラム は,高 い技術 レベ

ル と経 済力 を有す る ドイ ツ連邦 共和 国 とわが

国が,情 報技 術分 野 におけ る両 国の相互 理解

と交流 を一 層深 め,活 発 な産業,技 術協 力の

展 開 を通 じて世界 の情報化 に寄与 してい くこ

とを 目的 に1983年8月,通 商 産業省(現 経

済 産業 省(METI))の 宇野 宗佑 大 臣(当 時)

と ドイツ連邦 共和 国研 究技術 省(現 連邦教

育研 究省)のDr.HeinzRiesenhuber(ハ イ ン

ツ ・リーゼ ンフーバ ー)大 臣(当 時)と の間

で,そ の設置 が合意 され た もので ある。 当 フ

ォー ラムは,両 国の情報技 術分 野 におけ る第

一線 の学 者
,研 究者が一 堂 に介 し,最 新 の情

報技術 研 究の成果 につ いて情報 交流 を行 う と

同時 に,人 的交流 を深 め るこ とをね らい とし

てい ます 。
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現在 は,2002年 に ドイツで開催予定 の第14

回 目独情 報技術 フ ォー ラム に向 けて,日 独情

報 技 術 フ ォー ラム推 進 委 員 会(議 長 菅 野

卓 雄 東洋大学 理事長)に おいて,ド イツ側

と意見 を調整 しつつ,ス ケジ ュー ル等 につ い

て検討 中です 。

また,日 本側 で は,こ れ までの 日独情 報技

術 フ ォー ラム にお ける活動成果 につい て各委

員 の意 見 を継続 して まとめ る予定 です。

本事業 は,日 本 自転車振 興会 の補 助金 を受

けて実施 してお ります。

6.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが 国の情 報通信 産業 及 び情報化 全般 の最

新 の動 きを海外 に紹 介す るため,英 文季刊 誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発

行 して い ます。

最 近 過 去1年 で は,No.123で,当 協 会 が

2000年2月 に実 施 し報 道発表 で大 きな反響 を

呼 んだ 『個 人ユ ーザーの ネ ッ トワーク利 用 に

関す る調査』 の調査 結果 の概 要,No.124で は

1999年 度 の 日本 の情 報通信産業 につ いて,情

報サ ー ビス産 業,電 子機器製造業,電 気 通信

事業,放 送事 業 の各 市場 規模,No.125で は,

IT利 用推進 に向けて進 め られ てい る法制 度の

整備,No.126で は,当 協 会が毎年 実施 してい

る 「コン ピュー タ利用状 況調査」 の結果概 要

を紹介 して い ます。

次号No.127で は,情 報化 にお け る国際連携

をテ ーマ に,RWCP(新 情 報 処理 開発 機構)

にお ける国際 的 な共 同研 究の状況 ・成果 や ア

ジ アPKIフ ォー ラ ムの 活動 等 を取 上 げ ます。

そ の後 も,世 界 に先駆 けて始 まっ た第3世 代

移 動通信 サ ー ビス な どを含 む 日本 のモバ イル

サー ビスの現状,2000年 度の 日本 の情報 通信

産業の現状など,海 外か らの関心が高いと思

われるテーマを取 り上げていく予定です。

本事業は,日 本 自転車振興会の補助金 を受

けて実施 しております。

7.情 報 化 月間 の開 催

平成13年 度の情報化月間は,10月1日(月)

に東京全 日空ホテルで「情報化月間記念式典」

(主催:情 報化月間推進会議 議長 児玉 幸治

(財団法 人日本情報処理 開発協会 会長))を

幕開けの行事 として挙行 され ました。情報化

の促進に多大な貢献のあった個人,企 業等へ

の経済産業大臣,総 務大臣,国 土交通大臣に

よる表彰,情 報化促進貢献情報処理 システム

表彰への情報化月間推進会議議長の表彰およ

び全国高校生 ・専門学校生プログラミング ・

コンテス トの入選者への経済産業大臣からの

表彰が行なわれました。

また,全 国各地で講演会,展 示会等のさま

ざまな行事が開催され,多 数の来場者があ り

ま した。 なお,詳 細 につ きま して は本誌

JIPDECREPORTの 「平成13年 度情報化月間」

をご覧 ください。

本事業は,日 本 自転車振興会の補助金 を受

けて実施しております。

技術企画部

1.ア ドバ ン ス ト並 列 化 コ ン パ イ ラ

(APC)技 術 の研 究 開発

本プロジェク トは,経 済産業省 ミレニアム

プロジェクトである官民共同研究開発プロジ

ェクトの1つ で,新 規産業創出型産業科学技

術研究開発制度(産 技制度)に 基づ き,平 成

12年 度か ら平成14年 度 までの3年 計画で実施

しています。
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(1)プ ロ ジェク トの 目標

次 世代PC,WS,HPC(HighPerformance

Computing)の 主要構 成 方式 とな るマ ルチ プ

ロセ ッサ シス テムの高 い価格 性 能比 と使 いや

す さを達成 す る ソフ トウェア技術 の実現 に向

け,プ ロ グラム全体 か ら複 数粒 度 の並列性 を

階層 的 に抽 出す る こ との で きるプ ラ ッ トフ ォ

ーム フ リーな 自動並 列化 ソフ トウェ ア技術 を

確 立す るこ とを 目標 と してい ます 。

本 プ ロジ ェ ク トで は,「 ア ドバ ンス ト並列

化 コ ンパ イラ技術 の 開発」 及 び 「並列 化 コ ン

パ イ ラの性 能評価 技術 の 開発」 の2つ を実施

してお り,プ ロ ジェ ク ト開始時 点 の市販 の コ

ンパ イラ を使用 した際 と比較 し,マ ルチ プロ

セ ッサ システ ム上 での処理性 能 を倍 増 させ る

と共 に,並 列 化 コンパ イラの客観 的 な性 能評

価技術 を確立 す る ことを 目指 してい ます。

平成12年 度 は,「 ア ドバ ンス ト並 列化 コ ン

パ イ ラ技 術 の開発 」 に関わ る各機 能 の試作 を

始め,試 作 した機 能 を用 い る ことに よ り,一

部 の アプ リケ ー シ ョンプロ グ ラム に対 して,

IBM社 製 の8プ ロセ ッサ シス テ ム上 で従来 の2

倍 を超 える性 能 を達成 し,SGI社 製 の32プ ロ

セ ッサ システ ム にお い て は,従 来 の1 .5倍 の

性 能 を達成 で きる見通 しを得 ま した。

(2)平 成13年 度 の進捗状 況

平 成13年 度 は,「 ア ドバ ンス ト並 列化 コン

パ イラ技術 の開発」 にお いて は,平 成12年 度

に実施 した要素技 術検討 ・試作 を もとに,平

成14年 度の各 モ ジュールの結合 に向 けて,図

に示 す ようなスケ ジュールで 開発 を進 めてい

ます。そ の際,特 定 の機種 に依存 せず,複 数

のマルチ プロセ ッサ システ ム上 で各 要素技術

に よる高速 化 を 目指 してい ます。 一 方,「 並

列化 コ ンパ イラの性能評価技術 の開発」で は,

ベ ンチマ ー クテス トプロ グラム と して世界 中

で幅広 く用 い られ てい るSPECCPU2000及 び

NPB(NASParallelBenchmark)の 詳細 な調査 を

実 施 してい ます 。具体 的 には,最 終年 度で 評

価 用 プ ラ ッ トフォーム と して用 い る コ ンピュ

ー タ上 で
,こ れ らのベ ンチマ ー クを実行 す る

こ とに よ り,本 プ ロジェ ク トが 目指す実 効性

能倍 増 に対 す る比較 対照値 の実測 を行 って い

ます 。

さらに,内 外 の 同種 の研 究開発 の動 向 を把

握す る と共 に,海 外 との協調,目 標 設定 の妥

当性,成 果 の海外 へ の ア ピール,世 界的権威

に よる客観 的評価 を実 施す るため に,平 成13

年 度 にAPCイ ンター ナ シ ョナル ア ドバ イザ リ

ボー ド(並 列 化 コンパ イラ及 び性 能評価 技術

の権威 で あ る研 究 者(米 国3名,欧 州1名)で

構i成)を 設 置 し,平 成13年9月5日 ～6日 の2日

間 にわた っ て第1回APC国 際 協調 委 員会 を

開催 しま した。委 員会 の最 終 日には,APCプ

ロジェ ク トの これ までの成果 や 目標 設定等 に

関 して4名 の ア ドバ イザ リボー ドメ ンバ ーの

方 に評価 を受 け ま した。各委員 か らの コメ ン

トは,プ ロジェ ク トの 目標 設定 か ら評価 時 の

ア ドバ イス まで多岐 に渡 り,特 に,本 プロジ

ェク トが 設定 して い る 「実効 性 能2倍 」 の 目

標 設 定 につ いて は,「 目標値 と して世 界 で も

例 を見 ない非 常 に高い値 であ る。」 「実効性 能

2倍 の 目標 に は拘 らな いで,新 しい技 術 の開

発 を積 極 的 に したほ うが よい。」 等 の意 見 が

あ りま した。 また,こ れ までの成果 につ いて

は 「予 想 を超 え る素 晴 ら しい成 果 が 出 て い

る。」 とい う評価 で した。 今後,こ れ らの ア

ドバ イス を参考 に してプ ロジェ ク ト運営 を行

ってい くことに してい ます。
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全体 スケジュール {全体評価方針検討1-1組 み合わせ実験 1

、 巨体評価1

1.ア ドバ ンス ト並列化 コンパイラ技術の開発

`1 `1 ,

i

:1

1-1)マ ル チグレイン並列性抽出技術 ア ル ゴ リ ズ ム 開 発 テ ス ト ・イ ン プ リ
メ ン ト 評 価 ・改 良

12)デ ー タ依存解析技術
[アルゴリズム開発1'1・

イ ン プ リ メ ン ト テ ス ト 評 価.改 良

1-3)自 動 データ分散技術

.●

{ア ルゴリズム開発 「訂!」=1イン プリメント1一 一 評価 改良1

ト
【ア ル ゴ リズ ム開 発1 [テ ス ト1・:

1イ ノ プ リ メ ン ト1
一 1評 価 ・改 良1

.

1-5)ス ケ ジ ュ ー リ ン グ技 術 {ア ル ゴ リズ ム 開 発 1 1テ ス ト1 書

■ イ ン プ リ メ ン ト ■ [評 価 ・改 良1

1仕様検討! 一ー ニ一 一」 ⇒ ア ル ゴ リ ズ ム 開 発llテ ス ト 1.
』 コ ヒニと2辺 ココ 1評 価 ・改 良1

.

rア ル ゴ リ フ 八 閤 耶 ・
一

テ ス ト 評 価 ・改 良1イ ン プ リ メ ン ト

2.並 列化 コンパイラ性能評価技術の開発

.'.

1コ ンパイラ準 ・章 チマーク収集 輔 評価 【酬 輔d ≡

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ に 関

す る 構 築 ・運 用

電 子 情 報 通信 技 術 に 関す る 自由 な情 報 収

集 ・提 供お よび意見 交換 な どを行 う研 究開発

情報提供 基盤 と して,イ ンター ネ ッ トホーム

ペ ー ジ に よる産 学 官研 究 開発 コ ミュニ テ ィ

(http://www。gip.jtpdec.or.jp/)の 構 築 ・運用 を

引 き続 き行 ってい ます 。本年5月 よ り,よ り

見 やす く,よ り情 報 を得 やす いペ ー ジを 目指

して,ペ ー ジデザ イ ンとペー ジ構成 を一新致

しま したが,毎 月30万 超 の数多 くのア クセ ス

をいた だいてお ります。

当 コ ミュニ テ ィで は,産 学 官の各研 究機 関

の研 究開発情 報 や,公 的研 究機 関や学会 関連

各種 イベ ン ト参加 や論 文募集 の案内,各 種研

究公募,大 学や研 究機 関 の人材 公募情報 の他,

最 近 で は,7月 後 半 よ り猛 威 をふ る った ウ イ

ル スのSircamやCodeRed,そ してNimdaウ イ

ルス に関す る情 報や,各 種 開発成 果や通信 関

係 の実験 に関す る情報 も取 り上 げ ま した。 ま

た,各 省の予算 要求 に係 る政策 ・施策情報 や,

各 地の特 許流通 フェアや 産学官 に よる新技術

交流 の イベ ン ト,起 業支援 講座 の参加 募集 な

どの情報も取 り上げております。常に情報の

中身を吟味 し,毎 日利用 していただけるよう

に最新情報の収集提供に努めております。

また,産 学官連携ページでは,全 国各地の

産学官の共同研究,異 業種交流,人 材育成,

ベ ンチ ャー企業の起業促進などを支援する情

報提供を行っています。最近では,TLO機 関

のライセンス成約事例や,産 学官交流のため

の技術 シーズ紹介イベント,大 学の地域共同

研究セ ンター主催の産学官の研究フォーラム

の開催情報などの情報も取 り上げました。

当コミュニティは基本的に毎日更新 してい

ます。是非とも一度ご覧いただきまして,皆

様の率直なるご意見やご要望 をお寄せ下さい。

本事業は,日 本 自転車振興会の補助金 を受

けて実施 しております。

3.次 世 代 情 報 通信 環 境 に お け る ヒ ュ

ーマ ンイ ンタフ ェース技術 に関 す

る調査研 究

有線 ・無線の多様な高速アクセス網とデジ

タル化 した放送が普及 し,パ ソコンや携帯電

話,携 帯端末のみならず情報家電その他多様
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な機 器 か らイ ンター ネ ッ トにア クセ スで きる

次世代 情報 通信環境 が実現 しようと してい ま

す 。次 世代 情 報通 信環 境 は,「 どこで も コ ン

ピュー テ ィ ング」 「い つで もア クセ ス」 が 可

能 にな る 「ユ ビキ タス(ubiquitous)情 報 社

会」 に向か ってい くベ ース となる情 報環境 と

考 え られ ます。

本 調査研 究で は,ユ ビキ タス情報社 会へ と

向 か ってい く次世代情 報 通信環境 にお け るヒ

ューマ ンイン タフェースのあ り方 を示 し,そ

れ を実現 す る高度IT技 術 や ヒューマ ンイ ンタ

フェース技術 につ いて検討 し,課 題 抽 出お よ

び研 究 開 発方 策 を明示 します 。検 討 に当 り,

具 体 的分 野 と して,電 子 商 取 引(EC,特 に

BtoC)に お け る ヒュー マ ンイ ンタ フェ ース

を考 えます 。

調査研 究 の推 進 に当 って は,「 ヒューマ ン

イ ン タ フ ェ ー ス技 術 調 査 委 員 会 」(委 員 長

岸 野文 郎 大 阪 大 学 大 学 院工 学 研 究 科 教 授),

お よびそ の下 に 「技術 動向調査 ワーキ ング グ

ルー プ(WG)」(主 査 間瀬健 二(株)国 際

電気 通信基礎技 術研 究所 メデ ィア情報科 学研

究所 第一研 究室長),「 利用課 題調査 ワーキ ン

グ グルー プ(WG)」(筑 波技術 短期 大学 教 育

方法 開発 セ ンター教授)を 設置 して,以 下 の

検討 を進 めてい ます。

(1)情報 通信環境 お よび関連技 術 の動 向

ヒューマ ンイ ン タ フェ ース等 技 術 の 現

状 と将 来動 向 を調 査 し,そ の上 で,次 世

代 情 報 通信 環境 にお け る望 ま しい ヒュー

マ ンイ ン タ フ ェ ー ス の あ り方,お よ び,

新 しいEC(BtoC)像 を示 します 。

(2)ヒ ュー マ ンイ ンタ フ ェース の 問題 点 ・期

待感 の把握

消 費者 の ア ンケー ト調査 を行 い,現 行

BtoCに お ける ヒュ ーマ ンイ ンタ フェ ース

の問 題 点 や,将 来 に想 定 され る次 世 代 情

報 通 信 環境 に お け る イ ン タラ ク シ ョンイ

メ ー ジ を示 して ヒュー マ ンイ ンタ フェ ー

スへ の期待 感等 を把 握 します。

(3)ヒ ュ ー マ ン イ ン タフ ェー ス技術 の課 題 と

体系 化

上 記 の調 査 をふ ま え,次 世代 情 報 通 信

環 境 にお け る望 ま しい ヒュ ーマ ン イ ン タ

フェ ース を実 現 す る上 で の課 題 と解 決 技

術 の関 連 を体 系 化 し,そ れ らの ヒ ューマ

ンイ ンタ フ ェー ス関 連技 術 を実現 す る た

めの方策 を検 討 します。

本 事業 は,日 本 自転 車 振 興 会 の補 助 金

を受 けて実 施 してお ります。

ヰ 央情報教育研究所所

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材の育成のための研修事業,ア ジア

地域のIT人 材育成事業,調 査研究事業お よび

普及啓蒙事業を実施 しています。

1.平 成13年 度 研 修 事 業

(1)情報 化人材 育成研修

本研修 は,産 業構造 審議会 の提 言(平 成11

年6月 の中間報告)に 基づ く,新 たな人材像 に

沿 ったモ デル的 な研修 を実施 してい ます。本

年度 上期(4月 ～9月)に 実施 した研修 は,48コ

ース/60回
,受 講者 数 は延べ1,098名 で した。

また,本 年 度 の 下期(10月 ～3月)に 開催

す る研修 は,表1の とお りです 。
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表1情 報化人材育成研修下期日程

コ ー ス 名 期 間 日 数
1.プ ロ ジ ェ ク トマ ネー ジ ャ関 連
・プ ロ ジ ェ ク ト管 理 総 論

H14.128～30 3日 間
・プ ロジェ ク ト計画 策定 と実 行計画

Hl3.10.4～5 2日 間

Hl4.2.14～15

・プ ロ ジ ェ ク トの 進 捗 管 理
Hl3.10.ll～12 2日 間

H14.3.7～8
・プ ロジェク トにお ける組織 要員 管理

Hl3.10.29 1日 間

Hl4.2.22
・情報 シス テムの調達管理

Hl4.2.4～5 2日 間
・プ ロ ジ ェ ク トの 見 積 と資 源 ・費用 管 理

H14.2.27～28 2日 間
・プ ロ ジ ェ ク トの 品 質 管 理

H13.10.17～19 3日 間

Hl4.3.6～8
・プ ロ ジ ェ ク トの リス ク管 理

HI3.10.25～26 2日 間
・ネットワークシステム開 発 に お け る フ.ロジ ェ外 管 理

Hl42.25～26 2日 間
・プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャの リー ダ シ ッ プ

H13.11.8～9 2日 間

H14.1.24～25
・システ ム営業SEの 基本 と実際

H13.11.15～16 2日 間
2.ア プ リケ ー シ ョンエ ン ジニ ア関 連
・ア プ リ ケ ー シ ョ ン エ ン ジ ニ ア

H13.11.1～H142.7 24日 間
・構 造化 ア プローチ に よる システ ム設 計

H14年1～2月 予 定 3日 間
・デ ー タ中心 ア プ ロー チ に よる シ ス テ ム 設 計

H14年1～2月 予 定 3日 間
・オ ブ ジ ェ ク ト指 向 に よ る シ ス テ ム設 計

Hl4年1～2月 予 定 3日 間
3.テ クニ カ ル エ ンジ ニ ア関 連
・ネ ッ トワ ー ク通 信 技 術

H14.2.6～8 3日 間
・デ ー タベ ー ス の 基 礎 理 論

H14年1～2月 予 定 2日 間
・デ ー タベ ー ス シ ス テ ム の 設 計 と運 用

H14年1～2月 予 定 3日 間
4.コ ミュニ ケ ー シ ョ ン能力 関 連
・顧 客 ニ ー ズ 把 握 イ ン タ ビ ュー 技 法

H14.1.28～29 2日 間
・問題発見 ・解 決技 法

H14.2.4～6 3日 間
・ネ ゴ シ エ ー シ ョン能 力

H14.2.14～15 2日 間
・提 案型 ヒア リング実践

H14.2.7～8 2日 間
・提 案力養 成

H14.2.18～20 3日 間
5.教 育 エ ン ジニ ア 関連
・企業 内教育 の効果 的な仕 組 み と進め方

H13.12.3～5 3日 間
・実 践OJTリ ー ダ育 成

H14.2.25～26 2日 間
・情報化 人材 の育成 と管理 セ ミナー H13.11.19 1日 間

今 後 の研 修 日程 や 内容 の詳細 につ いて は,

教務 第二課(TEL:03-5531-0176)ま で お問い

合 わ せ い た だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.cait.jipdec.or.jp/)を ご覧 くだ さい。

本事業 は,日 本 自転車振興 会 の補 助金 を受

けて実施 してお ります。

(2)情報 処理技術 イ ンス トラ クタ等研修

本研修 は,情 報処理教 育 に携 わる イ ンス ト

ラク タ等(情 報 処理教 育推進 指導者)の さら

なる資質の向上に向けて,研 修 内容の改善や

新規 コースの開発を図りな炉ら毎年継続 して

実施 しています。本研修には,情 報処理技術

インス トラクタ研修と企業内研修 リーダ養成

研修の2種 類があ ります。前者 は,情 報処理

専門学校や高等学校等の教員および企業等に

おける情報処理教育担当者等の方々を対象に

指導上のポイントや技術 ・知識の修得を,後

者は,地 方 における情報処理教育推進指導者

一81一



等 の方 々 を対 象 に技術 ・知 識等 の修 得 を,そ

れぞれの主 目的 に して実施 してい ます。

① 情 報処理技 術 イ ンス トラク タ

研 修本年 度上期(4月 ～9月)に 実施 した研

修 は,21コ ー ス/24回,受 講者 数 は延べ244

名 で した。

また,本 年 度下 期(10月 ～3月)に 開催予

定 の研 修 は,表2に 示 す とお りです。

表2情 報処理技術インス トラクタ研修の下期日程

コー ス名 期 間 日 数

1.教 育 エ ン ジ ニ ア コ ー ス

・教 育 エ ン ジ ニ ア ～ イ ン ス トラ ク シ ョ ン 業 務 ～ H14.2.18～22 5日 間

2.指 導 法 コ ー ス
・基本情 報技術 者育成 の ための指導 ポ イ ン ト H13,12.13 1日 間

H14.2.21

・ソフ トウェア開発技術者 育成のための指導 ポイ ン ト H13.12.14 1日 間

H14.2.22

・実 践 的Javaプ ロ グ ラ ミン グ の 指 導 法 H14.1.21～22 2日 間
・C言 語 プ ロ グ ラ ミ ング 入 門 とそ の 指 導 法 H14.1.21～25 5日 間

3.JIT教 育 シ ス テ ム コ ー ス ・ス ク ー リ ン グ

・e－ ラー ニ ン グ で学 ぶ パ ソ コ ン教 育 法 H14.2.12 1日 間
～情 報 リテラシー教 育 指 導 者 教 材 学 習 者 向 けスクーリング

・e－ ラ ー ニ ン グで 学 ぶ パ ソ コ ン環 境 整 備 ・運 用 法 H142.12 1日 間
～情 報 リテラシー教 育 支 援 者 教 材 学 習 者 向 けスクーリング

4.シ ス テ ム ア ド ミニ ス ト レ ー タ コ ー ス

・Access2000を 使 っ た デ ー タ ベ ー ス の 基 礎 H13.12.25～26 2日 間
～ 基 本 概 念 か ら アブ.リケーション開 発 ま で ～

5.イ ン タ ー ネ ッ ト ・Web構 築 コ ー ス

・Webマ ス タ ー 入 門 ～HTML入 門 編 ～ H14.1.8～9 2日 間
・XML入 門 H13.12.13～14 2日 間

H14。2。4～5

・XML応 用XSLTコ ー ス H13。12.17～18 2日 間

H14.2.7～8

・CGI入 門 H13.12.6～7 2日 間

H14.2.14～15

・Linuxに よ る イ ン タ ー ネ ッ トサ ー バ 構 築 Hl3.12.20～21 2日 間
～ 初 め て 学 ぶLinuxに よ るsOHO向 け サーバ"構 築 ～ H14.1.31～2.1

・ASPに よ るWebア プ リ ケ ー シ ョ ン 開 発 H14.2.21～22 2日 間
・WWW環 境 で の デ ー タベ ー ス サ ーバ の構 築 H14.1.8～9 2日 間
～PostgreSQL/PHP/Apacheの 活 用 ～

6.プ ロ グ ラ ミ ン グ コ ー ス

・Visua10+の 実 践 演 習 .(基 礎) H13.11.26～27 2日 間
・VisualC++の 実 践 演 習(応 用) ]臼[13.12.3～4 2日 間
・実 践 的Javaプ ロ グ ラ ミ ン グ入 門 H13.12.8,10,11 3日 間
・実 践 的Javaプ ロ グ ラ ミ ン グ応 用 H14.1.12,14,15 3日 間
・JavaWebア プ リ ケ ー シ ョ ン(テ"一 夕ベ ース,サ ーフ"レット) H14.2.2,4,5 3日 間
・ExcelVBAか ん た ん プ ロ グ ラ ミ ン グ基礎 編 H13.12.13～14 2日 間
・ExcelVBAか ん た ん プ ロ グ ラ ミ ン グ応 用 編 H14.1.17～18 2日 間

7.プ ロ に 聞 く シ リ ー ズ
・最 先 端 の 量 子 コ ン ピ ュ ー タ を知 る Hl4.2.22 1日 間

8.技 術 者 向 け学 習 ポ イ ン ト
・初 級 シ ス テ ム ア ド ミ ニ ス ト レー タ コ ー ス H13.12.6～7 2日 間

H14.1.24～25

・基本情 報技術者 コース H13.12.17～18 2日 間

H14.2.7～8

・ソ フ トウ ェ ア開 発 技 術 者 コー ス H13ユ2.19～20 2日 間

H14.2.14～15
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研 修 内 容 や 研 修 時 間 等 の 詳 細 に つ い て は,

教 務 第 一 課(TEL:03-5531-0175)ま で お 問 い

合 わ せ い た だ く か,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jtpdec.or.jp/)を ご覧 くだ さ い。

② 企 業 内研 修 リー ダ養 成 研 修

本 研 修 は,す べ て 地 域 ソ フ トウ ェ アセ ン タ

ー に 委 託 して 実 施 して い ます
。

本 年 度 は13社 に,延 べ100回 の研 修 コ ー ス

を委 託 して い ます 。

研 修 内 容 は,以 下 に示 す よ う な コ ー ス 区分

で 実 施 して い ます 。

・シス テム開発技法 関連 コース

・ネ ッ トワークの構築 ・管理技術 関連 コース

・デー タベ ース技術 関連 コース

・プ レゼ ンテー シ ョン技 法 関連 コース

・情報 処理利活 用技術 関連 コース

・そ の他 関連 コース

2.ア ジ ア地域 のIT人 材 育成 事 業

(1)各国の情報処理技術者試験相互認証

情報技術(IT)革 命の急激な進展に対 して

高度な技術 を有した情報化人材が世界的に不

足 してお り,ITを 利用 した経営革新 を国際的

に展 開 してい くためにも,情 報化人材 の育

成 ・確保が国内外の企業にとって重要な課題

となっています。この課題を解決するには,

IT人材 に係るスキル標準の国際的な共通化を

図 り,IT人 材の知識 ・技能に関する客観的な

評価指標とすることで,国 籍 を問わない有能

なIT人材 を採用 してコス トを削減 し,IT人 材

市場の流動化 を促進することによって,産 業

界が より有能 なIT人材の活用ができるように

するための基盤を整備する必要があります。

本事業では,ア ジア地域 を対象 として,IT

人材 に係るスキル標準を開発 し国際的な共通

化 を図 ってお ります。 また,各IT技 術 者 に合

致 す る能 力 を有 す るか否か の適 合性 を評価す

るため にス キル標 準 の相 互認証 を行 ってお り

ます 。 また,試 験 制度 を持 ってい ない国 に対

しては,我 が 国の試験 ノウハ ウの移転 を図 る

と共 に,当 該技 術者 能力 を身 につけ させ るた

めの育成教 育 に必要 な研 修 カ リキュ ラム,英

文教材 等 を作 成 し提供 してお ります 。

ア ジア各 国へ の訪問状 況お よび来 日状 況 は

以下 の とお りです。

ロ ミャ ンマ ー訪問

・平成13年4月4日 ～8日

今後 の ミャンマ ー人材 育 成支援 につ い

て の打 ち合 わせ

・平 成13年7月21日 ～23日

トライアル試験(7月22日)の 実 施

・研 修基 本合意 書 の締結(8月24日)

・e-leamingcenterの 開所 式
,研 修 の開講式

(10月8日)

[コ 韓 国視 察団訪 日

・平 成13年4月15日 ～16日

情 報処理技 術者 試験 の視 察 お よびスキ

ル標 準 の情 報収集

口 韓 国訪問(KOMA)

・平成13年7月17日 ～20日

MOUに つ い ての打 ち合 わせ お よび韓

国実技 試験見学

ロ ベ トナム訪問

・平成13年5月7日 ～12日

今 後 のベ トナム人材 育成 支援 につい て

の打 ち合 わせ

・平 成13年7月5日 ～8日

トライアル試験(7月6日)の 実施

・研修基 本合意書 の締結(8月20日)

・e-learningcenterの 開所式
,研 修 の開講 式

(9月12日)
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〔]マ レーシア訪問

・平 成13年5月8日 ～ll日

9月 実 施予 定 の トラ イア ル試験 につ い

ての打 ち合 わせ

・トライアル試験 の実施(10月7日)

ロ フ ィリピン訪 問

・平 成13年6月3日 ～5日

9月 実 施 予定 の トラ イア ル試験 につ い

て の打 ち合 わせ

・平 成13年9月8日 ～10日

トラ イアル試験(9月9日)の 実施

ロ タイ訪 問

・平成13年6月25日 ～27日

今後 の タイ人材育成 支援 につい ての打

ち合 わせ

FE試 験 の実施(10月21日)

ロ シ ンガポ ール訪問

・PMのMOU締 結(8月24日)

3.調 査 研 究 事 業

(1)情 報処理教 育実態調 査

わが 国の企業 お よび教 育事業 者 におけ るIT

エ ンジニ アの育成 環境 やITエ ンジニ ア個 人 の

学習 環 境 の現 状 を ア ンケ ー ト等 に よ り把 握

し,企 業 とITエ ンジニア間 あ るい は企 業 ・IT

エ ンジニ ア と教 育事業者 間に存在 す る人材育

成 に関 す るギ ャ ップを分 析 す る こ とに よ り,

わが 国のITエ ンジニ ア に関 わ る施策 の検討 に

資す るこ とを 目的 として い ます。

①ITベ ンダー(情 報サ ー ビス産業)お よびユ

ーザ企業 の情 報 システ ム部 門 を対象 にア ン

ケ ー ト調査(必 要 に応 じて ヒア リング調査)

を実 施 し,1)企 業 内 にお けるITエ ンジニア

の育成,ス キ ル評価,2)研 修実 施 の現状 に

関す る情報収 集(必 要 に応 じて ヒア リング

調査)を 実施 。

②企業に所属するITエ ンジニア個人を対象 と

したアンケー ト調査を実施 し,1)自 発的な

学習活動 に対す る意識,2)企 業,教 育事業

者での研 修への要望 などに関する情報収

集。

③IT教 育事業者 を対象 としたアンケー ト調査

(必要に応 じて ヒア リング調査)お よび教

育事業者の事業の現状に関する情報収集を

実施。

(2)国際化 に対応 した情報処理技術者 の育成

に関する調査研究

内外のITエ ンジニア育成の仕組みやその実

例等に関する情報を収集 ・分析することによ

り,わ が国の国際化 に対応する情報化人材育

成施策の検討に資するために実施 していま

す。

(3)情報化人材育成のための基盤整備

本事業では,国 内外における情報化人材育

成 を実践するための基盤的な調査およびカリ

キュラム等を作成 し普及することにより,企

業 を中心 とした情報化人材育成活動を支援 し

ています。

本年度は,昨 年度作成 した 「IT技術者育成

カリキュラム」の継続的な維持 ・管理等を支

援するための調査研究および国外における情

報化人材育成方法等の調査を実施する予定で

す。

これまで,ホ ームページや就職情報誌等か

らIT関 連の職種情報(職 種 タイ トル,役 割,

必要な技術等)を 収集 し,分 類 ・整理すると

ともに,各IT技 術者の リアルな仕事およびそ

の仕事内容の実態について検討 しています。

本事業は,日 本 自転車振興会の補助金を受

けて実施しております。

(4)情報化人材育成のための応用調査研究

情報化の進展に伴い,情 報 リテラシー教育
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か ら専 門性が要 求 され る情報化 人材 の育 成 に

至 る幅 広 くかつ階層 的 な育成 カ リキュ ラム に

基 づ く教 育手法 の確 立 や教育エ ンジニ アの育

成 等が必 要 とな って きてい ます。

本事業 で は,こ れ まで実施 して きた 「職場

で の情 報 化推 進担 当 を育 成す る コ ンテ ンツ」

(CD-ROM教 材 の入手 は,巻 末 の広 告 を参照

して下 さい。)と 「学習 者管 理 システ ム」 か

ら成 る 「JIT教 育 シス テ ム」 の運 用支 援 と昨

年度 開発 した 「IT素材 デー タベ ー ス」 の拡充

を実施 す る予 定です 。 また,イ ンス トラクシ

ョンデザ イ ンを中心 にITイ ンス トラク ター等

の教育 エ ンジニ アの育 成 を図 るため,国 内外

の実態調査 お よび イ ンス トラク タ認 定制度等

の調査 を実施す る予定 です。

これ まで,「JIT教 育 シス テム」 の運 用の実

施 と 「IT素材 デ ー タベ ース」 の拡充 に関 し平

成13年 度春期 情報 処理技術者 試験 の問題 を素

材 化 し,10月 に オ ー プ ン しま した。 また,

「ITイ ンス トラ クタス キル標準 ・審査検 討 委

員 会」(委 員 長:小 松 秀 麗氏)を 設 置 して,

ITイ ンス トラ クタス キル標準 の主 要業務 や達

成指標 につ いて検討 を行 い ま した。今後,主

要業 務 と達 成 指 標 を作 成 す る と と もに審 査

(評価)方 法 を検討 し,こ れ らの実 証実験 を

目的 と した模 擬 実験 を実施 す る予定 です。 そ

の結 果 は報 告書 に取 り纏 め る とともに,本 事

業 の成果 を広 く普 及 させ るため,当 財 団 中央

情報教 育研 究所 のホ ームペ ー ジ上 に要約 を公

開す るこ とに してい ます。

本事 業 は,日 本 自転 車振興会 の補助金 を受

けて実施 してお ります。

(5)先 進 的WBTシ ス テム の調査 分析 と協 調 学

習機 能等 に関す る調査研 究

利 便性 の高 いWBT(WebBasedTraining)

シス テ ム につ い て,現 状 の シス テ ム/サ ー ビ

ス を調査 分析 して課題事 項等 を把握す る とと

もに,新 しい利 用形態 と して期 待 され るモバ

イル系学習 サ ー ビスについ て も調査 してい ま

す 。 また,今 後 のWBTシ ス テ ム に期待 され

て いる協 調学 習機能等 につい ての現状調査 を

実施 します。

これ まで,昨 年度事 業 「遠 隔学 習 システム

の利 用 促 進 に関 す る調 査 研 究」 で 設定 した

WBT評 価項 目につ い ての見 直 し作 業 を行 い,

システ ム機 能お よび コース に関す る評価項 目

の 一部 を改 善 しま した。 なお,WBT評 価 項

目の見直 しにあ た っては,「WBTシ ステ ム評

価 検 討委 員 会」(委 員 長:都 丸敬 介氏)を 設

置 して検 討 を行 うと ともに,Web上 で広 く一

般 か らの意 見 を募 集 した り,関 係機 関等 と連

携 を図 ってそ こか らの意 見等 も反映 させ ま し

た。

今 後,具 体 的 な調 査対 象 コース を選定 して,

実利用調 査等 による実験 を行 い ます。そ の結

果 は報告書 に と りま とめ る と ともに,そ の一

部 を当財 団 中央情 報教 育研 究所 の ホームペ ー

ジ上 に公 開す る ことに して い ます。

4.普 及啓 蒙 事 業

(1)情報処理教育機関等 に対する普及啓蒙

産業界のニーズに即 した情報処理技術者教

育の推進と,地 域における情報処理技術者の

育成を活性化 し地域のITの 推進 に資す るた

め,情 報化人材育成学科認定校 を対象にした

「研究交流会」を開催する予定です。

(2)情報処理技術者スキル標準対応のテキス

トの普及 ・頒布

口2001年 版初級システムア ドミニス トレー

タテキス ト

定価:3,465円(本 体価格3,300円+消 費税)

また,当 研究所が監修 した基本情報技術
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者 テ キ ス トは,コ ン ピ ュー タ ・エ ー ジ社 が

出 版 ・販 売 して い ます 。

口購i入 寺 の 問 い 合 わせ 先

調 査 企 画 部 普 及 振 興 課(TEL:03-5531-

0177)ま で お 問 い 合 わ せ い た だ く か,

CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.cait.jipdec.orjp/)を ご 覧 くだ さ

いo

一情報処理技術者試験センター

1.平 成13年 度 情 報 処 理 技 術 者 試 験 の

実 施

4月15日 に実 施 しま した,平 成13年 度春 期

情 報処理技術 者試験 の状 況 を紹介 します。 ま

た,10月21日 に実施 した秋 期試験 につ きま し

て は,ま だ,合 格 発表 に至 ってお りませ んの

で,応 募状 況 を紹 介 します。

(1)概 要

情報処理技 術者 試験 は,昭 和44年 の第一 回

か ら数 えて今年 で33年 とな り,応 募者総 数 は

1,000万 人 を超 え ま した 。平 成13年 度春 期 ま

での合格者 総数 は約99万 人 です。平成13年 度

の応 募者 総 数 は788,443人 で,過 去 最 高 の応

募者 数 とな りま した。 前年 度 に比 べ,3,531

人(0,4%)増 加 となって い ます。

平 成13年 度春期試 験 か ら新試験 制度へ 移行

しま した。 プロジ ェク トマ ネー ジャ試験 とシ

ステ ム監査技術 者試 験 は,そ れぞれ春期 と秋

期 に実施 時期 が変 更 にな りま した。 また,秋

期 に は情報 セ キュ リテ ィア ドミニス トレー タ

試験 が創設 され,春 期 に実施 してい た プロダ

ク シ ョンエ ンジニ ア試験 は と りやめ にな りま

した。

平 成13年 度か ら受験者 の利便性 向上 を図 る

ため,個 人応 募者 の イ ンターネ ッ トを利 用 し

た受付 と団体応募者 の電 子媒体 に よる受 付 を

開始 しま した。春期 試験 で は個 人応募者 の う

ち イ ンターネ ッ トを利用 した者 は34.7%,団

体 応 募 者 の う ち 電 子 媒 体 を利 用 した 者 は

17.7%で した 。 秋 期 試 験 で は そ れ ぞ れ,

40.5%,29.8%と 増加 してい ます。

(2)平 成13年 度春期情 報処理 技術 者試験

応 募者 数 は368,834人(前 年 同期 比2.8%減),

受験 者 数 は233,599人(同5.5%減),受 験 率 は

63.3%,合 格 者 数 は51,470人,全 体 の合格 率

は22.0%で した。

情報処理 技術者 試験 セ ン ターの ホームペ ー

ジで の合格 者 の発 表 は初 級 シス テムア ドミニ

ス トレー タ試 験,基 本情 報技 術 者試 験 が5月

22日,他 の試験 区分が7月2日,官 報掲 載 はそ

れぞ れ6月7日 と7月23日 で した。

表1平 成13年度春期情報処理技術者試験実施結果

試験区分 応募者数 受験者数 合格者数 合格率
ソフ トウェア開発技術 者 84,525 51225 8ρ67 15.7%

テ クニ カ ル エ ン ジ ニ ア

(デ ー タベ ー ス)

22,369 11,814 902 7.6%

テ クニ カルエ ンジニ ア

(シス テム管 理)

13,544 6,765 463 6.8%

テ ク ニ カ ル エ ンジ ニ ア

(エ ンベ デ ッ ドシ ス テ ム)

3,890 2A95 254 10.2%

初級 システムア ドミニス トレータ 109507 73,905 26,807 36.3%

システム監査技術者 6,729 3,282 236 7.2%

基本情報技術者 128,270 84,113 14,741 17.5%

合 計 368,834 233,599 51メ70 22.0%
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◎ テ クニカルエ ンジニア(デ ー タベース)試 験

テクニカルエ ンジニア(シ ステム管理)試 験,

テ クニ カルエ ンジニ ア(エ ンベ デ ッ ドシス

テム)試 験,シ ステム監査技 術者試験

4試 験 区分 すべ て で応募 者 数が 昨年 を上 回

りま した 。 デー タベ ースが30.9%,シ ステム

管 理 が194.9%,エ ンベ デ ッ ドシ ス テ ム が

449%,シ ステ ム監 査技 術者 が67.2%の 増加

で した。 システム管理 の応 募者が特 に増加 し

てい る理 由の一 つは,従 来 は少 なか った他試

験 区分合格 者 か らの応 募 が増 加 したため と考

え られ ます。特 に初級 システ ムア ドミニス ト

レー タ試験 合格者,第 一種情 報処理技術 者試

験合 格者 の応 募が著 しく増加 してい ます。

合格 者 の 平均 年齢 は デー タベ ー ス30.4歳,

シス テム管理 が35.0歳,エ ンベ デ ッ ドシス テ

ムが33.3歳,シ ス テム監査38 .1歳で,各 試 験

区分 の前 回実施 時 と比較 す る とそ れぞれ 一〇.3

歳,-0.9歳,+0.3歳,+0.6歳 とな りました。

デー タベ ース とエ ンベ デ ッ ドシス テムで は

初 め て高校生 が合格 しま した。

◎ ソフ トウェア開発技 術者試験(旧 第一種

情 報処理技術 者試験 との比較)

応 募 者 数 は84,525人 と前 年 同期比13.4%減

少 しま した。合格 者 数 は8,067人 で1,654人 減

少 しま した。合 格率 は15.7%で0.1%増 加 しま

した。合格 者 の平均年齢 は27.6歳 と0.7歳 高 く

な ってい ます。

社 会 人 と学生 の比較 で は,社 会 人の合格率

が14.9%に 対 し学 生 は21.4%と 学 生 が社 会 人

を上 回 りま した。学生 で全体 の合格 率 を上 回

っ た の は,大 学 院 の25.8%,大 学 の20.2%,

高専 の28.0%,専 修学校 の20.9%で した。

◎ 初級 シス テム ア ドミニス トレー タ試験

応 募者 数 は109,507人 と前 年 同期 比17.0%増

加 しま した。合格者 数 は26,807人 で6,657人 増

加 しま した。 合格率 は36.3%で5.2%増 加 しま

した。合格 者 の平均年 齢 は29.7歳 とO.1歳 高 く

な りま した。

社 会 人 と学生 の比較 で は,社 会 人の合格率

が38.4%に 対 し学生 は30.2%と 社会 人の合格率

が高 くなってい ます。学 生 で全体 の合格率 を

上 回ったのは,大 学 院の63.3%,高 専 の40.2%

です。専修学校の合格率 は21.19。で した。

◎ 基 本情報技 術者 試験(旧 第二種 情報 処理

技術 者試験 との比 較)

応 募者 数 は128,270人 と前 年 同期 比5.6%減

少 しま した。合格 者数 は14,741人 で4,551人 増

加 しま した。合格 率 は17.5%で6.3%増 加 しま

した。合格者 の平均 年齢 は24.8歳 と0.3歳 高 く

なってい ます。

社会 人 と学 生 の比 較で は,社 会 人の合格 率

が17.9%に 対 し学 生 は17.0%と ほ とん ど差 が

あ りませ んで した。学 生 で全体 の合格率 を上

回 ったの は,大 学 院の37.6%,大 学 の21.1%,

高専 の18.3%で す 。 専 修 学 校 の 合 格 率 は,

13.6%で した。

(3)平 成13年 度秋期 情報処 理技術 者試験

全 体 の応 募 者数 は419,609人(前 年 同期 比

35%増)で した。試験 区分 別 で は,ア プ リケ

ー シ ョンエ ンジニ ア試験
,上 級 シス テ ム ア ド

ミニス トレー タ試験,初 級 システ ムア ドミニ

ス トレー タ試験の応募者数が増加 してい ます。

今 回 か ら創 設 された情報 セ キュ リテ ィア ド

ミニス トレー タ試験 の勤務 先別 の応 募者 内訳

は,IT関 連企業 の応募 者 が63.5%,一 般企 業

が30.8%,学 生 が5.7%で した 。平 均 年 齢 は

33.0歳 で した。

合 格発 表 は,初 級 システ ムア ドミニス トレ

ー タ試験
,基 本情報技 術者 試験 につい ては11

月下旬,そ の他 の試験 区分 につ いて は平成14

年1月 中旬 を予 定 してい ます。
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表2平 成13年度秋期情報処理技術者試験応募状況

試験区分 応募者数 前年比
シ ス テ ム ア ナ リス ト 6,027 一11 .9%

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ 12,146 一5
.6%

ア プ リケ ー シ ョンエ ン ジニ ア 24β41 1.4%

テ ク ニ カ ルエ ン ジニ ア(ネ ッ トワ ー ク) 61,015 一13
.9%

情 報 セ キ ュ リテ ィア ド ミニ ス トレー タ 23,736 一

上 級 シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ 8,845 6.2%

初 級 シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ
ーr-一

135,539 5.7%

基本情報技術者 147,360 一9
.2%

合 計 419,609 3.5%

2.情 報 処 理 技 術 者 試 験 に 関 す る海 外

調査

平成13年 度春期試験から試験制度 を改定 し

ましたが,今 回の改定の一つに 「標準 カリキ

ュラム」の廃止があります。受験 しようとす

る者ばかりでなく,合 格者 を雇用する企業や

受験者 を育成 ・研修する機関双方にとって合

格者の能力指標をわか りやす く提示するとの

観点から,従 来の 「標準 カリキュラム」 とい

う教育内容の開示に重点を置いた体系を廃止

し,IT人 材が担 う個々の業務 とその業務に必

要な知識 ・技能に焦点を絞った「スキル標準」

を作成しました。 しかし,現 行の 「スキル標

準」は,情 報処理技術者試験 の13区 分に即 し

て個別に作 られてお り,試 験 の出題範囲の確

認 とい う意味では有効であっても,IT人 材雇

用者やIT人材育成機関にとって分か りに くい

との指摘 もあります。このため,試 験 センタ

ーで は出題分 野の補足 で はな く
,様 々な場 面

で利用 す る ことの で きるITに 関す る 「ス キル

標準 」 を策定 す るこ とが肝要 で ある と考 えて

い ます 。 その際 には,CBT(ComputerBased

Testing)化 や 国際化 の観 点か らの要 請 も極力

取 り込 みつつ,ス キル標準 体系 の見 直 しを図

る必 要が あ ります。

今 回計 画 した海外 調査 は,海 外 の カ リキュ

ラム作 成機 関 との意見交換 を通 じて,日 本 の

スキル標準 の一層 の体系化 に向 けて改 善すべ

く,先 達 であ る海外 機 関の経験 を学 び,IT技

術 の範 囲,体 系 な どに関 して有効 な情報 を収

集す るこ とを 目的 と してい ます 。

今 回 は,表3に 示 した米 国4機 関 を訪 問 しま

した。

調査 期 間:平 成13年5月20日 ～5月27日

派遣 員:団 長 富永 孝 雄(当 協 会情 報

処理技 術者 試験 セ ンター所 長)他3名
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表3訪 問先機関

機関名 面会者
ConstruxSoftwareBuilders,INC. Mr.SteveMcConnell

President&ChiefSoftwareEngineer

InstituteofElectrical&ElectronicsEngineers Mr.LeonardL.Tripp
－ComputerSociety ソフ トウェア工 学 の標 準化 の元委 員長

(IEEE-CS) ProfごCarlK.Chang

CC2001カ リ キ ュ ラ ム 開 発 の 責 任 者

TheNorthWestCenterforEmerging Mr.PeterSanund

Technologies(NWCET) AssociateDirector

Ms.SandraJ、Mikolaski

CurriculumProjectManager

Ms.RobynSandbo

NWCETSecretary

CarnegieMellonUniversity Dr.AllanL.Fishman

CarnegieTechnologyEducation PresidentandCEO

Mr.MorganFishman

VicePresident

Mr.PhilipMiller

Execut三veVicePresident

Dr.AravindanVeerasamy

CourseDeveloper/Mentor

－ 一電 子商取 引推進センター一 ・

当セ ンターで は,電 子商取 引の発展 に寄 与

す るため の活動 を行 ってお り,電 子商取 引推

進協 議 会(ECOM)お よびEDI推 進協 議 会

(JEDIC)の 事 務局,ア ジアPKIフ ォーラム推

進協 議 会(APKI-J)の 推 進本 部 を務 め てお

ります 。 また,企 業 間電子商取 引の基本 であ

るEDI(電 子 デー タ交換)に 必 要 な企 業 コー

ド,お よびOSIオ ブジ ェ ク トコー ドの登 録 ・

管理 を行 ってお ります。

なお,電 子商取 引推進 セ ンター は,ECOM

及 びJEDIC事 務 局 を含 め て,9月 下 旬 に下 記

に移 転 し,10月1日 よ り正 式 に業務 を開始 し

てお ります 。

住 所:〒105-0011東 京都 港 区芝公 園3-5-8

機 械振興 会館 内

TEL:03-3436-7500Fax:03-3436-7570

E-mail:info@ecom.jp

URL:電 子 商取引推 進 セ ンター

http:〃www.ecom.jp/ecpc/

電子 商取 引推進協 議会

http://www.ecom.jp/

EDI推 進協議 会

http://www.ecom.jp/jedic/

URLに つ きま しては変更 あ りませ ん。

1.電 子 商 取 引 推 進 協 議 会(ECOM)

1.1総 会/理 事 会 の 開 催

(1)第1回 理事 会

日時:平 成13年6月15日(金)

場所:青 海 フロ ンテ ィア ビル2F

会議室2～4

議案:平 成12年 度事業報 告(案)に つい て

平成12年 度収支 決算(案)に つい て

平成13年 度事業計画(変 更案)に ついて

平成13年 度収支予算(変 更案)に ついて

会則 ・諸規程 の改正 につい て

事務所 の移転 につ いて
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入 会 につ い て

(2)総 会

日時:平 成13年7月2日(月)

場所:赤 坂 プ リンス ホテル 五色2F

紫雲+紅 玉

議案:会 則 の変更 につ いて

理事 ・監事 の選任 につい て

(3)第2回 理事 会

日時:平 成13年7月2日(月)

場 所:赤 坂 プ リンスホテ ル 五 色2F

青葉

議 案:会 長 ・副 会長 の選任 につい て

(4)懇 親会

日時:平 成13年7月2日(月)

場所:赤 坂 プ リンス ホテル 五色2F

黄雲+燈 光

日時 平成13年10月17日

午後3時 ～午後5時30分

場 所:機 械 振興会 館4階A会 議 室

議 事 平成13年 度事 業 実施状 況(上 半 期)に

つい て

JapanPKIPartnershipに つ いて

法 的論点推 進準備 委員 会の状況 につ

いて

1.3e－ マ ー ケ ッ トプ レ イ ス 委 員 会

e-MPを 中心 と して企業 間ECの 現状 の問 題

点 ・課題 を洗 い出 し,そ れ を基 に して効果 の

あ る企 業 間ECの 導 入 に役 立 つ情 報 をe-MP,

企 業 間ECの ユ ー ザ,運 営 者 に対 し提 供 し,

e-MPお よび企業 間ECの 普 及拡 大 に貢 献 す る

こ とを活動 目的 と して い ます。

1.2企 画 部 会

(1)第1回 企 画部会

日時:平 成13年5月11日(金)

午 後3時 ～午後5時30分

場 所:タ イム24ビ ル1Fビ ジネス交流サ ロン

議事:平 成13年 度事業 の検 討 につ いて

(2)第2回 企画 部会

日時:平 成13年6月15日(金)

午後3時15分 ～午後5時

場所:青 海 フロンテ ィアビル2F会 議室2～4

議事:平 成12年 度 の成果報 告 につ いて

(3)第3回 企 画部会

日時:平 成13年9月6日(木)

午後3時30分 ～午後5時

場所:タ イム24ビ ルlF交 流 サ ロ ン

議事:平 成12年 度 の成 果報告 につ いて

第1回 公 開 フ ォー ラム報告 につ いて

電子 商取引 を巡 る法 的論 点 につい て

(4)第4回 企 画部会

1.4プ ロダ ク トデ ー タ委 員会

デジタル製品情報共有の産業的,情 報技術

的基盤 に関わるロー ドマップを描き,今 後検

討すべ きテーマをご報告する予定です。現在,

委員会の開始 にあた り,日 程,委 員会の進め

方を詰めています。

1.5ワ ーキ ング グル ープ

会員企業 を中心に学識者,有 識者で構成 し,

EC実 用化のための具体的方策等 について検

討 しました。各WGの 検討内容及 びサブワー

キ ング グループの構成は以下の通 りです。

(1)消費者保護WG

企業消費者間の国際電子商取引市場におけ

る消費者 と事業者双方からの信頼性確保のた

めの調査研究と,実 現可能な具体的施策の提

言 を活動 目的として,オ ンライントラス トマ

ーク国際標準化の支援と
,そ の実効性の担保

機 能 と しての裁判外紛争解決手段(ADR)
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の具現化を行っております。

(2)個人情報保護SWG

ECの 普 及促進の阻害要 因 となる問題点 に

対 し,民 間企業の立場で法の遵守お よび業界

としての自主規制によるネット環境の整備 と

プライバシー保護の意識の高揚を図ることで

対応 し,国 民が安心 してITの便益が受けられ

る社会環境づ くりに貢献することを目指 して

います。

(3)決済関連問題検討SWG

市場 において利用 されている一般的な決済

手段についてその特徴を整理し,現 状 を認識

するために検討対象 とする決済手段 を個別に

調査 しました。そして各手段が本来目的とし

ている対象商品,価 格帯,目 的物の授受方法,

また支払行為や決済(資 金移動)と 目的物授

受のタイ ミングなどを把握 しました。

(4)認証 ・公証WG

電子認証 システム仕様検討SWG(SWG1)

電子認証 システム利用検討SWG(SWG2)

電子署名文書長期保存検討SWG(SWG3)

(5)セキュリテ ィWG

新 しい脅威 についての調査研究

新 しい情報セキュリティ技術に関する調査

研究

情報セキュリティに関する標準と関連制度

についての調査研究

「ECサ イ ト向けセキュリテ ィ対策ガイ ドラ

イン」評価改善

(6)ビジネスモデルWG

ECの もつ創造的側面 に焦点 をあて,ECが

ビジネスチャンネルとして日常化 した状況下

での,企 業 の変革 ・発展の手段 としてのEC

の特徴抽出 とビジネスモデル化に努めていま

す。

(7)モ バ イルECWG

ア ンケー ト調査TF

モバ イル電子 チケ ッ トTF

モバ イル電子決 済TF

(8)電 子政府WG

行 政 ア ウ トソー シ ングTF

行 政 ポー タルTF

ベ ンチ マー クTF

(9)XML/EDI普 及促 進WG

ベ ー シ ック(旧 シ ンプル)EDI

ア ジア地 区普及促 進

1.6標 準 グ ル ー プ

(1)XML/EDIグ ルー プ

XML/EDI標 準 化専 門委員会

イ ンターネ ッ トEDI最 新 動向調査 委員 会

(2)STEPグ ル ープ

ISOTC184/SC4国 内対策 委員会

標準化 調査 プロジ ェク ト委員会

生産 プロセス システ ムの標 準化委 員会

機械 部品電子 ライ ブラ リの標 準化 調査研 究

普及調査 活動

1.7国 際連 携 グル ープ

(1)国際連携

ウェブでの情報発信

海外EC動 向調査

ECに 関す る国際連携

日本のEC市 場実態調査 と海外発信

(2)日韓EC推 進協議会

10月8日 ～10日 に本年度第1回 日韓EC推 進

協議会が韓国済州島で開催 されました。日本

から25名,韓 国か ら29名 の産業界 と政府関係

者が参加 し,日 韓相互 の更 なるEC推 進のた

めの討議が行われま した。次回は平成14年2

月 日本(開 催地未定)で 行 う予定です。
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1.8普 及 広 報 グル ー プ

(1)ブ ロ ー ドバ ン ド時代 にお け る ネ ッ トワー

ク社 会 フ ォー ラム

ネ ッ トワー ク社 会の進展 に備 え,そ の利 用

基盤 の整 備 を進め るため,高 度 に発 展 した ネ

ッ トワー ク社 会像 をスケ ッチ し,そ の ような

社 会 を 「安全 で信 頼 で きる もの」 にす るため

の課題 と,必 要 となる対応 につい て整 理 を行

って い ます。

(2)PKI連 携推 進 フ ォー ラム

10月1日 の情 報 化 月 間行 事 の特 別講 演 会 と

して,ア ジアPKIフ ォー ラム推進 協議 会 と共

催 で 第1回PKI連 携 推 進 フ ォー ラ ム を開催 し

ま した。

「電子署 名 ・認証 で,ど う変 わ る電 子商取 引 一

電子認 証基盤 ・サ ー ビスの現状 と展 望 一」

主 催:電 子商取 引推進協 議会(ECOM),

ア ジ アPKIフ ォー ラ ム推 進協 議 会

(APKI-」)

日 時:平 成13年10月1日(月)

場 所:東 京 全 日空 ホ テ ル 地 下1階 瑞

雲 の間

参加者:468名

プロ グラム

「電 子署 名で変 わ る電子 商取 引」

東京 大学 内 田 貴

「政府 にお け る電子 署 名 ・認証 の推 進 と取

り組 み」

経済 産業省 大野 秀敏

「商業 登記 に基 礎 を置 く電子 認証 制 度 の概

要 と今後 の展望」

法務省 後藤 博

「電子認証 サー ビスの現 状 につい て」

㈱ 野村 総合研 究所 中村 雅 彦

「国際電 子商取 引 にお ける電子 認 証 の相 互

連携 と課題 」

アジアPKIフ ォー ラム推 進協議 会 手塚 悟

「電子 認証 シス テムの導入事 例 と課 題」

一貿易 分野 にお け る電子認 証 システ ム ー

㈱ 日本 電子貿 易サ ー ビス 鍛 冶 俊 彦

一金融 システムにおける電子認証システムー

㈱ 東 京三菱 銀行 高橋 則 彦

一その他 の先 進業 界 におけ る導入 事例 一

エ ン トラス トジ ャパ ン㈱ 鈴 木 優 一

「我 が 国 にお け る電 子 認証 基 盤整 備 に向 け

た課題 と取 り組 み」

電子商 取引推 進協議会 米倉 早織

(3)e－ エ ンジニ ア リ ング フ ォー ラム

デ ー タ変換 の状 況 ・課題 の調査 ・研 究の実施

デ ー タ変換 の 問題 意識 ・本 質 的要 因 の分析

整 理

(4)普 及広報

ECOMの 活動状 況 や成果 を会員 お よび一般

に 広 く普 及 す る た め,会 報 誌 「ECOM

Newsletter」 の第13～16号 を発 行 す る とと も

に 「ECOMセ ミナ ー」 を3回(第13～15回)

実施 しま した。 また,WWWサ ーバ の充 実 を

進 め,ア クセス数 も順 調 な伸 び を示 してい ま

す 。 さ ら に展 示 会 や 講 演 な ど に お い て,

ECOMの 成果 を積 極 的 に紹介 しま した。

●ECセ ミナ ー ・体験 キ ャ ンペ ー ン(ビ ジ ネ

ス シ ョウTOKYO2001)

来場者 に対 し,電 子 マ ネーデモ ンス トレー

シ ョンお よび イ ンターネ ッ トEDIデ モ ンス ト

レー シ ョンを行 い ま した。

日 時:平 成13年5月22日 ～25日

場 所:東 京 ピ ックサ イ ト

参加 者:2,500名

協 力企業:①MONDEX② 日立製作所

(TWX-21)

●九州 ・国際 テ クノフェアIT2001

小倉 にて開催 され るイベ ン トに参 加 し,電
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子 マ ネ ー の デ モ ン ス トレー シ ョ ン を行 う予 定

で す 。

日 時:平 成13年11月8日 ～10日

場 所:西 日本 総 合 展 示 館 西 館

協 力 企 業 二三 井 住 友VISAカ ー ド

●DigitalWareOsaka2001

大 阪 に て 開催 され る イベ ン トに参 加 し,電

子 マ ネー の デ モ ンス トレー シ ョン を行 う予 定

で す 。

日 時:平 成13年ll月28日 ～30日

場 所:マ イ ドー ム大 阪

協 力 企 業:三 井 住 友VISAカ ー ド

な お,ECOMの 事 業 内 容 お よ び活 動 状 況 に

つ い て は,下 記 を ご参 照 下 さい 。

→URL:http://www .ecom.jp

2.EDI推 進 協 議 会

63(平 成13年10月 現 在)の 業 界団体 に会 員

と して,ま た,関 係3省 庁(経 済 産業 省,財

務省,国 土 交通省)に オブザ ーバ として ご参

加 ・ご協 力 をい た だ きなが ら,「EDI推 進協

議 会(JEDIC)」 の事 務 局 を運 営 して お り,

日本産 業界 におけ るEDIの 更 な る導 入促 進 を

目的 に活動 してお ります。 具体 的 には,EDI

に係 る共 通問題 の検 討 お よび普及 ・推 進 につ

いて業 際的立場 か ら総合 的 に取 り組 んでい ま

す 。

普 及 ・啓発 活 動 の中心 は,年3回 の普 及研

修 会 の開催(平 成13年6月8日,9月7日,平 成

14年3月1日 を予 定),主 催者 の1つ と して12月

に行 うe-Businessフ ォー ラム2001の 開催,さ

らにはJEDICNewsletter(隔 月発行(奇 数 月))

な ど広 報誌 ・報告書 の発行,お よびWebに よ

る情報発 信 です。

7月2日 には,赤 坂 プ リンス ホテル にて平 成

13年 度 総会 を開催 し,平 成12年 度事 業報 告,

お よび平成13年 度 会長 ・副会長 の選任,平 成

13年 度 事業 計 画 の3つ の議 案 につ い て,満 場

一致 で承認 され ま した。現 在 は,そ の事 業計

画 に基 づ いて活動 を行 ってお ります。

また,国 際部 会,普 及 ・啓蒙 部会 に よる合

同 部 会 を 開 催 し,今 年 度 も引 き続 き行 う

「EDI実 態 調 査」 の調 査 項 目,実 施 方法 につ

い て討 議 いた しま した。

6月8日 に開催 した第1回 普 及研 修 会 「国内

外 のEDI最 新 事情 」 で は237名 の 方 に ご参 加

い た だ きま した。9月7日 に実 施 した第2回 普

及研修 会で は 「企業 間電子 商取引 の新 しい潮

流」 をテ ーマ に,200名 の方 が ご参 加 され,

熱心 な聴 講 と質疑 が な され ま した。 第3回 普

及研 修 会(平 成13年3月1日 開催 予 定)「EDI

先進導 入業界 の最新動 向」 で は電力 業界,繊

維 業 界,食 品 業 界,物 流 業 界,広 告 業 界,

TEDICIub等 の方 か ら,EDI導 入 事例 を中心

にご報 告 してい ただ く予定 です。

〈 「JEDICNewsletter」 の ア ドレス 〉

→http:〃www .jipdec.or.jp/cii/jedic/newsＬet

/n_home.htm

〈JEDIC普 及研修 会 の プロ グラム〉

→http://www .ecom.jp/jedic/news/semi2001.htm

3.ア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム 推 進 協 議 会

情 報 基 盤 とな るPKI(PublicKeyInfrast

ructure)の 相互 運用性 の確 立及 びそ の普及 を

目的 に 「ア ジ アPKIフ ォー ラ ム推 進 協 議 会

(APKI-J)」 の推 進 本部 の業務 を務 め て お り

ます。 アジ ア諸 国 と協 力 しなが らア ジア共 通

の電子 認証 基盤(ア ジアPKI)を 構 築す るた

めの活動 を推 進 したい と考 え,各 種 の議論 と

普及活動 を行 う場 と して活動 してい きます 。
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BPIDの 登録状況

識別子 標 準 メ ッセ ージ開発機 関 登録年
EIAJ (社)電 子情 報技術 産業協 会EDIセ ンター 1989年

JPCA 石油化学工業協会 1991年

FEPC 電気事業連合会 1991年

CINT (財)建 設業振興基金 建設産業情報化推進センター 1992年

HIIS (財)住 宅産業 情報 サ ー ビス 1992年
JEMA (社)日 本電機工業会 1992年

JISI (社)鋼 材倶楽部 1992年

JCMA (社)日 本電線工業会 1992年

VMDI 食品業界企業間情報システム研究会 1992年

JDIY (社)日 本 ドゥ ・イ ッ ト ・ユ ア セ ル フ協 会 1994年

TRPT 物流EDI推 進機構 1994年

JGAS (社)日 本 ガス協 会 1994年
TIRA 中小企 業総合事 業 団 商 品 コー ド情 報 セ ンター 1995年

NEWS (社)日 本新聞協会 広告委員会 1995年

JTRN 国内物 流標準((社)日 本 ロジステ ィクス シス テム協 会/

(社)日 本物流 団体連合 会物 流EDIセ ンター)

1995年

JAMA (社)日 本自動車工業会 1996年

CPSD 通信資材EDI推 進部会 1996年

WAVE (社)日 本広告業協会 1997年

HWSW 小 型 コ ンピュー タ業界EDI取 引委員会 1998年
JALF (社)日 本 アル ミニ ウム協 会 1998年

PAJE 石油連盟 1999年

SJAC (社)日 本航空宇宙工業会 1999年
TFCA (社)電 信電話工事協会 1999年
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一先 端 情 報 技 術研 究 所 一一

1.情 報 技術 開 発 に関 す る調 査研 究

ITを 活用 した豊かな経済社会を構築するた

めには,中 長期的な視点からの情報技術の研

究開発とともに情報産業の技術シーズとなる

基礎技術の研究開発が必要です。また,IT革

命の進行 によって21世 紀の産業は「物の生産」

か ら 「知的財産の創生」へ と変貌する新 しい

時代となってきています。

このため,当協会先端情報技術研究所では,

このような時代 における情報技術の研究開発

のあり方について検討を行っています。

(1)21世 紀 のIT研 究 開発体制のあ り方 につい

て

国が支援する研究開発のあり方について,

前年度に引 き続 き 「情報産業の研究開発体制

のあり方に関する検討作業委員会」(委 員長

後藤滋樹早稲 田大学理工学部情報学科教授)

を設置 し,調 査検討 を行 ってい ます。

13年 度は,「IT研 究開発拠点の国内立地 と

その発展のための条件」を調査テーマとして,

検討 をすすめています。

(2)諸 外 国のIT研 究 開発 の現状 調査

今 後 の情 報 産 業 の戦 略 的 な情 報 技術 と し

て,ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィング技術 お よ

び人間主体 の知 的情 報技術 につ いて,先 端 的

な研 究 開発動 向 を調 査分析 してい ます 。

実 施 にあ た っ て は,前 年 度 に引 き続 き,

「ハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィング技 術 調査 ワ

ーキ ング グルー プ」(主 査 山 口喜 教 筑 波

大学教授),「 人 間主体 の知 的情報技 術調査 ワ

ーキ ング グルー プ」(主 査 奥 乃 博 京 都

大学教授)を 設置 し,調 査研 究 を行 ってい ま

す。

ま た,米 国 連 邦 政 府 のNCO:National

CoordinationOfficeが ま とめ て い る"Blue

book2002":NetworkingandInformation

TechnologyResearchandDevelopmentの 日本

語訳 な ど資 料 の整 備 を行 ってい ます 。(本 資

料 は,米 国NCOの 承 認 を得 て,当 研 究所 が

翻訳 してい る ものです 。平 成13年11月 にホー

ムペ ージ に全文公 開 を予 定 してい ます 。是非

参 考 に して下 さい。http:〃www.icot.or.jp/)

本事業 は,日 本 自転車振 興会 の補助 金 を受

けて実施 してお ります 。
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企業における情報化動向に関する調査研究報告書
一情報化投資の現状と課題一

(平成13年3月)

織騨 簾響
舞　鰻i灘1緯
lllas報化 の重要な関連課題7・4・2規 模別関連教育費用

難 藩 曇灘 糠 ・ 箋難_利 用_集計表
3.5ま とめ

lXア ンケ ー ト様式

lv情 報化の投資効果

4.1情 報化投資の動向
4.1A最 近1年 間の情報化関連支出の総額
4、1.2情報化関連支出の割合
4.1.3新 規投資の主要対象分野
4.1.4コ ンピュータ2000年 問題対策費用

4.丁5情 報化投資額の3年 後の予想規模
4.1.6ま とめ
4.2ア ウ トソーシングの状況
4.2、1アウトソーシングの利用状況
4.22ア ウ トソーシングの内容
42.3ア ウ トソーシングの利用目的、効果

4,24ア ウ トソーシングの依頼先
4.25ア ウ トオーシングを実施しない出来ない理由
4.2.6ま とめ
43オ ープンシステム化/ダ ウンサイジングの評価
43.1実 施 による効果のレベル

4.3.2実 施時の問題化レベル
4.3.3ま とめ(全 体的な動向と考察)

Vネ ッ トワークのインフラ整備状況

5.1通 信 回線サービス
5.1.1国 内通信回線サービスの利用状況と今後の展望

5.1.2国 際通信サービスの利用状況と今後の展望
まとめ
5.21Pネ ッ トワークの導入状況
5.2.11P->PNネ ッ トワークの導入状況
52.2VolPの 導 入状況
5.23エ クストラネット(他社接続)実施状況

5.2.4ま とめ
53ネ ットワークの利用状況
5.3.1ネ ッ トワークの機器構成
53.2ネ ッ トワークの利用処理形態と利用内容

5。3.3ネッ トワーク利用の将来

Vlネットワーク利用の多様化

§i:顯饗 鱗㌶鷺麟 鍋 状況
6.1.3ま と め

1:語3ラ2;微 粉難況
6.2.2ま とめ
6・3モバイルコンピューティンク(M!C)の 動 向

6.3.1モ バイルコンビューティング(WC)の 採用 ・利用状況
6.32M!C利 用上の問題点について
63.3M/Cを 導入している部門
6.3.4M/Cの 利用内容
6.3.5M/Cで 利用 している機器等
6.3.6ま とめ

6.4CRMの 動向
6.4.1情 報 システムが対応しているチャネル状況

6.4.2電 話対応におけるCTlの 導入状況

6:2:遮壁%蒜 當1苫晶
6.4.5ま と め

情報化をめぐる環境が、技術面、制度面等
において大きく急速に変化 してきている中で

近年産業界においては、ネットワークを核と
したlT(情 報技術)の導入とその高度利用が

企業の経営戦略を制するともいわれている。

コンピュータユーザの情報化の実態を、継

続的なデータとして把握するとともに、.その

時々の情報化の新 しい流れを客観的な視点か

ら的確に捉えるために、毎年アンケートによ

り調査を行なっています。

本報告書は、約4,700の 事業体の情報シス

テム部門を対象に実施 したアンケート調査の

結果をもと1こ、その情報処理および情報化の

動向について集計 ・分析を行ない、とりまと
めたものです。

図2-3新 規投資の主要対象分野

A4判248頁

付表 「コンピュータ利用状況講 査集計結果大要」
一般価格:4 ,500円 会員価格:3600円(送 料別)
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わが国におけるシステム監査の現状
一システム監査普及状況調査集計結果一

(平成13年3月)

1.調 査 の概要

1.1調 査 の 目的

1.2調 査 の対象

1.3調 査 時期

1.4回 収 状況

1.5回 収 車業体の平均従業員数

1.6調 査 項 目

2.調 査結果の要約

3.調 査結果

1

仁

仁

仁

L

仁

L

2

2

乞

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3
3

監査担当部門の調査結果
1シ ステム監査一般について

2貴 社の監査体制1こついて

3平 成11年 度のシステム監査実施について

4未 実施の理由について

5実 施可能性1こついて

6個 入情報保護1こついて

被監査部門の調査結果

1シ ステム監査一般について

2平 成11年 度のシステム監査実施について

3シ ステム監査のあり方について

4情 報化の進展2つ いて

5個 入情報保護について

付属資料:

「システム監査普及状況調査」アンケート様式

通商産業省では、セキュリティ施策の一

環として、システム監査基準を策定し、シス

テム監査の普及に努めています。当協会で

は、通商産業省の施策に則り、隔年で 「シ

ステム監査普及状況調査」を実施し、わが

国におけるシコテム監査の普及状況の把握

を行っています。今回の調査は、監査担当

部門および被監査部門の双万を対象に行

い、シコテム監査普及の傾向と問題点を明

らかにするとともに、近年の個人情報保護

への意識の高まりと政府の取り組み等を勘

案し、個人情報保護に関する監査の実施状

況を併せて調査していまず。

A4判104頁

一 般価格:2
,000円 会 員価格:1.600円(送 料別)

睡]シ ステム監査実繊 況

監査担当部門

平成11

被監査部門

平成11
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情報リスクに関するリスクマネジメント研究報告書
(平成13年3月)

1現 在 の経営環境 と リスクマネジ メン ト

llJIPDECリRク マネジメントシステム(JRMS)の 構成

111JRMSの 実 行組織

ivJRMSZお け る リスク対策

lV-1リ]ク 対策 にお ける情報セキュリティ

iv-2ア クtR管 理

IV-2-1)ア クセ コ管理(物 理的)

lV-2-2)ア クセ ス管理(論 理的)

Iv-3災 害 対策

Iv-3-1)災 害 対策(管 理)

lv-3-2)災 害 対策(手 続き)

lV-4障 害 対策

IV-4-1)障 害 対策(管 理)

IV-4-2)障 害 対策(手 続き)

lV-5/Yツ ク アツフ。

lv-6コ ンピュータ犯罪 ・コンピュータウイルス
・電子商取 引

IV-6-1)コ ンピュータ犯罪の リスク

lv-6-2)コ ンピュータウイルスの リスク

Iv-6-3)電 子 商取 引の リスク

IV-7ア ウ トソーシング 関連 リスク対策

lV-7-1)

Iv-7-2)

システム開発に関する
アウトソーシング
(システムインテグレーション)
システム運用に関ずる
アウトソーシング

lv-8緊 急 時対策

IV-9リ ス クプ アイナンl

VJRMSの 維 持

VlJRMSの 教 育 ・訓練

おわ りに

参考 文献

情報システムは、多くの リスクを内在 して
いることから、その脆弱性が危惧されていま

す。そのためにリスクの顕在化を未然に防止

し、また、顕在化 した場合その影響範囲を最
小に留めるセキュリティ対策が求められてい

ますが、それには情報システムのリヌクを適
正に把握することが必要です。さら1こは、把

握 したリスクがどの程度顕在化する可能性が

あるのか、また、顕在化した場合の損害がど
の程度なのか等の分析が不可欠です。
このような認識から、当協会内に情報シス

テムに関するリスク分析手法を含む リスクマ

ネジメントシステムのあり方を検討する 「リ
スクマネジメント委員会」(委 員長 森宮康

明治大学商学部教授)を 設置し、調査 ・研究
を進めてきました。

その結果、平成2年 に発表 した リスク分析
手法(JRAM;JIPDECRiskAnalysisMethod)

を見直し、 リスクマネジメントの視点から広
範 囲にわたる情報 リスクへの対応 を図るぺ

く、JRMS(JIPDECリ スクマネジメントシス
テム)構 築 を検討しています。本報告書はこ
の作業に基づく考察の一部を中間報告として

とりまとめたものです。

一般価格:4
,000円

A4判106頁

会員価格:3.200円(税 別 ・送料別)

わが国における欄‖セキコ1リティの劉1闘§鰍‖トコ謝ティに‖↑碍査』撒‖‖
1.調査の概要
1.1調 査の目的
1.2調 査の対象
1.3調 査時期
1.4回 収状況
1.5回 答組織体の平均従業員数
1.6調 査項目
1.7調 査対象業種および回収状況
1.8調 査結果の概要

(平成12年3月)

2.SU査 結果の詳細
2.1通 商産業省の安全対策の施策について
2.2情 報システム資産について
2.3過 去の障害等の実績について
2.4セ キュリティ管理一般について
2.5災 害対策 ・障害対策について
2.6不 正アクセR対 策 ・不正侵入対策について
2.7コ ンピュータウイルス対策について

2.8情 報 リスクマネジメン ト関連について
2.9個 人情報保護について

3.クロス集計結果の分析

付属資料
「情報セキュリティに関する調査」
アンケート調査票

わが国におげる情報シヌテムのセキュリテ

ィ対策の状況を把握するため、「情報セキュ

リティに関する調査」を実施いたしました。

調査は、企業等の情報システム部門を対象

に行い、セキュリティ対策の現状と問題点の

把握および、今後のセキュリティ対策の傾向

を把握することをねらいとしています。

調査にあたっては、867の 組織体から回

答を得ており、信頼できる調査データを収録

しています。

A4判158頁
一・:一般価格:3

,360円 会 員価格:Z688円(送 料別)

…
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個人ユーザーのネットワークサービス利用に関する調査報告書
一多様で広がりのある生活領域の二一ズー

(平成12年6月)

調査の概要

1.調 査の 目的

2.調 査の設計と実施

3.調 査結果のポ イソ ト

Il.調 査結果(生 活 領域別)

1.住 む

(住居、住環境、 近隣社会)

2.費 や す

(収入、支 出、資産、消 費生活)

3.働 く

(労働時間、就業機会、労働環 境)

4.育 てる

(育児、教育)

5.癒 す

(医 療、保健 、福祉サ ービ コ)

6.遊 ぶ

(休 暇、余 暇)

7.学 ぶ

(大 学、生涯 学習、学習 時間)

8.交 わ る

(婚姻、地域交流、社会的活動)

資 料:

1.調 査 票

2.集 計 デ ー タ

(全 体)

3.集 計 デ ー タ

(情報システム部門に勤務するユーザー)

4.集 計 デ ータ

(一 般 ユ ーザ ー)

A4判358頁

【報告書のみ】

一般価格:8
,4∞ 円 会員価格:6,720円(送 料別)

【集 計 デ ー タFD付 報 告 書 】

一般価格:42
,㎜ 円 会員価格:33,600円(送 料別)

当協会では、個人ユーザーにとって"望

ま しいサービ ス、利用 したいサービスは

何か"と いう、 ネ ッ トワークサービ スを

利用す る側 のニーズを明 らかにす るた

め、住環境、労働、医療 ・介護、教育 ・

学習、娯楽、交流等、個人生活の様々な

場面で想定されるネッ トワークサービス

について、その利用動向を把握すること

を目的に、アンケート調査 を実施 し、そ

の集計分析結果をとりまとめました。

アンケー トは日本商工会議所等の協力

を得 て情報システム部門に勤務するユー

ザー5,000人 と一般 ユ ーザ ー5,00

0人 の合 計10,000人 に調査票 を送付

し、3,602人 か ら回答 を得ま した。

① 飛びぬけて高い医療 ・介護 ・福祉サービス

へのニーズ 特に病院 ・治療内容についての

情報サービスでは9割 を超える

② 余暇生活におけるニーズもきわめて強い

行楽地の宿泊予約、道路混雑情報への二一

1ズはOi割 弱

住民票 ・免許証 ・パスポー ト等の手続、電子投

票へのニ ーズが子れそれ8割 存紹 ラる

ネットショッピングは上位15項 目中3項 目

であ った。個人のニーズは多様であり、ネッ

トショッピングは必ずしもネットワークサー

ビスの最大の主役ではない。

全体で2割 強、理系職では36%、50歳 以

上でも5人 に一人がインターネットを使 った

起業の意思がある。

一99一



7ラィバシーマーク制度における監査ガイドライン
(平成12年3月)

第1編 監査 ガイ ドラインの概要.

1.ガ イ ドライン策定1こあたって

2.JISQ15001が 要求する監査

3.JISQ15001が 要求する監査の実施

第2編 監査ガイ ドラインの詳細

1.監 査項目の構成1こついて

2.監 査ガイ ドラインの活用について

3.要 求事項毎の監査項目

(以下項番 は、JISQ15001の 項目番号を

表 している。)

4.2個 入情報保護方針

4.3計 画

4.3,1個 入情報の特定

4.3.2法 令及びその他の規範

4.3.3内 部規定

4.3.4計 画書

4.4実 施及び運用

4.4.1体 制及び責任

4.4.2個 入情報の収集 に関する措置

4.4.2.1収 集の原則

4.4.2.2収 集万法の制限

4.4.2.3特 定の機微な個人情報の収集に禁止

4.4.2.4情 報主体から直接的に収集する場合

の措置

4.4,2.5情 報主体から間接的に収集する場合

の措置

4.4.3個 入情報の利用及び提供に関する措置

4.4.3.1利 用及び提供の原則

4.4.3.2収 集目的の範囲外の利用及び提供の

場合の措置

4.4.4個 入 情報 の適 正管 理義 務

4.4.4.1個 入 情 報の 正確 性 の確保

4.4.4.2個 入 情 報の 利用 の安 全性 の確 保

4.4.4.3個 人 情 報の 委託 処理 に関 す る措 置

4.4.5個 入情 報 に関 す る情 報 主体 の権 利

4.4.5.1個 入 情 報 に関す る権 利

4.4.5.2個 人 情 報の 利用 又 は提供 の拒 否権

4.4.6教 育

4.4.7苦 情及 び相 談

4.4Bコ ン プ ライア ン コ ・プ ログ ラム 文書

4.4.9文 書管 理

4.5監 査

4.6事 業者 の 代表 者 によ る見 直 し

別紙1:マ ネジメントシステムの体制の整備

別紙2:適 正管理IZZ必要な管理ル ール例

別紙3:適 正管理 に関する監査項目の例

別紙4:シ ステム監査の基本的事項

付録1:フ 。ライバシーマーク制度

付録2:プ ライバシーマーク制度設置及び運営要領

付録3:プ ライバシーマーク付与申請指針

付録4:個 人情報保護に関するコンプライアンス ・

プログラムの作成指針

参考1:基 本規程策定のチェックリスト

参考2:個 人情報保護に関する監査規程モデル

A4判110頁

一般価格:1
,575円 会 員価格:1.260円(送 料別)
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ますます求められる情報化時代の新人材

シ ス テ ム ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ

『初 級 シス テ ム ア ドミニ ス トレー ター テ キ ス ト』

【本 体 価 格:3,300円 】

本書 は平 成12年9月 に公表 され た スキ ル標 準 に対応 して'ド成13年2JJに 発行 された

ものです。

情 報処 理 システム の利用 部門 にお い て情 報化 を推 進す るノ∫々が,初 期 の段 階 で利

用者 と して習得すべ き基 本的 な知 識 と応 用能力 をと りまとめ た ものです 。

また,国 家 試験 で あ る情 報処理 技術 者試 験 の初級 システ ムア ドミニ ス トレー ター

試験 は上記 スキ ル標準 が 出題範 囲 となってお ります。

★ 構 成 目 次(B5判 本文402ペ ー ジ)

第1部 業務 と業務 改善

第2部 情報 システム構築 の支援

第3部 エ ン ドユ ーザ コ ンピューテ ィング

第4部 情報 シス テムの運用 と整備

第5部 文書化 と発表技 術

★ 特 長

・スキル標 準 に対 応

・ス キル標 準 に精 通 した執筆 陣

・イ ンター ネ ッ ト,マ ルチ メデ ィア等 の新技術 に対応

・練習 問題 に情報技 術処 理技 術者 試験(午 前)の 過去 問題 を採用 してお り
,受 験参考書 と

して も最 適

★ 購 入 方 法

・全 国の書 店で お求め頂 け ます。

・お近 くの書店 に在 庫が ない場合 は,ご 注 文 にてお取 り寄せ下 さい。

また,販 売 に関す るお問 い合 わせ ば,株 式会社 コ ンピュー タ ・エ ー ジ社 へお願 い します。

TEL:03-5531-0070
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i職場環境の改善に、ジャストインタイム(JIT)学習で{

i情 報化推進担当の育成を1!i

JIT鐡 葺シ頚テム⑥と
情報 リテラシー教育CD-ROM教 材

檀;撫=㍗ 鰯 欝 『 一一一一…
いつで も、 どこか らで も学 習が可 能で す。

(Step1)CD-ROM教 材 での学習

{羅 き鷺 竃 角蕊 空
間 ・時 間 を拡 張す る教 育 システ ムです。

口CPUt

I…IP,n・i。m133MH、 以 上l

lロ メモリ

‡

●JIT教 育 シ ス テム⇔教 材

本教育 システムの教材 として、現在、以下の

竃灘灘璽嶽灘1
ています。1

①情報 リテラシー教育指導者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:565M)

職場での情報活用 を推進するため、パソコ

ン利用教育等の啓蒙活動や操作指導方法等

について学習 します。

②情報 リテラシー教育支援者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:315M)

職場での日常業務の情報化を推進するため、
パソコン、LAN、DB等 の整備 ・運用等 につ

いて学習 します。

なお、本教材の学習に入る前に具備 しておく

条件があります。
・パソコンの操作を自分で行え

、ワープロや

表計算などは日常業務の中で使える。
・情報リテラシーに関する知識 ・技術(EUC)

を有 している。

● 問 い 合 わ せ 先 ●

財 団法人 日本情情 報処理 開発協会

中央情報教 育研 究所(CAIT)

〒135-8073東 京都江 東区青海2-45

タイム24ビ ル19階

TEL:03・・5531-0171FAX:03-5531-0170

32MB以 上

ロ サ ウ ン ドカ ー ド

必 須

口CD-ROMド ラ イ ブ

2倍 速CD-ROMド ライブ 以 上

ロ デ イス プ レ イ

解 像 度800×600ド ット以 上

HighColor(16ビ ット)以 上

口OS

MicrosoftWindows95,98,NT4.0

口Webブ ラ ウザ

MicrosoftInternetExplorerVer.4.0以 上 推 奨

口 そ の 他

ス ピ ー カ ま た は イヤ ホ ン等

●JIT教 育 シ ス テ ム ⑧の ご 利 用 に つ い て ●

口(Step1)CD-ROM教 材 で の 学 習
・本 教 材 は劉 です が

、教 材 発 送 費 等 と して

1セ ッ ト(2枚 組)に つ き2000円 ご負担 い ただ

きます 。(限 定、2000セ ッ ト)
・申込み方 法:郵 便 局備付 け の振 込用紙 の通信

欄 に下記事 項 を記 入 し、中央情報教 育研 究所

(口座番 号:OO130-8-409669)
へ 、発送 費等(2000円 ×セ ッ ト数)を 振 り込

んでい ただ きます。
・送付先 住所

、氏 名 、電 話番号 、 セ ッ ト数
・組 織 名

、部署 名(個 人の場合 は不要 です)

口(Step2)イ ン タ ー ネ ッ トで の 理 解 度 判 定
・劉(た だ し

、電話料等 の 回線 使用料 は個 人

負 担 です。)

口(Step3)実 践 的 な ス ク ー リン グ
・有料(開 催 日時等 はhttP・〃www .・ait.jipdec.・・.jp

をご覧 くだ さい。)

一－lo2-一 一
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事務局組織図

本 部 付属機関

総務部
一寸 総務言果1

中頬 鞠 育研究所 1総 務部 廿

一 経理課i 調査企画部H一

寸 教務部 十[
企画室 1企 画言果1

ヨ国際協力業務室1

情報セキュリティ対策室

1情報セキュ11ティ対策課1

一!コ ンピュータ緊急対応センター事務局1

1

ヨ プライバシーマーク事務局1

寸

1

1繍 部 卜[情報処理技儲 試験センター
ISMS事 務局1

一 経理部 十
調査部 1調 査課1

斗 技術部H
ヨ 国際課1

」 業務部H

ヨ 普及振興言果1
」 支部(全国9ケ所)1

1当 路 ㎞

開発部 業務課

コンピュータ運営企画課

コンピュータ運営管理課

庶務課

開発第一課

開発第二課

開発第三課

開発第四課

ネットワーク開発課

技術課

先端情報技術研究所

総務課

経理課

調査企画 果

普及振興 果

教務第一調

教務第二 果

総務課

企画課

経理課

技術 第一課

技術第二課

業務課

情報処理課

総務部

第1事 業部

第2事 業部

(APKI-J)

電子商取引推進協議会EC推進本部

標準 グループ
普及広報 グループ
国際連携 グループ
総務課
経理課

EDI推 進協議会事務局

技術調査第一課技術調査部

技術調査第二課

技術企画部

電子政府情報システム開発推進室

一103一



当協会への連絡窓ロ

本 部

東京都港区芝 公園3-5-8(〒105-OOI1)

機 械 振興会館 内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

セキュリティ関係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432-9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9419

FAX(03)3432-9389

FAX(03)3431-4324

URLhttp:〃www.jipdec.jp/

(コ ン ピュー タ緊急対応 セ ンター事務局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

URLhttp:〃www.jpcert.or.jp/

(プライバシーマーク事務局)

本部 情報セキュリティ対策室内

TEL(03)3432-9387

(ISMS事 務 局)

TEL(03)3432-9386

FAX(03)3432-6200

URLhttp://isms.jipdec.or.jp/

付属機関

中央 情報教育研 究所

東京都江東 区青海2-45(〒135-8073)

タ イム24ビ ル19階TEL(03)5531-0171(代 表)

FAX(03)5531-0170

URLhttp:〃www.caitjipdec.or.jp/

情 報 処理 技術者試験 セ ンター

東京都港区虎 ノ門t-16-4(〒105-0001)

ア ー バ ン虎 ノ門 ビル8階TEL(03)359t-0421(代 表)

FAX(03)3591-0428

URLhttp:〃www.jitec.jipdec.or.jp/

電 子 商取引推進 セ ンター

港 区芝公園3-5-8(〒to5-OOlt)

機 械 振興会館TEL(03)3436-7500(代 表)

FAX(03)3436-7570

URLhttp:〃www.ecom.jp/ecpc/

(電 子 商取 引推進協議会 事務局)

電 子 商取 引推進 セ ンター内

URLhttp:〃www.ecom.jp/

(EDI推 進 協議会事務 局)

電 子商取 引推進 セ ンター内

TEL(03)3436-7516

FAX(03)3436-7570

URLhttp:〃www.ecom.or.jp/jedic/

先端 情報技術研 究所

東京都港 区芝2-3-3(〒105-0014)

芝東京海上ビルディング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)3456-3158

URLhttp:〃www.icot.or.jp/

平成13年12月 発行

川PDECジ ャーナルN・ ・107

発行人 ・新 欣樹/編 集人 ・日高良治

◎2001

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港 区芝公 園3丁 目5番8号 機 械振興会館 内

郵便番号105-0011電 話03(3432)9381

URLhttp:〃www.jip(lec.jp/

本 誌 の記事 ・図表等 のすべて ない し一部 を許可 な く引用 および複製 する ことを禁 じます。

※本誌送付宛先の変更等については当協会調査部(03-3432-9381)ま でご連絡 ください。
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財団法人 日本情報処理開発協会

English

トピ ックス

]更新 日:2001.12.10

●プ ライ バ シ ー マ ー ク説 明 会
●プ ラ イバ シ ー マ ー クセ ミナ ー 配 布 資 料
●AITEC米 国B`uoBook2002(大 統 領 予 算 教 書 補 足 資 料)日
本 宮吾片反
●rlSMS適 合 性 評 価 制 度 」パ イ ロッ ト事 業 に お け る 算1号 の
言忌証●「情 報 リス クに 関 す る リス ク マ ネ ジ メン ト研 究 報 告 書 」公 開
－INFORMATIZATrONWHITEPAPmeR2001巨ditlon
・e-Businessフ ォー ラ ム2001(2001年12月12～13日 、東 京)
●電 子 商 取 引 推 進 協 臓 会 「電 子 商 取 引 最 新 動 向 セ ミナ ー 」
(2001年11月26口 、大 阪)
・電 子 商 取 引 推 進 協 臓 会 第86回ECOMセ ミナ ー 「e"マ ー ケ
ットプ レイ ス 特 集 」(2001te#!11月16臼 、東 京)
●AITECセ ミナ200■ 「2■ 世 紀=技 術 貿 易 時 代 の 願 書 を 目
指 す 米 国 のIT研 究 開 発 戦 略J資 料●情 報
セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メン トシ ス テ ム(ISMS)ガ イ ド

(∨or.O.8)に 関 す る意 見 募 集
●JIPDECrnformstiエationQuarterly
●情 報 化 白 書2001「IT社 会 の 実 現 に 向 け て 」meSlfiV全文 掲 載
●ISMS適 合 性 評 価 制 度 の 概 要(パ ン フ レット)
●平 成13年 度 「シ ステ ム 監 査 企 業 台 帳j公 開
●AITEC平 成12年 度 版 報 告 書 の 掲 載
●シ ス テ ム 監 査 白 書2001-2002公 開
●EDI推 進 協 臓 会 「平 成13年 度 第2回JEDXC管 理 研 修 会 」
(2001年9月7日 、東 京)
●CAIT平 成12年 度 鯛 査 研 究 の 内 容 を公 開
一企 業 に お け る 情 報 化 動 向 に 閲 す る 副 査 研 究 報 告 書 一情
報 化 投 資 の 現 状 と篠 垣 一(平 成13年3月)●
J[PD巨C・BBBOnlin● プ ラ イバ シ ー一相 互 承 認 プ ロ グ ラ ム 相
互 承 認 マ ー ク の 付 与 申 請 受 付 に つ い て－AIT巨C調 査 研 究 職 責 套 「21世 紀=技 術 貿 易 時 代 の 覇 者
を 目 指 す 米 国 の[T研 究 開 発 戦 略 」(8月30～3旧 、東 京)
●旧MSパ イ ロ ット事 業 者 の 決 定 に つ い て
●Jr「 巨C平 成13年 度 秋 期 情 報 処 理 技 術 耐 賦 験 受 験 申 込
み
●JITEC平 成13年 度 春 期 情 報 処 理 技 術 看 試 験 合 格 発 表
一ア ドバ ン ス ト並 列 化 コ ン パ イラ(APO)技 術 の 研 究 開 発
●電 子 商 取 引 推 進 協 蹴 合 「第 ■3回ECOMセ ミナ ー 」(2001
年7月19臼 、東 京)●
JJPDEC・BBBOnlin。 プ ラ イバ シ ー 相 互 承 認 プ ロ グ ラ ム 運 用
開 文台
●OAIT「 遠 隔 学 習 シ ス テ ム の 利 用 促 進 に 閲 す る 晒 査 研 究 」
●平 成13年 度 「シ ス テ ム 監 査 企 業 台 帳 」申 告 の お 知 らせ(受
付 期 間:6月 ■日 一6月29日)
●ISMSパ イ ロッ ト事 業 実 施 に つ い て
●「産 学 官 研 究 開 発 コミュ=テ ィ」ホ ー ム ペ ー ジ デ ザ イン ー
斬●情
靱 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メン トシ ス テ ム(ISMS>制 度 の 公 表
↓こ一=)し、て
●電 子 商 取 引 推 進 セ ンター 電 子 商 取 引 シ ン ポ ジ ウ ム 「1T時
代 に 求 め られ る 新 た な 経 済 ・社 会 制 度 の あ り方 」(平 成12
年10月30臼 開 催)会 議 録 を 公 開
●電 子 商 取 引 推 進 セ ン ター 「Olr標 準 ペ ー スXML/EDIマ ッピ
ン グ 規 則 バ ー ジ ョン1、1」を 公 開

●情 報 の 一 覧

行 事

当 協 会 の 概 要

リン クサ イ治・

垣 情 報 化 環 境 整 備 の 促 進●情 報 化 動 向 、情 報 化施 策 に関 す る鋼 査 研 究
一情 報 化 に 関す る普 及 啓 蒙 、国 際 交 流
-情 靱 信 頼 性 確 保 の 推 進elSMS(情 報 セ キaリ ティマ ネジ メントシステ ム)適 合性
評 価 制 度 の 運 用
●プライバ シー マー ク制 度 の運 用
●情 報 セキ ュリティ対 策 の 推 進
■ 電子 商 取 引 の 推進
●EC(電 子 商 取 引)の 推 進
●ED1(電 子 デー タ交換)の 推 進
●PKI(公 開 鍵 共 通 基 盤)の 実 現 と普 及
-情 報 技 術開 発 の促 進●情 報 技 術 政 策 へ の 支 援 等
●情 報 技 術 開 発 に 関 する鋼 査 研 究
●公 共 情 報 システム 等 の調 達 ・開 発 ・運用 の 技術 支 援
t情 報 化 人材 の 育 成
●情 報 処 理 技 術 香 の 養 成
'情 靱 化 人 材 に 関す る鯛 査 、国 際協 力 、普 及 啓 蒙
●情 報 処 理 技 術 者 試 験 の 実 施
一情 報 化 月 間 行 事
●講 演 会 ・シンポ ジウム 等
●研 修 講 座
●他 の 情 報 化 団 体 が 実 施 す る行 事
●定 期 刊 行 物
一一 般 刊 行 物
●串良告 書
●カリキュラム ーテキ ス ト
吟組 織 の 概 要
●ラ舌動 の 概 要
一事 務 局 組 織 お よび所 在 地
●ディスクロージャー 資料
寄 附行 為 理 亭 一評 職 員 ・監 事 平 成12年 度 事 業 報告 書
平 成12年 度計 算 書 類 平 成 臼 年 度 事 業 計 回 平 成13年 度 収 支 予 算 書
国 か らの 委 託 受 寄 に つい て
●会 員 制 度 の ご案 内

垣 当 協 会 の 付 属 磯 間
●中 央 情 報 教 官 研 究 所(OAIT)
●先 端 情 報 技 術 研 究 所(AITEC)
●情 報 処 理 技 術 者 試 験 セ ン ター(JITEC)
●電 子 商 取 引 推 進 セ ン ター(ECPO)
一 旧 産 業 情 報 化 推 進 セ ン ター(OH)
・ 旧 企 業 間 電 子 商 取 引 推 進 機 構(JECALS)
一 旧STEP推 進 セ ン ター(JSTEP)

肩 当 協 会 が 事 務 局 業 務 を 行 う組 織
●EDt推 進 協 臓 会(JEDIC)
●電 子 商 取 引 推 進 協 埴 会(EOOM)
●ア ジ アPK1フ*一 ラ ム 推 進 協 後 会(APKI-J)
●コン ピ ュ ー タ 緊 急 対 応 セ ン ター(JPOERT/CO)

肩 当 協 会 が 行 うプ ロジ ェク ト
ー産 学 官 研 究 ,開 発 コミュニ テ ィ
●ア ドバ ン ス ト並 列 化 コン パ イラ(APC)枝 術 の 研 究 開 発

本 ホ ー ム ペ ー ジ に つ い て の お 問 い 合 わ せ ば 次 の ア ドレス 虞 で
w●bm砲 ■出㊨倉剣Ipd■oj⇔

▲

▼
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財団法人 日本情報処理開発協会
JapanlnformationProcessingDevelopmentCorporation

(本 部)東 京 都 港 区芝 公 園3丁 目5番8号 機 械 振 興 会 館内(〒105-OOII)

電 言舌03-3432-9381FAXO3-3432-93B9

ホーム ページhttP://WWW.JipdeC,JP/

本誌は再生紙を使用しています。


